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第1章 序論 
1.1 本研究の背景 
現在，全世界において，生物多様性の危機に面している．地球上に約 40 億年前に誕生した
生物は，これまでに 5 回の大量絶滅を経験していると言われているが，現在，人間活動によ
る影響によって第 6 回目の大量絶滅期にあると指摘されている 1)．2005 年に，国際連合主導
の下，世界 1,300 名以上の専門家が，4 年間かけて地球規模の生態系を評価した「ミレニアム
生態系評価（MA：Millennium Ecosystem Assessment）」が公表された 2)．この報告書では，「過
去 30 年で世界の森林面積の半分が消失し，陸域面積の約 1/4 が耕作地化されている．人類に
より引き起こされた絶滅速度は，自然状態の約 100～1,000倍であり，22世紀までに鳥類の 12%，
哺乳類の 25%，両生類の最低 32%が絶滅する．」と報告されている 3)4)． 
我が国は，周囲を海に囲まれ，複雑な地形を有し，国土の 67%を森林が占めている 5)．こ
れは世界的にみても高い数値であり，他の先進国（例えばイギリスは 12%，アメリカは 33%）
と比較すると極めて高い 1)．南北約 3,000km にわたる細長い国土は，気温差が大きい中緯度帯
に存在しているため，亜寒帯～亜熱帯まで多様な気候帯に分布している 6)．ユーラシア大陸と
太平洋の境界に位置する我が国は，変化に富む四季を有し，梅雨や台風によって豊富な降水
量がある．また，過去に大陸と接続や分断を繰り返した経緯がある 6)7)．このような国土の特
徴は，豊かな自然環境を育む基盤となっており，日本列島は，国際環境 NGO であるコンサベ
ーション・インターナショナルによる世界 35 ヶ所（2015 年 12 月現在）の生物多様性ホット
スポットの 1 つに指定されている 8)．そのなかでも，河川は，洪水という自然的な攪乱が定期
的に発生すること，希少な淡水域であること，山と海をつなぐ役割をもっていることなどか
ら，生物にとって非常に重要なハビタットと位置付けられる 9)10)11)． 
 
 
図 1.1 世界 35 ヶ所（2015 年 12 月現在）の生物多様性ホットスポット 8) 
（コンサベーション・インターナショナル提供） 
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我が国においても，生物多様性の損失は進行し，今なお継続している．2010 年にとりまと
められた「生物多様性総合評価報告書」12)では，1950 年代後半から 2010 年までの約 50 年間
を評価期間として，「人間活動にともなう日本の生物多様性の損失はすべての生態系におよん
でおり，全体的にみれば損失はいまも続いている．とくに，陸水生態系，沿岸・海洋生態系，
島しょ生態系における生物多様性の損失が大きく，現在も損失が続く傾向にある．陸水生態
系，島しょ生態系，沿岸生態系における生物多様性の損失の一部は，今後，不可逆的な変化
を起こすなど重大な損失に発展するおそれがある．」と報告されている． 
「生物多様性国家戦略 2012-2020」1)では，生物多様性の損失に係る 4 つの要因として,「第
1 の危機（開発など人間活動による危機）」，「第 2 の危機（自然に対する働きかけの縮小によ
る危機）」，「第 3 の危機（外来種など人間が持ち込んだものによる危機）」，「第 4 の危機（地
球温暖化など地球環境の変化による危機）」が挙げられている．ここで，我が国をとりまく社
会情勢とこれらの危機との関係を整理する．我が国は，世界の中でも際立って少子高齢化お
よび人口減少が進行し，慢性的な財政難に陥っている 13)．従って，今後，大規模な開発はあ
まり想定されない．また，かつてのような公害問題も，近年は環境面に対する規制が施され，
水質汚濁等の悪化も想定されない．従って，第 1 の危機に対する新たな影響は，大きくは想
定されないが，過去の開発で消失した生息環境や種の影響は継続している．第 2 の危機につ
いては，少子高齢化や人口減少が，里地里山などの自然環境の適切な利用・管理の頻度を低
下させ，我が国の自然の多くを占める二次的な自然環境の生物多様性を損失させることが考
えられる．第 3 の危機の 1 つである外来種については，グローバリゼーションの進展に伴い，
現在，その影響が各地で顕在化し，深刻な問題となっている．例えば，河川では，アレチウ
リやハリエンジュなどの外来種が急速に繁茂し，在来種の生育地を脅かしている．第 4 の危
機である地球温暖化については，気温変化に脆弱な島嶼や高山帯の生物，生息域の南限また
は北限生物に影響を及ぼす可能性が考えられる．また，降水現象の変化は，河川に依存する
生物に影響を及ぼす可能性がある 7)． 
このように開発にともなう温暖化や生物多様性の損失は，世界的規模で進行し，国際的な
取り組みの重要性の認識を高めた．1992 年に，ブラジルのリオデシャネイロで「環境と開発
に関する国連会議」が開催され，「気候変動枠組条約」と「生物多様性条約」という 2 つの国
際条約が提起された．我が国においても，自然環境保全に対する社会的要請が高まり，1993
年（平成 5 年）に自然環境および公害対策を包括的に対処する環境基本法 14)が制定され，開
発行為に対する環境影響評価の実施などが位置付けられた．これを受けて 1997 年（平成 9 年）
に環境影響評価法 15)が制定され，これまでの閣議決定に基づく環境影響評価から，法律に基
づく環境影響評価が実施されるようになった．さらに，2002 年（平成 14 年）には，自然再生
推進法 16)が制定され，過去に損なわれた自然を復元することを目的とした自然再生事業が実
施されている．また，2008 年（平成 20 年）には，生物多様性基本法 17)が制定された．生物
多様性基本法では，自然共生社会の実現や地球環境保全の推進を目的としており，生物多様
性の保全と国土及び自然資源の持続可能な利用を推進し，保全や利用に際しての考え方は予
防的順応的取組方法，長期的な観点，温暖化対策を基本原則としている．環境影響評価につ
いても，損失した生物多様性の再生は困難であることから，計画立案段階の戦略的環境影響
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評価の実施を求めている．このように，生物多様性の損失を留めるべく，長期的な視点にた
った戦略的な対策が強く求められている状況にある． 
一方，我が国の河川行政は，治水と利水に重点を置いてきた．梅雨や台風による雨期をも
つ我が国は，短時間豪雨が世界的にみても激しく 18)，度重なる水害にあってきた 19)20)．その
ため，水害を防止または低減するための治水事業が多く実施された．また，急峻な地形故に，
洪水継続時間が短く 18)，水資源を有効活用するための多くの利水施設が建設された．このよ
うな治水や利水を目的とした河川改修は，水害の防止など一定の効果を果たしたものの，河
川の攪乱強度を低下させた．その結果，多くの河川で安定化が進み，樹林地の拡大 21)や礫河
原の縮小 22)など河川植生の変質が顕在化している．河道の過度な安定化は，攪乱に依存する
河川特有の生態系を劣化させ，生物多様性の損失を招く．さらに，安定化がもたらす樹林地
の拡大は，洪水時の水位を上昇させる．そのため，適正な河道内植生の管理が，治水面及び
環境面から河川管理上の新たな課題となっている．このような背景のなか，1997 年（平成 9
年）には河川法 23)が改正され，河川環境の保全と整備が内部目的化された． 
河川法改正以前から，自然環境保全への社会的な要請を受けて，1990 年（平成 2 年）より
多自然型川づくりが進められている．さらに，2002 年（平成 14 年）に制定された自然再生推
進法 16)を受けて，これまでに釧路川や千曲川など全国 36 河川で自然再生事業が実施されてい
る 24)．自然再生事業においては，直線河川の再蛇行化による瀬淵構造と魚類の生息環境の復
元や，河道掘削による洪水攪乱頻度の回復と礫河原の再生など，一定の効果を発揮している．
しかし，自然再生事業は，大きく損なわれた生態系を元の状態に復元することを目指すため，
その過程において非常に多大な労力とコストがかかる．さらに，絶滅した生物の復元が困難
なように，消失した生態系を元のように復元することは，必ずしも可能である訳ではない．
本来は，対象とする地域の生態系を大きく損なわないように，開発や維持管理をすることが
より重要である．  
ここで，生態系を大きく損なわないようにするためには，どのような事項を把握しなけれ
ばならないかを整理してみたい．生態系とは，「ある地域あるいは空間に生息している全ての
生物（生物群集）とそれら生物の生活に関与する無機的環境の要素から成るシステム」と定
義される 25)．古典的な生態学では，生態系には，唯一の安定した状態があると考えられてき
た 26)．この理論では，外部からの攪乱をうけた生態系は，必ず攪乱を受ける前の状態に復元
しようとする．しかし，近年，安定した状態は複数存在することが，様々な研究で示唆され
た 27)．これを生態系の非平衡理論という 28)．非平衡理論では，複数の安定状態があると仮定
し，ある安定状態から別の安定状態に移行することをレジームシフト（Regime shift）という
29)．また，レジームシフトを起こさずに，元の安定状態に留まれる攪乱の許容量を生態学的
レジリアンス（Ecological resilience）と定義している 30)．生態学的レジリエンスには，生態
系内の生物多様性が大きく影響することが指摘されている 31)．多様性の高い生態系では，攪
乱後に開放された環境資源に多くの種が侵入定着する．仮にある種が侵入しなくとも同様の
機能を有する種が補完する．さらに，多様な種群が相互作用し，変動しながらも極端な生態
系にはならない．これに対して，多様性の低い生態系では，種の侵入に対する変動に影響を
受けやすく，数少ない競争的優位種が環境資源を独占する極端な生態系に変質するリスクが
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高まる．多様性が低い状態へのレジームシフトが生じた場合，構成する群集などが大きく変
化すため，容易には元の安定状態には戻ることができない 29)．元の安定状態へ復元するため
には人為的介入などを要し，多大な労力とコストを要する．これらを河川にあてはめて考え
ると，河川改修により安定化が進み，競争的優位種の独占が過度に進行した状態では，攪乱
が生じてもかつての状態には戻らないことが考えられる．過去と同程度の規模の洪水を受け
ても，さらに樹林化の進行がみられる現象は，河川におけるレジームシフトの典型的な事例
の一つと考えられる． 
これまで述べてきたレジームシフトを，起こさせない，すなわち生態系を大きく変化させ
ないためには，従来のような事態が顕在化してから対処する事後保全的な取り組みではなく，
レジームシフトに至る前に事前に対処する予防保全的な管理が重要となる．そのためには，
レジームシフトに至る境界値やその背後にあるプロセスを明らかにする必要がある 32)．しか
し，現状では，治水面と比べて，環境面においては，予防保全的な管理を行うための具体的
な管理目標の設定が十分に出来てはいない．その原因として，洪水や河川管理に伴う物理環
境変化と河川環境の応答が科学的に十分解明されておらず，河川環境の評価手法が確立して
いないことが指摘されている 33)．これらを実現するためには，河道内植生の動態の機構を解
明し，物理環境や生物間相互作用を基に再現・予測するシミュレーションモデルおよびその
手法の確立が重要となる 46)． 
なお，一般的に，生物間相互作用は，動物や植物との相互作用等について用いられるが，
本論で用いる生物間相互作用は，植物群集間の相互作用を対象として用いている． 
 
 
1.2 本研究の課題 
1.2.1 主要な課題の抽出 
河道内植生の動態を再現・予測することを難しくする主な要因として，（課題 1）植物群落
の形成を規定する微細な環境条件の再現，（課題 2）生物間相互作用による不確実性を伴う植
生遷移，（課題 3）不確実性を伴う将来流況への対応の 3 点が挙げられる．それぞれ植生動態
モデルにおける空間的階層性（課題 1）と不確実性（課題 2 と課題 3）に関わる課題として位
置づけられる．本研究では，これらの課題のうち，主に課題 1 と課題 2 に対応した検討を進
める．課題 3 については，対応策の検討を行う．課題 1 に対しては，河道内植生が生育する
空間に対して，空間的な階層性を認識し，対応を図る（空間的階層の認識）．課題 2 に対して
は，植生遷移という事象を確率的に捉え，対応を図る（確率分布の導入）． 
 
1.2.2 空間的階層性の認識（課題 1 への対応） 
植生動態の解析に用いられる空間指標は，大きくは植物群落と，裸地や草地，樹林といっ
た景観（以下，単に「景観」という）に分類される．植物種の集合体である植物群落は，単
第 1 章 序論 
5 
 
位性をもち 34)，立地する場の生態的特性を表現しうるため，環境面から場を評価する場合に
適している 35)36)37)．一般的に，植物群落は，河道内植生を表現する場合の最も詳細なスケー
ルの空間単位であるが，現在の土砂水理学では，その立地を規定する詳細なスケールの物理
環境（例えば表層土壌粒径や土砂堆積厚など）を精度良く予測することは極めて難しい． 
一方，土砂水理学の分野や河川管理においては，水理計算の際の粗度設定や，河川の変化
状況を捉えることを目的に，主に景観を対象に議論されることが多い．景観は，植物だけで
なく地形等の物理環境要素を内包する．植物に対する専門的な知識がなくても扱いやすい空
間単位であり，従来の治水を主とした河川管理には適した空間単位と言える．ただし，各植
物群落が有する生態的特性の詳細な表現には十分ではない． 
従って，土砂水理学を基に，物理環境に応答した河道内植生の動態再現・予測を行うため
には，土砂水理学で表現しうる植物群落と景観の中間的な空間単位を設定し，それらの階層
性を明らかにする必要がある． 
植生動態をモデル化した既往研究では，バイオマスや樹木量を用いた事例 38)39)，景観を用
いた事例 40)41)42)，砂州上の植物群落を対象とした事例（この場合，植物群落数が少ないため
ほぼ景観と同値となる）43)44)45)，植物群落を統合した空間単位を用いている事例 46)47)などがあ
るが，空間単位の妥当性や階層性については議論が十分ではない． 
 
1.2.3 確率分布の導入（課題 2 への対応） 
一般的に，生物群集は，生物間相互作用（種間競争等）などの複合的作用によって，1 つの
群集に多様な種が存在する 48)．これは，物理環境が類似した局所的な場に，複数の植物およ
び植物群落が共存しうることを意味する．また，遷移の途中段階においては，競争的優位種
が環境資源を独占していない状態にあり，ある植物群落に適した場があったとしても，必ず
しもその場に立地する訳ではない．一方，河道内の植物群落は，変化に富む河道内地形の場
の特性に応じて棲み分けを行い 49)，裸地，草地，樹林の順に変化する能動的な植生変化と，
洪水を受けて裸地や他の植生に変化する受動的な植生変化を繰り返す． 
これらを踏まえると，植物群落は，選好する物理環境を有しているものの，その生育範囲
は確率分布のように幅があること，植生が変化する際は，物理環境変化に加え，他の植物群
落との生物間相互作用を考慮する必要があると言える． 
従って，植生遷移の変化ルールの設定には，物理環境に加え，計算対象とする場の植生情
報を用いて設定する．その場合の各植生の生育適地および遷移確率は，確率分布で与えるこ
ととする． 
既往研究では，生育適地や条件に基づき植生変化ルールが設定されるが，その変化ルール
は，ある特定の閾値を与えて設定される 45)46)47)．生育適地を確率分布で与えている事例とし
ては，岡部ら 43)，古東ら 44)の一連の研究がある．これらの研究では，生育適地を選好曲線で
示すものの，計算対象とする場の植生情報は考慮されず，物理環境のみで植生変化が決定さ
れる． 
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1.3 本研究の目的 
本研究では，前述した 2 つの課題への対応，すなわち「空間的階層性の認識」と「確率分
布の導入」を踏まえ，①空間の階層性に着目した河道内植生の動態分析に適する新たな空間
指標の開発，②開発した空間指標を用いて河道内植生の動態を再現する植生動態モデルを構
築，および③構築した植生動態モデルを河川管理へ適用する場合の課題等について議論する
ことを目的とする． 
新たな空間指標については，植生動態モデルの構築を意識して，現在の土砂水理学で表現
しうる物理環境スケールに応じた空間単位を提案し，その実用性の検証を行う．提案する空
間単位は，既存の研究や実務で用いられている下位層の空間単位すなわち植物群落・種，及
び上位層の空間単位すなわち裸地や草地といった景観との階層性を意識して開発を行う． 
植生動態モデルについては，植生変化前後の植生の組合せ（以下，「系列」という）ごとに，
生育適地を現地データから求め，それらを確率分布で表現する．その確率分布の相対的な大
きさから，その系列に変化する確率を求めることとする．求めた確率の大きさを比較し，最
も確率の高い系列への植生変化を時間ステップごとに計算し，植生動態を表現する．  
 
 
1.4 本論文の構成 
本論文の構成を記述する．第 1 章では，研究の背景と目的を整理した．第 2 章では，本研
究に関連する既往知見および既往研究を整理した．第 3 章では，本研究で対象とする河川の
選定理由と調査地の概要を整理した．第 4 章では，植生動態分析のための新たな空間単位「群
落クラスタ」を開発し，その特徴や複数河川への適用事例を整理した．第 5 章では，第 4 章
で開発した群落クラスタを用いて，植生動態モデルを開発し，その再現状況，モデル開発に
用いた現地データの影響等を整理した．第 6 章では，開発した群落クラスタと植生動態モデ
ルを，河川管理に適用するにあたって，今後検討すべき課題を抽出し，その方策ついて考察
した．第 7 章では，本研究の成果および得られた知見をまとめ，今後の課題を整理した． 
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第2章 河道内植生を取り巻く既往知見の整理 
2.1 植生管理の重要性と植生動態モデルの必要性 
2.1.1 我が国の河川管理における植生管理の重要性 
第 1 章では，治水および環境の両面において，植生管理の重要性を指摘したが，改めて，
植生管理の重要性を，治水機能と環境機能の 2 つの視点から述べる． 
治水機能の重要性は，河川法 23)の中に求められる．河川法は，その 1 条で，「この法律は，
河川について，洪水，津波，高潮等による災害の発生が防止され，河川が適正に利用され，
流水の正常な機能が維持され，及び河川環境の整備と保全がされるようにこれを総合的に管
理することにより，国土の保全と開発に寄与し，もつて公共の安全を保持し，かつ，公共の
福祉を増進することを目的とする．」というように，その趣旨を明示している．それは，治水，
利水，環境の個々の機能とそれらの調和が河川管理の目的であることを示している．しかし，
河川法は，1997 年（平成 9 年）の河川法改正後も，治水とその関連施設管理に多く条文を配
置し，河川管理においては治水機能の維持が重要であることが推察される．河道内の植生は，
河川のような攪乱のある環境にしか生育しない重要種が存在する反面，攪乱後に安定した状
態が継続するとより草丈の高い草本や，樹林へと遷移する．樹林は，河道内粗度上昇の原因
となり，河川管理の主要な目的の一つである治水機能の低下を招く．治水機能の維持を行う
ためには，過度な樹林化を抑制する必要がある． 
河川法内では，条文を置くことは少なかった環境機能ではあるが，1 条を代表とする総則部
分に加え，河川法に関連する法律にその根拠を求めることができる．例えば，自然再生推進
法 16)は，その中で自然再生の概念を整理し，その方向性を示している．自然再生推進法の定
義によれば，「自然再生とは，過去に損なわれた生態系その他の自然環境を取り戻すことを目
的として，関係行政機関，関係地方公共団体，地域住民，特定非営利活動法人，自然環境に
関し専門的知識を有する者等の地域の多様な主体が参加して，河川，湿原，干潟，藻場，里
山,里地,森林その他の自然環境を保全し,再生し,若しくは創出し,又はその状態を維持管理す
ることをいう．」とし，多様な主体が参加し，河川を含む自然環境の保全・復元，その状態の
維持が自然再生であることを示す．河川法の中で明示されなった環境機能の保全の一部は，
減少・絶滅が危惧される生物種を積極的に保全・再生し，それらの維持を図ることが重要で
あることを，自然再生推進法から理解することができる． 
2.2 節において詳細を記述するが，河川には河川固有の環境（礫河原や湿地的環境）のみで
生育できる植物種が多く存在し，これらの種は，現在，保全生態学上，緊急性（種の絶滅）
を有する状態にあるといえる．重要な植物種の保全・再生・維持管理は，河川管理を担う主
体に，重要な責務となっているといえる． 
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2.1.2 植生管理におけるモデルの必要性 
第 1 章で述べたように，生態系（河川植生）を適切に管理するためには，非平衡理論 28)を
意識し，レジームシフトが生じ，不可逆的なシステムに移行する前に必要な措置を施す予防
保全的な取り組みを行う必要がある 32)．この予防保全的な取り組みにより，河川固有の重要
な植物種の個体群の著しい減少などの事態を回避することが可能となる． 
さらに，これからの生態系管理は，適切に実行するだけではなく，費用面を最適化する試
みが重要となる．日本は，世界でも類を見ない急激な人口縮小社会の到来が指摘され 13)，そ
の影響が顕在化してきている．河川分野においては，人口縮小社会の到来に伴う国の財政状
況悪化に起因する河川管理費の縮小が，現実問題となっている．また，気候変動に伴う降水
現象の極端化や災害の増加は，河川管理の本務である治水機能（流下能力）の管理の重要性
をより増加させる状況となっている．人口縮小に伴う河川管理費用の縮減と，流下能力管理
（治水面）の重要性の増大は，環境面の河川管理費の費用分配が縮小することを示している
と考えられる． 
植生管理効果を高めるための予防保全的な取り組みの必要性の増加，植生管理への費用分
配の縮減，という 2 つの今後の傾向を考えると，植生動態の機構を解明し，将来の植生動態
を予測する研究・技術が重要となる． 
2.2 節以降では，国内および海外における植生管理と植生動態モデルに関する既往研究をレ
ビューする．既往研究のレビュー結果から，植生動態の機構解明と植生動態モデルの研究系
譜を整理し，今後必要となる研究領域を抽出する．さらに，予防保全的な河川環境管理を低
予算で実現するために必要な植生動態モデルの概要・機能を整理する． 
 
 
2.2 植生管理と植生動態モデルの国内外の研究系譜 
2.2.1 我が国における植生動態の研究 
(1) 我が国の植生動態に関する主要な研究の流れ 
我が国における植生管理に関する主要な研究は，2000 年前後からその研究が始まったと
考えることができる．その先駆け的な研究の一つとして，萱場ら 22)50)による研究が挙げら
れる．萱場ら 22)50)は，雫石川の中流域において 1965 年以降，草本地・樹林地が拡大する
現象を把握し，これらの現象と砂利採取およびダム建設による因果関係を指摘した．本研
究は，河道安定と樹林化の関係を指摘した先導的な研究であると考えられる．また，河道
内植生のモデルに関する先駆け的な研究として，島谷ら 51)が提唱した河道内樹林化動態モ
デルの基礎的研究が挙げられる．島谷ら 51)は，萱場ら 22)50)の指摘した草本地・樹林地の拡
大現象をモデル化するための概念モデルを提唱した．このモデルは，植生動態のレジーム
シフトと考えられる樹林地の増加の要因となる樹木類の種子散布，発芽，定着，成長（競
争・破壊），地被状態の形成の流れを導入し，植物生態学と土砂水理学の融合の必要性を指
摘する． 
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萱場ら 22)50)，島谷ら 51)が示した河道内植生動態の研究をより発展させた研究として，藤
田ら 46)の研究が挙げられる．藤田ら 46)は，多摩川中流域において，土砂水理学を活用しな
がら樹林地拡大が進行する区間のそのメカニズム解明とモデル化を行った．この研究によ
って，細粒土砂分の供給・礫への充填，河床低下に伴う攪乱頻度の減少が，樹林地拡大の
要因であり，長期の樹林地拡大傾向がもたらす河川管理上の弊害を指摘した点で重要な研
究である．更に，藤田ら 46)の研究は，土砂水理学と植物生態学を実際に融合させ，生態系
管理の必要性が増大する河川管理および土砂水理学に重要な示唆を与えた研究である． 
上記に示した重要な研究に前後して，植生動態に関する研究は，大きく 2 つの流れで行
われる．1 つは，河川管理の実務上の要請として，①樹林地拡大を引き起こす機構を既存デ
ータと現地調査を通して分析する研究，そして，②樹林地拡大の機構解明とモデル化をよ
り高度化させる研究である． 
 
(2) 樹林地拡大を引き起こす機構を既存データと現地調査を通して分析する研究 
既存データおよび現地調査を通して樹林拡大の機構解明に取り組む研究は，植生動態に
関する研究の早い段階から実施されている．黎明期の主な研究としては，石川ら 52)，辻本
ら 53)の研究が挙げられる．これらの研究では，河川特有の植物と，比高や河床材料，局所
的な地形要因等との関係を，現地調査を通して明らかにしている．辻本ら 53)が指摘する物
理環境と河道植生の関係を，砂利採取による河床低下やダム建設による流量変化など河川
管理との関係を含めて論じた研究が，前述した萱場ら 22)50)の研究に該当する．その後，石
川ら 54)，小寺ら 55)は，砂州上の植物群落にある一定の方向性をもった植生変化があり，樹
林化に至る遷移過程を明らかにしている．さらに，李ら 56)は，樹林を含む安定植生域（容
易に変化しない植生）に至るシナリオを，植生遷移，細粒土砂の堆積，河床地形変化とそ
の関係から明らかにしている． 
 
 
 
図 2.1 島谷らが提唱する河道内樹林化の概念モデル 
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(3) 樹林地拡大の機構解明とモデル化をより高度化させる研究 
樹林拡大の機構解明とモデル化をより高度化させる研究は，研究者の研究背景から，異
なるアプローチがとられている． 
特定区間の河道地形を形成する土砂・砂州動態に着目し，砂州上の植生動態モデルに取
り組んだ研究としては，岡部ら 57)・古東ら 58)の一連の研究，藤田ら 46)の研究が挙げられる．
岡部ら 57)・古東ら 58)の研究では，物理生息場モデルのアプローチで，砂州上の植物群落の
形成を記述する．植生遷移は考慮されていないものの，平面的に植生分布を予測する重要
な研究である（図 2.2）．一方，藤田ら 46)の研究では，李ら 56)が明らかにした安定植生域の
消長シナリオを基に，横断上で長期シミュレーションが可能なモデルを提案している（図 
2.3）．横断上と限定されるものの，河床変動を踏まえた長期予測を可能とする重要な研究
である． 
 
 
図 2.2 古東らによる植生再現結果 58) 
 
 
図 2.3 藤田らのシミュレーションモデルの植生消長の考え方 46) 
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岡部ら 57)・古東ら 58)，藤田ら 46)の研究は，田中ら 59)60)・八木澤ら 45)の一連の研究，浅
枝ら 42)の研究へと発展する．これらの研究は，土砂動態，種子散布，発芽・定着，競争と
いった島谷ら 51)が指摘する植物生態学のプリミティブな機構を詳細に再現するモデルで，
砂州地形変化から植生動態までを一連で考察することを可能とする重要な研究である（図 
2.4，図 2.5）．また，これらの機構の記述をより実務的な簡便化しようとした研究として，
戸田ら 61)の研究が挙げられる．田中ら 59)60)・八木澤ら 45)，浅枝ら 42)の研究で詳細に記述さ
れた機構を，空中写真をベースとし，簡便な砂州地形の把握で評価しようとした点に，工
学的な利便性を向上させた貴重な進展が認識できる． 
一方，宮本ら 39)は，樹林地の形成に影響を与える出水の生起現象を水文学的なアプロー
チから確率モデルで表現し，樹林地の形成と拡大が流下能力に与える影響を評価するモデ
ルを提案している．これらの研究は，流域と特定の河川区域を繋げる視点の形成に大きく
寄与するアプローチであり，特定区間の現状を支配する流域スケールでの河道特性へ視野
を広げることを指摘した重要な研究である． 
 
2.2.2 海外における植生動態の研究 
一方，海外における植生動態モデルの研究は早くから進み，黎明期の研究として，Pearlstine 
et al.62)が挙げられる．Pearlstine et al.62)は，電源開発に伴うダム流量変動の変化が植生動態
に与える影響を評価するモデル開発の研究を行い，その予測と図化に成功している．また，
その影響は，ダムによって変化した流量変動を定期的に復元することにより，再生可能であ
ることを示した．この研究は，1985 年に発表されている．日本においては，流量変動の変化
（河床低下に伴う河川攪乱の変化）が河道内植生に影響を与えていることを，1990 年代後半
に指摘され始めたことと比較すると，その先進性は大きな興味を引くところである． 
 
 
図 2.4 八木澤らモデルの遷移・更新パターン 45) 
 
 
図 2.5 八木澤らのモデルの予測結果 45)  
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近年，海外でも植生動態モデルに関する研究が進み 63)，Pearlstwe et.al.62)の研究は，変化
ルールに従った植生動態モデルへ発展している．例えば，欧州では，草地，樹林，それらの
複合した空間指標を対象に冠水頻度等で植生動態を予測する Baptist et al.64)の研究が挙げら
れる．その中でも特に，環境面への配慮に進展がみられるものとしては，米国の Kootenai
川を対象に開発された CASiMiR-vegetation47)（以下，「CA-V」という）が挙げられる．CA-V
は，遷移段階ごとに植物群落をまとめた vegetation type（計 11 凡例）という空間指標を用
いて，より実態に即した植生遷移を仮定し（図 2.6），比高や掃流力などの物理環境に応じた
植生動態を時系列的に記述する（図 2.7）．さらに，CA-V は，対象河川の現地データを用い
て， vegetation type やその変化ルールを調整し，欧州（オーストリア，ポルトガル，スペ
イン）の 3 河川 65)やアジア（韓国）66)の河川にも適用されている．特に，欧州における適用
例では，将来の気候変動を考慮した予測を行い，特定の植物種群の絶滅等のおそれを検討し
ている． 
 
 
 
 
 
図 2.6 CASiMiR-vegetation の遷移・更新パターン 47) 
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図 2.7 CASiMiR-vegetation の予測結果 47) 
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2.2.3 我が国における植生動態に関連した研究 
(1) 植生動態に関連した主要な研究 
日本における植生動態に関連した研究は，いくつか実施されているが，今後の保全対策
等に関わるものとして，大きく 2 つに分類される．1 つは，①樹林地拡大の実態把握に関
する研究，そして，②河川依存種に関する保全生態学的研究や外来種の防除等に関する研
究である． 
 
(2) 樹林地拡大の実態把握に関する研究 
1) 樹林地の拡大状況 
大石ら 67)は，全国 7 河川（猪名川，菊池川，九頭竜川，手取川，大井川，天神川，木曽
川）において，空中写真判読を用いて，樹林地の面積変化を把握している．対象区間は，
河川ごとに 1.4km～14km 程度を設定し，対象区間の平均河床勾配は，1/170～1/2930 で
ある．対象範囲の全地被面積に占める各地被状態（無植生地，樹林地，草地，人工地）が
占める面積割を図 2.8 のとおり示されている．これによると，樹林地については，1990
年以前は分布の中央値が横ばいであるが，1991 年～2002 年には大幅に増加している．草
地については，中央値は徐々に増加傾向にあることがわかる． 
楯ら 68)は，高水敷における樹林地面積割合の長期的な経年変化を把握している．調査は，
国が管理する直轄管理区間のある 1 級河川（111 水系）のうち，1960 年代からのデータ
が揃っている 31 水系を対象としている．対象水系の直轄管理区間の空中写真および河川
水辺の国勢調査（国土交通省）（以下，「水国という」）の植生図を用いて，樹林地の面積
割合を把握している．これによると，調査対象とした 31 水系の高水敷に占める樹林地面
積割合は，第Ⅱ期（1975 年～1989 年）までは横ばいであるが，第Ⅲ期（1990 年～1995
年）にはその割合が高くなり，以降高い割合で維持されていることがわかる（図 2.9）． 
これらを踏まえると，我が国では，全国的に 1990 年頃には，樹林化が既に進行してい
たと考えられる． 
 
2) 樹林化の主要な樹種 
佐貫ら 69)は，全国 109 水系の 1999 年から 2008 年の水国を対象に，果樹園等の耕作地
を除く樹林地面積を集計している．集計結果から，樹林化の主な構成樹種は，ヤナギ類（ヤ
ナギ高木林＋ヤナギ低木林），ハリエンジュ，タケ・ササ類（マダケ林とメダケ林）の 3
種類であることが示されている．また，構成樹種の地域分布では，ヤナギ類が北海道で多
く，四国および九州で少ないこと，ハリエンジュは東北から中部にかけて確認され，タケ・
ササ類は，四国および九州で多くなることが明らかにされている． 
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図 2.8 大石ら 67)による全国 7 河川（猪名川，菊池川，九頭竜川，手取川，大井川，天神川，
木曽川）における各地被状態（無植生地，樹林地，草地，人工地）の面積割合の経年変化 
 
 
図 2.9 全国 31 水系の樹林地面積の経年変化（楯ら 68)を基に作成） 
 
 
図 2.10 佐貫ら 69)による全国 109 水系における樹林面積の割合 
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(3) 河川依存種に関する保全生態学的研究や外来種の防除等に関する研究 
保全生態学研究の代表例として，カワラノギク（Aster kantoensis）に代表される河原的
環境依存の植物に関する研究が挙げられる 70)．河原的環境依存の植物に関する研究は，そ
れらの生育適地が成立する要因の分析が活発に行われ，河原的環境依存の植物の生育場保
全・個体群の再生事業までが行われる等，河川に依存する種の保全・再生に関する先導的
な研究である． 
また，第 1 章で指摘したように，外来性の植物による在来植物に対する影響は，生物多
様性の危機を引き起こし，アレチウリ（Sicyos angulatus）の生育適地や個体群拡大のメカ
ニズム，防除に関する研究等が行われている 71)． 
 
 
2.3 既存研究からの研究発展の必要性と植生動態や樹林化に関する概念・用語の
整理 
2.3.1 研究発展が望まれる領域の整理 
これまでに示した研究の流れを整理すると，図 2.11 のとおりである．特徴的な点として，
海外と日本では，既往研究の系譜は異なる傾向がある点である． 
海外の既往研究においては，植生動態の機構解明・モデル化，ダムの建設や発電等に伴う
流量変動の変化が植生動態に与える影響評価等の研究など，初期遷移から樹林地拡大までの
一連の植生動態そのものに着目した研究が多い特徴がある． 
 
 
図 2.11 国内外の植生動態モデルに関する研究の経緯 
植物群落と物理環境（比高や河床材料）との関係
性整理(石川1988，辻本ら1993)
砂州域
を対象
 遷移段階別に植物群落を類型化・表層土層厚と比
高の関係から遷移のシナリオを提示(李ら1999）
 植生図の経年比較により遷移の方向性を提示（小
寺ら1998）
種子散布，発芽，定着，成長，地被状態の形成か
らなる概念モデルを提示（島谷ら1997）
 遷移・更新過程を前提とした植生動態モデルを提
示(藤田ら2003)
 更新条件・更新後の樹木再成長 (田中ら2013，
八木澤ら2014)
更新・樹木侵入過程の進展
1次元から2次元へ発展
遷移を仮定した
動的なモデルへ
 河道内の樹木分布・生長モデル
(Pearlstine et al. 1985)
一般性の検証
 遷移段階別に植物群落を類型化・詳
細な遷移過程を表現した植生動態モ
デルを提示(Benjankar et al. 2011)
 他河川への展開，気候変動への対応
(Egger et al. 2012，García-Arias 
et al. 2013)
 少数の空間指標で遷移過
程を表現したモデルを提
示(Baptist et al. 2004)
植物群落の類型数・遷移過程の進展，
高水敷への拡張
 植物群落の面積比と比高や摩擦速度との関係を回
帰式でモデル化(岡部ら1997)
 比高などから植物群落を推定するモデルを提示
選好曲線の選好度で判別 岡部ら1999
対象域を1→3砂州に拡張 古東ら2002
植物の選好を確率
分布で表現
 樹林地の拡大を水文学的なアプローチで確率論的に
予測・評価（宮本ら2011）
流域を
対象
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一方，我が国の既往研究においては，樹林地拡大の現状評価，樹林地拡大により生じる治
水・環境面の河川管理上の問題，樹林地拡大の機構解明の流れで研究が行われることが多い．
これは，我が国では，樹林地拡大が，河川管理，特に，治水上の大きな課題となっているた
めと考えられる．以上の背景を反映し，既往研究では，砂州や流域スケールにおける研究が
多く，複数リーチからセグメントスケールを対象とした研究事例が乏しい（図 2.12）．河川
整備計画等において，予防保全的な植生管理を行うことを鑑みた場合，特定の砂州や流域で
はなく，セグメントスケールでの検討が必要となるため，当該スケールへの研究発展が必要
である． 
 
 
図 2.12 我が国の既往研究と空間スケールの対応関係の概念図 
 
  
岡部ら(1996, 1997)・
古東ら(2001) ，
田中ら(2010, 2014)・
八木澤ら(2014)，
浅枝ら(2014)
植物生態学的な研究
流域
セグメント
リーチ
（砂州）
複数リーチ
土砂水理学からみた
空間スケール
種 群系群落 群団 ・空間的不均質性の増大
・植物以外の要素の増大
植物社会学的階層
景観
便宜的置き換え
自然再生事業等において計画・
事業実施することが多い植生
河川管理で計画・事業実施
することが多いスケール
宮本ら(2011)
望まれる
研究領域
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2.3.2 植生動態と樹林化の用語の定義 
本研究では，植生動態と樹林化を以下のとおり定義して用いる． 
■植生動態 
河道内の植生が，遷移と更新を確率的に繰り返し，状態変化していくことを指す．こ
こで，遷移とは，安定した状態において，裸地，草地，樹林の順に方向性のある植生変
化をしていくことをいう．更新は，洪水によって遷移とは逆方向に植生が変化すること
をいう． 
■樹林化 
河道内の攪乱強度が低下することで，更新方向の植生変化が減少し，河道内の樹林地
が過度に拡大した状態を指す．治水面・環境面の河川管理上の問題が生じる可能性を有
する状態をいう． 
 
「樹林化」は，植生動態の終局的な過程と，その現象の発現により生じる問題に着目して
いる．これは，社会資産の多くが河川下流域に集中する故に，治水に社会的重点を置いた河
川管理を行う我が国の特徴とも考えられる．従って，本研究では，河道内の植生が変化する
ありさまを示す「植生動態」という用語を主に用いつつ，治水面・環境面の河川管理に言及
する時には，「樹林化」という用語も併用することとする． 
 
 
2.4 今後の植生動態の機構解明とモデル化に期待される取り組み 
2.4.1 対象スケールの植生動態の表現に適した新たな空間指標の導入 
既往研究は，機構解明とそのモデル化に主眼を置き研究資源も制約されるため，植生動態
の機構解明とモデル化が特定河川の特定区間に限定されている．また，着目される現象も土
砂移動と植生動態等，河川生態系管理では，配慮することが困難な微視的現象に着目される
ことが多い．学術的な理解としては十分とも考えらえるが，河川生態系管理を目指す場合に
は，より広域なスケールでの機構解明・モデル化等の取り組みが必要となる． 
しかし，広域スケールで，上述の詳細な機構解明・モデル化を行うことは極めて困難であ
る．例えば流域スケールで 2 次元河床変動計算などを行うことは，技術的・予算的にも大き
な困難を伴う．複雑な植生動態の主要部分を繊細に表現しつつ，一定の精度で簡便化を行う
必要がある．言い換えれば第 1 章で指摘したように，空間的階層性の特性を利用しながら，
対象スケールの植生動態の表現に適した新たな空間指標の導入が必要となる．  
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2.4.2 植生動態の確率的変動の考慮 
既往研究で対象とされる植生（植物種）は，樹林地拡大等に関連する植生に限定されてい
る．また，植生動態の機構解明についても，土砂水理学を中心とする研究分野では，土砂動
態・河床変動に関連する事象を対象とするものが多い．河床変動後，あるいは植生定着後の
生物種の種間競争については十分考慮されず，植生動態モデルへの取り込みも十分なされて
いないのが現状である． 
裸地を含めた河道内植生の動態は，基本的にゼロサムゲーム（総和ゼロ）となる．限られ
た植物の生育資源を競争により獲得し，各植物種の生育状態が決定されていく．土砂水理学
を中心とした工学的アプローチでは，土砂動態等の物理環境のみを支配的要因として捉え，
局所的な現象解明に特化する傾向があるが，実際には，土砂動態・河床変動後の有機物堆積，
光資源，水際・地下水面からの距離等で決定される土壌水分条件等の環境資源を，競合する
植物種間で競争し，生育が決定される．これらは，植物の生育資源，物理環境で決定される
生育地条件，植物種の選好性の関係性で記述でき，この関係は，物理生息場モデルの選好曲
線のような確率密度関数として評価できると考える．より広域的，長期的なスケールの植生
動態を記述する場合，これらの確率的過程を考慮した機構解明とモデル化が必要となる． 
 
2.4.3 植生動態を観測した長期データの活用 
「2.4.2 植生動態の確率的変動の考慮」と関連するが，植生動態の広域的および長期的な
変動の機構解明とモデル化を行うには，同一または類似した方法で観測された植生動態デー
タが必要となる．また，気候や河道特性の異なる河川で，植生管理を行うためには，全国の
河川で活用できるデータが必要となる．その可能性を持つ既存データとして「河川水辺の国
勢調査」が挙げられる．河川水辺の国勢調査は，1990 年（平成 2 年）よりほぼ統一された調
査手法で，植物群落・群落組成調査のデータが 5 年に 1 度で蓄積されている 72)． 
 
 
2.5 本研究で目指す植生動態モデルの機能概要 
上記のような植生動態モデルに関する既往研究の系譜と期待される取り組みを考慮し，本
研究では，以下の機能を持つ植生動態モデルを開発することを目的とする． 
機能 1：セグメントスケールの植生動態の表現に適した新たな空間指標の導入 
機能 2：植生動態の確率的変動の考慮 
機能 3：植生動態を観測した長期データ（河川水辺の国勢調査データ）の活用 
 
機能 1 により，既往研究では取り組まれることが少なかったセグメント～複数リーチの空
間スケールに対応する研究を行うことができる．第 4 章で詳述するが，現状の土砂水理学で
は，植物群落の生育を規定する微細な河道内地形変化をセグメントスケールで再現するまで，
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数値シミュレーション技術が発展していない．何らかの河道内地形再現のための簡略化が必
要となるが，機能 1 はその課題解決に大きな可能性を持つと考えられる． 
我が国では，河川管理上の要請から土砂水理学（工学）の研究者が携わることが多いため，
物理環境変化が植生動態に与える影響評価の研究が多くなる傾向がある．植生動態は，大き
くは物理環境変化に規定され，さらに微細な環境勾配と生物間相互作用が詳細な植生動態を
規定する．従って，これらの要素を取り込んだ機構解明とモデル化が必要であり，機能 2 と
位置づける． 
植生動態は，流量変動の不確実性，生物間相互作用等の確率的変動の影響を受け複雑な挙
動をする．機能 3 により，植生動態の長期トレンドを把握しつつ，瞬時値的な植生動態の影
響を取り除くことが可能となる． 
第3章以降では，これらの機能を持つ植生動態モデルを開発するのに適した河川を選定し，
機能 1 に関連する機能を第 4 章において開発し，機能 2 に関連する機能を第 5 章において開
発する．またこれらの検討は，機能 3 に示されるデータ（河川水辺の国勢調査データ）を用
いて行う． 
 
 
2.6 結語 
本章では，植生管理の重要性と植生動態モデルの必要性を，河川法等を参考にしながら整
理するとともに，国内と海外の植生動態の機構解明とモデル化に関する既往研究成果を整理
した．その結果，国内では 2000 年前後から河川植生動態の特徴である出水による攪乱が減少
し，植生更新が生じなくなる「樹林化」現象が指摘し始められ，その動態を記述する概念モ
デルが提唱されていることを整理した．これらの研究に前後して，植生動態に関する研究が
活発に行われ，河川管理実務上の要請として，①樹林地拡大を引き起こす機構を既存データ・
現地調査を通して分析する研究，そして，②樹林地拡大の機構解明とモデル化をより高度化
させる研究が行われている系譜を整理した．海外の既往研究では，日本の研究系譜と類似し
た系譜を辿るが，その開始は 1980 年代後半には，モデル化まで着手され，現在においては気
候変動モデルへの展開が行われる等，我が国よりも先行していることを確認した． 
我が国の今後の社会的要請を考慮すると，既往研究の成果に加え，①対象スケールの植生
動態の表現に適した新たな空間指標の導入，②植生動態の確率的変動の考慮，③植生動態を
観測した長期データの活用，以上3点を植生動態モデルに取り込む必要があることを整理し，
本研究で開発する植生動態モデルの機能について必要事項を整理した． 
 
 
第 3 章 調査地の選定とそれらの概要 
21 
 
第3章 調査地の選定とそれらの概要 
3.1 調査地の選定方法 
3.1.1 河川植生を規定する要因とその階層構造 
我々が観察できる植生は，空間の環境傾度に沿って異なる．また，同じ場所であっても，
時間変化に伴い，植生は変化していく．前者が空間的な棲み分け，後者が遷移に該当する 73)．
空間的な棲み分けは，空間の環境に差異があることに起因する．伊藤 74)は，植生を規定する
環境要因として，気候的要因，地形的要因，土地的要因，生物的要因の 5 つを挙げている．
そのうち，河川に生育する植物群落は，主に気候的要因と土地的要因について影響を受ける
75)．これらを整理すると，表 3.1 となる． 
また，一般的に，河川植生を規定する区分は，第 1 に気候区分，第 2 に河道特性が同じセ
グメント区分，第 3 に比高などが異なる横断方向の区分となる 76)．すなわち，河川植生は，
大きくは気候的要因により区分され，同じ気候に属する水系内であっても，縦断方向の河道
特性（セグメント区分）や横断方向の物理環境変化に応じて，土地的要因が異なり，出現す
る植生が規定される． 
気候と植生の関係については，植生地理学の分野において整理されている．気候と植生の
関係を把握する場合，熱帯降雨林や照葉樹林など気候ごとの極相群落（以下，「気候的極相群
落」という．）の分布を比較するとわかりやすい．これは，植物は，同じ気温や乾湿度，降水
の季節配分などの気候下において，長期間にわたって進化を続けた結果，共通の生活型をも
つという考え方に従っている 77)．気候的極相植物群落は，この生活型などによる植物の外形
（相観）で区分した植物群系で示される 78)．植物群系は，気候条件，立地条件下に発達し，
一定の相観をもつ植物群落の類型単位であり，階層的に整理される 79)80)． 
次に，河川の土地的要因は，主に表層土壌の環境条件（粒径や水分条件など）であり，河
川地形と降水現象など気候的要因に影響を受ける．さらに，気候的要因は，河川地形の形成
にも影響を与え，水系－セグメント－リーチスケールなどの階層で整理される 81)．  
 
 
表 3.1 河川植生を規定する主な要因（伊藤 74)，石川 75)を基に一部修正） 
要因 具体的内容 
気候的要因 気温・降水量・風・日照など 
土地的要因 表層土壌の粒径，栄養塩，水分条件など 
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以上を踏まえると，河川の植生の成立は，第 1 に気候に影響を受け，上位層の植物群系と，
土地的要因（物理環境）に規定される．また，植生とそれを規定する河川地形，物理環境は，
階層構造となり，あるスケールの植生を規定する物理環境は，該当するスケールの河川地形
に対応していると考えられる．これらの概念を整理したものを図 3.1，図 3.2 に示す． 
 
 
 
 
図 3.1 河川地形の階層構造（Frissell et al.81)，山本 76)を基に作成） 
 
 
 
図 3.2 植物群落を規定する主な要因 
 
  
流域スケール セグメントスケール 横断スケール
気候特性 河道形状，河道特性 表層土壌の粒径など
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3.1.2 河川植生の特徴 
頻繁に洪水が発生する河川生態系は，山地などと比較して，動的な環境の基に成立してい
る 82)．常に変動する動的な環境条件は，河川植生を多様なものにするが，植物には厳しい生
育環境でもある 75)．このような環境を反映し，河川はヤナギ類を除き草本が多く 49)，河川に
特有な植生としては，表 3.2 に示すものが挙げられる． 
河川は，山地などと比較して，草本が多いという特徴をもつが，近年は樹林化が進行する
21)．佐貫ら 69)が実施した 1999 年から 2008 年の河川水辺の国勢調査（国土交通省）の樹林地
面積の集計によると，主な樹林化の樹種は，ヤナギ類（ヤナギ高木林，ヤナギ低木林），落葉
広葉樹林（オニグルミ林，ムクノキ－エノキ林），ハリエンジュに分類された．ヤナギ類は，
全国の河川で確認されているが，落葉広葉樹林は，オニグルミ林が東北～北陸，ムクノキ－
エノキ林は関東～九州に棲み分けがみられた．ハリエンジュ林は東北～中部を主な生育分布
としていた（図 3.3）．なお，タケ類は，河川水辺の国勢調査では植林地として位置づけられ
ており，人為的な作用が大きいため除外して考えた． 
 
 
表 3.2 河川に特有な植生（石川 75)を基に一部加筆） 
河川に特有な植生 特徴 
木本（ヤナギ類） 先駆樹種として裸地に侵入・定着できる．損傷時に萌芽枝を出す．土
砂埋没時に不定根を出す．種によって立地環境が異なる． 
イネ科多年生草本（ツル
ヨシ，ヨシ，オギなど） 
地上茎や地下茎を有する．ツルヨシは地上茎をもち，河原など攪乱の
程度が大きい箇所に，ヨシとオギは地下茎をもち，細粒土砂が堆積す
る箇所に生育する． 
多年生広葉草本（カワラ
ハハコ，カワラヨモギ，
ヨモギなど） 
土壌に保水能力がなく乾燥しやすい砂礫堆に生育する．ツルヨシなど
と比べると土壌緊縛力が小さいので，破壊作用が激しい場所にはあま
り成育しない． 
1 年生草本（オオイヌタ
デ，ヤナギタデ，マルバ
ヤハズソウなど） 
ヤナギ類と同様に先駆種として遷移の初期段階で侵入する．春に発芽
し，夏から秋にかけて結実後，冬に枯死するため，種子で個体群を維
持している．種によって侵入できる比高は異なる． 
 
 
図 3.3 佐貫ら 69)による全国 109 水系における樹林面積の割合 
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3.1.3 調査地の選定方法 
調査地の選定にあたっては，植物群落の空間的な棲み分けを規定する環境要因（気候的要
因と土地的要因）を考慮して，図 3.4 の手順に従って選定した． 
 
 
 
 
図 3.4 調査地の選定手順 
 
 
 
 
  
気候区分と植生分布から対象河川を選定 
対象河川から，代表的なセグメント区分を抽出 
流量データが得られる区間を調査地として選定 
河川植生の特徴等から調査地選定の妥当性を検証 
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3.2 我が国の気候分布と植生分布 
3.2.1 我が国の気候分布 
中村ら 6)は，吉良 84)が提案した「暖かさの指数※1」から分類される気候区分と，鈴木 85)が
提案した降雪量から区分した気候区分，さらに気温の年較差※2から区分した気候区分を基に，
日本の気候を分類している． 
これらの区分に従うと，我が国は，東側から西側にかけて冷温帯から温暖帯に大きく分類
され，北海道の東部が亜寒帯，沖縄県周辺が亜熱帯に区分される．降雪量の多い地域は，本
州の日本海側に多く分布している． 
 
※1暖かさの指数：月平均気温が 5℃以上の月について，月平均気温-5℃の値を合計した値（吉
良 84)）．この値が，180 以上の地域を亜熱帯，85～180 の地域を暖温帯，45～85 の地域を
冷温帯，45 以下の地域を亜寒帯となる． 
※2年較差：一定の場所で 1 年間に観測された最高気温と最低気温の差． 
 
 
図 3.5 中村ら 6)による日本の気候区分 
暖かさの指数 84)により，亜熱帯，暖温帯，冷温帯，亜寒帯の 4 つに区分した後，冬の多雪域（スノ
ーベルト）と少雪域（サンベルト）で区分し，サンベルトをさらに，気温の年較差から内陸気候区
と瀬戸内気候区を設定している． 
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3.2.2 我が国の植生分布 
(1) 植物群系 
植物社会学的な植生単位は，種組成から抽出される群落固有の標徴種に規定されるの対し
て 78)，植物群系は，植物群を相観で区分した経験的に得られたタイプであり唯一の区分と
いうものはない．ここでは，シュミットヒューゼン 80)による植物群系の一覧を表 3.3 に示
す．実際には，第 2 階層からさらに下位層に区分される． 
 
表 3.3 植物群系の一例 
第 1 階層 第 2 階層 
Ⅰ．森林 常緑降雨林 
  常緑硬葉樹林と針葉樹林 
  落葉樹林 
  極端な乾生林 
Ⅱ．低木群系 常緑低木群系 
  極端な乾生低木群系 
  落葉低木群系 
Ⅲ．サバンナとステップ サバンナ 
  温暖のステップ 
Ⅳ．草原と広葉草原 草原と類緑群系 
  ヨシと広葉草原 
Ⅴ．矮生低木と半低木群系 半砂漠 
  岩上－および硬質団塊植物群系 
  ガリー，ハイデおよびツンドラ 
  高層湿原 
Ⅵ．1 年生植物群系   
Ⅶ．砂漠   
Ⅷ．水辺植物群系   
Ⅸ．海の植物群系   
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(2) 我が国の気候的極相群落の分布 
我が国における気候的極相群落は，水平的には気候帯（暖温帯，冷温帯，亜寒帯など）に
より，垂直的には植生帯（低地帯，山地帯，亜高山帯，高山帯）により区分される．冷温
帯および暖温帯の範囲（図 3.5）と概ね重なるように，それぞれ夏緑樹林，照葉樹林が分布
する（図 3.6）86)． 
夏緑樹林は，冷温帯にみられる落葉広葉樹林であり，表 3.3 の森林－落葉広葉樹林の下
位層に該当する．雨季と乾季をもつ熱帯の落葉広葉樹林（雨緑樹林）が，乾燥によって落
葉するのに対して，夏緑樹林は，冬季の寒さによって落葉する．我が国の夏緑樹林は，植
物社会学的にはブナクラスに該当する． 
照葉樹林は，亜熱帯から暖温帯にみられる常緑広葉樹林であり，表 3.3 の森林－常緑硬
葉樹林と針葉樹林の下位層に該当する．常緑広葉樹林とも言われ，落葉しない広葉樹林で
ある．我が国の照葉樹林は，植物社会学的にはヤブツバキクラスに該当する． 
 
 
図 3.6 日本の植生分布 86) 
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3.3 我が国のセグメント区分の分類 
山本 76)は，我が国の河川を，セグメント M～セグメント 3 までの 4 つに区分している．こ
れらのセグメントでは，類似した河道特性を示し，河床勾配，河床材料，砂州の配置などが
類似する．その中でも，直轄管理区間の多くを占めるセグメント 2 の河道は，自然堤防帯と
言われ，河道は蛇行し，河道側方には氾濫原が広がる 87)．セグメント 2 は，さらに 2 つに分
類され，河川水辺の国勢調査（国土交通省）の最新データを用いた植物群落の出現数はセグ
メント 2-1 で最も多い 88)． 
 
表 3.4 セグメント区分とその特徴 
 
山本 76)，阿部 88)，末次 89)を基に作成 
 
  
2-1 2-2
さまざま 2㎝以上
3cm～
1cm
1cm～
0.3mm
0.3mm以下
河床河岸に岩が出ている
ことが多い．
表層に砂，シルトが乗る
ことがあるが薄く，河床材
料と同一物質が占める．
シルト・粘土
さまざま 1/60～1/400 1/5000～水平
・河岸の侵食は激しい
・河道の蛇行は様々
・河岸の侵食は激しい
・河道の曲がりは少ない
・洪水中の河床洗掘は埋
め戻される
・河岸はあまり侵食され
ない
・蛇行は大きい場合と小
さい場合がある
・洪水ピーク後の埋戻し
は顕著ではない
平均区間
延長距離
13.09km 12.35km 20.07km 16.11km 12.33km
平均高水
敷幅
0.08km 0.19km 0.22km 0.22km 0.16km
平均群落
数
21.7 27.9 32.5 28.8 22.4
・山地部と連続した植生
帯がみられる
・河原系植物がみられる
・ハリエンジュによるが樹
林化が多くみられる
・海浜性や塩沼性の植物
群落がみられる
セグメント3セグメント1
河道内植生
の特徴
全国
109
水系
直轄
管理
区間
セグメントM
1/400～1/5000
下層は河床材料とと同一，
細砂，シルト，粘土の混合
物．
セグメント
地形区分
河床材料の
代表粒径dR
河岸構成物質
勾配の目安
セグメント毎の特
徴
・河岸侵食は中程度
・砂河川では側方侵食速度
よりも河床侵食速度が速い
・蛇行は著しい
・洪水中の河床洗掘は埋め
戻される
・ヤナギ類による樹林化が多
くみられる
セグメント2
山間地 扇状地
谷底平野
自然堤防帯
デルタ
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3.4 調査地の選定とそれらの概要 
3.4.1 調査地の選定 
対象河川は，我が国を代表する気候区分・植生区分である冷温帯－夏緑樹林と温暖帯－照
葉樹林から抽出した．さらに，冷温帯には，積雪量の多いスノーベルトと積雪量の少ないサ
ンベルトがあるため，それぞれから河川を抽出した（図 3.5，図 3.6）． 
本研究で対象とする区間は，直轄管理区間の延長が最も長く，出現する植物群落数も最も
多いセグメント 2-1 とした（表 3.4）．また，区間選定には，対象区間を同一流量で評価する
ため，近傍の流量観測所の存在，支川流入等の状況を考慮した． 
選定した対象河川および対象区間を表 3.5 と図 3.7 に示す． 
 
 
表 3.5 対象河川の選定結果 
対象河川 
（対象区間） 
米代川 
（10km～23km） 
千曲川 
（67km～82km） 
吉野川 
（15km～24km） 
気候帯 冷温帯 冷温帯 暖温帯 
積雪量 スノーベルト サンベルト サンベルト 
特徴 
融雪出水が周年的に観
測 
前線と台風による出水
以外は流況が安定 
台風による出水が卓越 
 
 
図 3.7 対象 3 河川の位置図 
吉野川 
千曲川 
（信濃川水系） 
米代川 
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3.4.2 調査地の概要 
米代川は，セグメント 2-1 区間のうち，河口から 10km～23km を対象区間とした．同区
間の上流には，二ツ井流量観測所がある．3 河川のうち，年積雪量が最も多く，年平均気温
が最も低く，年日照時間が最も少ない． 
千曲川は，セグメント 2-1 区間のうち，長野県境から 67km～82km を対象区間とした．
同区間の上流には，杭瀬下流量観測所がある．3 河川のうち，最も年降水量が少ない．  
吉野川は，セグメント 2-1 区間のうち，河口から 17km～24km を対象区間とした．同区
間の上流には，中央橋流量観測所がある．年降水量は，米代川と同じ程度であるが，3 河川
のうち，最も平均年最大流量が大きい．一方，年積雪量はほとんどない． 
 
 
図 3.8 調査地の概要 
 
 
 
  
第 3 章 調査地の選定とそれらの概要 
31 
 
3.5 調査地の妥当性の検証 
3.5.1 調査地に求められる要件 
調査地は，我が国の河川および河川植生の特徴を代表している必要があるため，調査地に
求められる要件を次のとおり整理した． 
【要件 1】融雪洪水，台風や前線による洪水パターンが含まれていること 
【要件 2】河川特有の植生である木本（ヤナギ類），イネ科多年生草本（ツルヨシ，ヨシ，
オギなど），多年生広葉草本（カワラハハコ，カワラヨモギ，ヨモギなど），1 年
生草本（オオイヌタデ，ヤナギタデ，マルバヤハズソウなど）が含まれているこ
と 
【要件 3】樹林化を代表する樹種であるヤナギ類，落葉広葉樹林（オニグルミ林又はムク
ノキ－エノキ林），ハリエンジュ林が含まれていること 
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3.5.2 要件に対する検証 
(1) 要件 1：出水パターンの検証 
対象河川別に，日流量を月別に集計した結果を図 3.9 に示す．米代川は，3 月～5 月に融
雪洪水によるピークが見られる．千曲川は，融雪洪水による 4 月と台風と前線による 7 月，
台風による 9 月～10 月に小さなピークがそれぞれみられる．吉野川は，台風と前線による
7 月と台風による 9 月にピークが見られる． 
 
 
(a)米代川 
 
(b)千曲川 
 
(c)吉野川 
 
図 3.9 月別の日流量 
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対象河川別に，年最大流量を整理した結果を図 3.10 に，年最大流量を平水流量で除した値
を整理した結果を図 3.11 に示す． 
米代川は，平水流量に対する年最大流量の割合が最も小さい．一方，吉野川は，平水流量
に対する年最大流量の割合が最も大きい．これは，平常時に対して，洪水時の攪乱強度が大
きいことを示す．千曲川は，これら 2 つの河川の中間的な位置づけにある． 
 
 
(a)米代川 
 
(a)米代川 
 
(b)千曲川 
 
(b)千曲川 
 
(c)吉野川 
 
(c)吉野川 
 
図 3.10 年最大流量 図 3.11 年最大流量の平水流量比 
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(2) 要件 2：河川特有の植生との対比 
対象 3 河川ともに，1 年生草本，イネ科多年生草本，広葉多年生草本，ヤナギ類は確認され
た．3 河川全てにおいて，確認された群落は，オオイヌタデ－オオクサキビ群落，ツルヨシ群
集，ヨシ群落，オギ群落，セリークサヨシ群集，ススキ群落，ヨモギーメドハギ群落であり，
これらは特に主要な植物群落と位置づけられる．  
 
(3) 要件 3：樹林化樹種との対比 
3 河川ともにヤナギ類の占める割合が高いが，特に米代川は高い．オニグルミ林・ムクノキ
－エノキ林は，3 河川ともに確認されるが，割合はいずれも低い．ハリエンジュ林は，吉野川
では確認されず，千曲川で最も確認された． 
 
表 3.6 河川特有の植生と対象 3 河川の関係 
 
 
表 3.7 調査地の植生別面積の経年変化 
 
面積の単位：ha，米代川：10～23km，千曲川：67～82km，吉野川：14～25km 
 
植生 群落 米代川 千曲川 吉野川
ｵｵｲﾇﾀﾃﾞ-ｵｵｸｻｷﾋﾞ群落 ● ● ●
ﾐｿﾞｿﾊﾞ群落 ● ●
ﾔﾅｷﾞﾀﾃﾞ群落 ● ●
ﾒﾏﾂﾖｲｸﾞｻ-ﾏﾙﾊﾞﾔﾊｽﾞｿｳ群落 ●
ﾂﾙﾖｼ群集 ● ● ●
ﾖｼ群落 ● ● ●
ｾｲﾀｶﾖｼ群落 ●
ｵｷﾞ群落 ● ● ●
ｾﾘ-ｸｻﾖｼ群集 ● ● ●
ｽｽｷ群落 ● ● ●
ﾖﾓｷﾞ-ﾒﾄﾞﾊｷﾞ群落 ● ● ●
ｶﾜﾗﾖﾓｷﾞ-ｶﾜﾗﾊﾊｺ群落 ● ●
ｵﾉｴﾔﾅｷﾞ群落 ● ●
ﾀﾁﾔﾅｷﾞ群集 ● ● ●
ｶﾜﾔﾅｷﾞ群落 ●
ｼﾛﾔﾅｷﾞ群集 ●
ｼﾞｬﾔﾅｷﾞ-ｱｶﾒﾔﾅｷﾞ群集 ● ●
ｺｺﾞﾒﾔﾅｷﾞ群集 ●
ﾖｼﾉﾔﾅｷﾞ群落 ●
1年生草本
イネ科多年生
草本
広葉多年生草
本
ヤナギ類
1999 2004 2009 1994 1999 2004 2008 2015 1995 2000 2005 2010
裸地
自然裸地 23.0 14.9 32.0 2.6 26.5 21.0 18.8 44.4 107.1 88.2 119.1 73.7
草地
1年生草本 2.8 1.9 8.0 26.5 4.2 1.0 4.0 2.5 0.0 2.4 6.6 1.8
イネ科多年生草本 61.3 49.4 79.6 111.9 109.8 113.4 95.9 92.8 60.1 21.5 34.0 26.3
広葉多年生草本 0.0 3.2 0.4 7.2 2.9 1.0 8.1 5.7 5.7 0.3 24.5 17.8
その他の草本 1.5 26.9 29.9 41.3 45.5 86.8 134.8 104.8 71.6 115.1 117.1 144.6
樹林
ヤナギ類 107.8 114.2 83.6 26.5 33.8 39.9 20.7 29.0 41.2 49.4 27.8 29.2
オニグルミ林・
ムクノキ－エノキ林
0.7 3.9 6.4 0.4 0.7 2.2 0.0 2.9 0.8 1.2 1.3 1.1
ハリエンジュ林 0.6 0.7 0.7 2.5 6.5 13.0 14.0 14.7 0.0 0.0 0.0 0.0
その他の樹林 12.4 29.3 18.8 0.0 0.2 0.1 0.1 2.4 1.2 0.2 5.4 18.3
米代川 千曲川 吉野川
植生
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3.6 結語 
本章では，本研究に関わる調査地の選定とその概要，妥当性の検証を行った． 
河川の植生が規定される要因として，気候的要因と土地的要因を挙げ，その階層構造を明
らかにした．規定要因である気候区分から対象河川（米代川，千曲川，吉野川）を選定した．
セグメント区分ごとに土地的要因が大きく変化し，出現する植物群落も異なるため，調査地
は，セグメント 2-1 の区間とした．セグメント 2-1 を対象とした理由は，直轄管理区間の中で
最も延長が長く，出現する植物群落数も多いことによる．区間の選定においては，流量デー
タの把握しやすさも考慮した． 
選定した調査地は，我が国の主な出水パターン，河川植生の特徴，樹林化現象について整
合性が図られているかを検証した．検証の結果，対象 3 河川の調査地は，我が国の主たる洪
水の要因である融雪，台風，梅雨前線による出水パターンを表現していた．また，河川に特
有な植生を有し，主な樹林化樹種を含んでおり，これらの整合性に関する妥当性は問題ない
と判断された．  
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第4章 空間的階層性を考慮した新たな空間指標         
「群落クラスタ」の開発 
4.1 序論 
植物群落は，立地する場の生態的特性を表し 35)，植物の多様性の評価など環境面の評価に
適するが 37)，成立を規定する微細な環境条件（例えば，表層土壌の細粒土層厚など）を，現
在の土砂水理学で精緻に予測することは難しい．一方，従来，土砂水理学等で用いられる裸
地，草地，樹林といった景観（以下，「景観」という）は，容易に識別ができ，河川管理者で
も扱いやすいという利点をもつが，生態的な情報に乏しい．これらを踏まえると，植物群落
と景観の中間的な空間スケール（以下，単に「中間スケール」という）に，植生動態の解析
に適した空間指標があると考えられる（図 4.1）．本章では，中間スケールで表現される植生
動態解析に適した新たな空間指標を開発し，その特性を明らかにすることを目的とする． 
本章で開発する新たな空間指標は，植物群落を類型化したものであり，「群落クラスタ」
（PCC：Plant Community Cluster）と呼ぶ．植生動態に関する既往研究では，植物群落 44)45)
や景観 40)を空間指標とする場合が多く，前者は，特定の砂州など局所的な範囲を対象とする
研究事例にみられる．そのような場合，植物群落は限定され，植物群落と景観はほぼ同値と
なる．従って，多様な植物群落による複雑な遷移過程を前提とする必要がない．一方，中間
スケールの空間指標を用いた植生動態モデルは，多摩川を対象とした藤田ら 46)の研究や，米
国 の Kootenai 川 を 対 象 に 開 発 さ れ ， イ ン タ ー ネ ッ ト で も 公 開 さ れ て い る
CASiMiR-vegetation47)90)が挙げられる．両モデルの空間指標は，植物群落を類型化したもの
となっており，植生遷移を表現したモデルを提案している．藤田ら 46)の研究は，主に攪乱域
への草本や樹林の侵入を対象とするため，空間指標の凡例は 3 タイプに留まる．一方，
CASiMiR-vegetation では，植物群落を，遷移段階別に計 11 タイプに統合し，水際部から高
水敷も含めた複雑な植生遷移を表現する．本研究では，高水敷を含めた範囲を対象とするた 
 
 
図 4.1 群落クラスタの空間的位置付け 
 
      
草地 樹林 裸地 
高水敷 砂州 低水敷 
            
広域 
詳細 
植物群落 
植物種 
  
地形 
景観 
スケール 景観区分 
主に河川
工学で扱
う分野 
主に生物
学で扱う
分野 
中間的な 
空間単位 
群落クラスタ 
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め，CASiMiR-vegetation と類似する数や質の空間指標の開発を目標とする．ただし，
CASiMiR-vegetation が現地調査結果や既往文献の知見に基づき，vegetation type を設定し
ているのに対して，本研究では，既存の河川水辺の国勢調査 83)（以下，「水国」という）の植
生調査を用いることとしている．水国の植生調査を用いる理由は，全国 109 水系の直轄管理
区間において，1990 年頃より概ね 5 年間隔でデータが整備されていることによる． 
以上を踏まえ，4.2 節において，群落クラスタを導入する目的や求める要件等を概説する．
4.3 節では，実河川において群落クラスタの開発を行い，第 5 章で開発する植生動態モデルに
向けて必要な機能である，植物群落の遷移過程の簡略化について検証する．群落クラスタの
開発は，3 河川のうち最も植物群落数の少ない米代川で行った．4.4 節では，米代川で開発し
た群落クラスタ作成手法を河道特性の異なる千曲川に適用し，本手法の一般性を確認する．
さらに，千曲川において現地調査を実施し，群落クラスタの実用性を検証する．実用性の検
証は，「群落クラスタは，(i)景観のように人が認識できる空間指標であるか，(ii)植物の成立に
影響を及ぼす表層土壌材料 52)91)92)93)と関係性があるか」を明らかにすることで評価する．4.5
節では，群落クラスタを，対象 3 河川（米代川，千曲川，吉野川）に適用し，群落クラスタ
の比較検討から，河道特性と群落クラスタの関係を考察する．その際に，分析者の主観や経
験に依存していた植物群落の類型レベルの定量化手法を併せて検討する． 
 
 
4.2 群落クラスタの概要 
4.2.1 群落クラスタ導入の目的 
本研究で提案する群落クラスタを導入する目的は，以下の 2 点である． 
目的 1：植物群落と物理環境に連関した空間指標の導入 
目的 2：主要な遷移系列の抽出と遷移過程の簡略化 
 
(1) 目的１の背景と対応方法 
従来の河川管理で用いられる景観では，同じ草地でも異なる環境に生育する草本群落が
混在する．このような状況では，植物群落の有する生物学的情報を反映しても，情報のば
らつきが大きくなり，種の多様性管理や環境特性に基づく分析などに用いることが難しい
94)．一方，植物群落と物理環境の関係をみると，現在の土砂水理学の技術で予測し得る物
理環境では，説明力が十分ではなく，植物群落間で分布範囲が重複することが想定される．
これは，一定の物理環境が与えられても，決定論的に成立する植物群落が規定されず．同
一な物理環境に複数の植物群落が成立し得ることを意味する．そこで，植物群落との連関
性を担保しつつ，物理環境との連関性が高くなるように，物理環境を用いて，植物群落を
統合した新たな空間指標を開発する．  
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(2) 目的２の背景と対応方法 
植物群落は，同じ物理環境下でも，時間的変化に伴い極相に向かう遷移を生じる 95)．従
って，植物群落の成立には，物理環境のみならず，遷移前の植物群落が，次の遷移に影響
するという状態の順位性，すなわち遷移過程が重要となる．ただし，植物群落の遷移過程
は複雑であり，数理モデルで表現するためには，簡略化した方が望ましい（図 4.2）．しか
し，簡略化は，生物学的な情報を損失させるおそれがある．例えば，主要な群落の遷移過
程のみ抽出した場合，その系列に含まれない種は，予測不可能となる．そこで，群落クラ
スタを用いて遷移過程を簡略化し，簡略化された系列の妥当性を検証する． 
 
4.2.2 群落クラスタの設定に用いる物理環境 
多くの植物は，生活に必要な資源として，光，水，二酸化炭素，窒素やリンなどの栄養塩
を利用する 96)．このうち，光，水，栄養塩を植物の生育を規定する化学的要因として位置付
けた．また，河道内は，洪水による攪乱の影響を受け，他種との種間競争によって植物の立
地が決定される．これらを模式図にしたものが図 4.3 である．化学的要因は直接観察や計測
することが難しいため，これらと関係が深いと考えた平水位からの比高，水際からの距離と，
洪水による攪乱強度を示す洪水時の掃流力を，群落クラスタを設定するための物理環境指標
とした．なお，光合成に影響を及ぼすと考える種間競争は，ここでは考慮していない．  
 
 
図 4.2 群落クラスタによる遷移過程の簡略化イメージ 
 
図 4.3 植物の生育を規定する要因 
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4.3 群落クラスタによる遷移過程の簡略化の検証 
4.3.1 研究の方法 
(1) 調査地の概要 
調査地は，米代川の河口から 10 ㎞～23 ㎞区間（セグメント 2-1，河床勾配 1/2,300～
1/1,800）とした．米代川では，水国により，平成 6 年，平成 11 年，平成 16 年，平成 21
年に植生図が作成され，平成 19 年 9 月に，戦後最大級であった昭和 47 年 7 月洪水に次ぐ
大出水が観測された（図 4.4）．本研究では，出水規模が異なる平成 11 年～平成 16 年，平
成 16 年～平成 21 年の 2 時期を分析の対象とした． 
 
(2) 群落クラスタの作成 
1) 空間データの作成 
GIS を用いて対象範囲をカバーする 5m×5m のメッシュデータを作成し，各メッシュ
に平成 11 年，平成 16 年，平成 21 年の植物群落と同期間の物理環境指標（比高，水際か
らの距離，掃流力）を格納した．植物群落は，調査年によって植物群落の凡例名が異な
る場合がある．そのような場合は，2 ヵ年にわたる植物群落の生育場所の一致性や種組成
などを勘案し，明らかに同一と思われる群落について，群落名の統一を行った． 
物理環境指標は，対象範囲内の DEM（数値標高モデル）を作成し，平面二次元流況解
析により求めた水理量を用いて算出した．DEM は，上下流の横断測量データを内挿補間
して作成した． 
 
 
図 4.4 米代川 二ツ井 年最大流量 
  
戦後 2 番目の
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比高と水際からの距離は，平水流量時の水位を基に計算した．掃流力は，最も影響が
あると推定した年（最大影響年）の年最大流量で計算した掃流力を用いた．最大影響年
の推定は，ある年の掃流力の影響は 10 年でゼロになると仮定し，過去 5 カ年の年最大流
量を 1/10 ずつ漸減させ，植生調査年時に最大となる年とした（図 4.5）．10 年とした理
由は，河川敷の植生の多くが数年程度の間隔で変動していること 11)，降水現象に影響を
及ぼす太陽黒点に 11 年の周期性があり，実河川の降水量に 20 年の周期性がみられ 97)，
出水の影響は最大でもその半周期と仮定したことによる．実際に，対象 3 河川の過去の
年最大流量の時系列データと比較しても，主要洪水は，10 年の中で 1 回は把握される状
況であった（図 4.6）．なお，掃流力は，現地調査から把握した表層土壌の粒度組成から
粒径(d)を 20 ㎜として無次元化した． 
 
図 4.5 経過年数を考慮した掃流力の設定 
 
図 4.6 対象 3 河川の年最大流量と 10 年間隔 
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2) 群落クラスタの区分 
群落クラスタの作成イメージを図 4.7 に示す．群落クラスタは，平成 16 年と平成 21
年の 2 時期のメッシュデータを統合し，草本群落（自然裸地含む）と木本群落（植林地
除く）に分類した後，それぞれについてクラスタ分析（Ward 法）により区分した．ただ
し，人為的な影響を除外するため，過去 5 カ年に河道掘削および樹木伐採が実施された
範囲は除外して解析を行った．クラスタ分析の説明変数は，群落別の物理環境指標とし
た．具体的には，メッシュデータに格納した物理環境指標を，群落ごとに集計し，25%
値，50%値，75%値を求め，それらを指標別に標準化し，説明変数として与えた．25%
値，50%値，75%値を与えた理由は，各群落が立地する生育条件には幅があり，生育条
件の代表値とその幅の目安を示すためである． 
クラスタ分析の結果から，植物群落およびそれらを結合したクラスタ間の結合距離が
小さいものから順次統合し，結合した植物群落間の生態的特性が類似していると考えら
れるレベルで，群落クラスタの分割値を設定した．区分した群落クラスタは，立地環境
や優占する植物群落名に関連した名前を付けた． 
 
3) 遷移過程分析 
遷移過程は，調査年の異なる 2 ヵ年の植生図を比較し，遷移前の群落クラスタごとに，
遷移後の群落クラスタに変化するメッシュ数の割合を算出して分析した（式 4.1）． 
𝑅𝐵Ⅱ𝐴Ⅰ =
𝑁𝐵Ⅱ𝐴Ⅰ
𝑁𝐴Ⅰ
                                                                                             (式 4.1) 
RBⅡAⅠ：群落クラスタ A から B への変化割合 
NAⅠ  ：遷移前の群落クラスタ A のメッシュ数 
NBⅡAⅠ：遷移前が群落クラスタ A，かつ遷移後が群落クラスタ B であったメッシュ数 
具体的には，平成 11 年～平成 16 年と平成 16 年～平成 21 年の 2 時期を対象に，5m
×5m のメッシュデータに格納した群落クラスタを用いて，同一メッシュの群落クラスタ
を比較した．比較には，クロス集計を用いて，式 4.1 で得られた変化割合が 10%以上と
なる系列を抽出した．植物群落による遷移過程と比較するため，植物群落を対象に同様
の解析を実施した． 
 
 
 
図 4.7 群落クラスタの作成イメージ 
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4.3.2 結果 
(1) 群落クラスタの区分 
1) 自然裸地と草本群落の群落クラスタ 
クラスタ分析の結果，自然裸地を含む 18 個の草本群落を 8 個の群落クラスタに統合し
た（図 4.8a）．区分するレベル（図 4.8a の横軸）をさらに大きくし，低水路など比高が
低い「攪乱域」，低水路から高水敷にかけたより比高の高い「安定域」，水際より遠い「陸
域」に区分した． 
攪乱域は，裸地，湿性，乾性環境を好むタイプに整理できたため，それぞれ裸地草地，
水際湿性草地，水際乾性草地とした．安定域は，攪乱後に出現しやすい一年生草本が優
占するグループ，やや比高の低くヨシ群落が優占するグループ，やや比高が高くオギ群
落が優占するグループ，堤防など比高が非常に高い箇所に生育するグループに分類し，
それぞれ攪乱性草地，ヨシ系草地，オギ系草地，堤防草地とした．陸域は 1 つしか区分
されず，陸性草地とした． 
 
2) 木本群落の群落クラスタ 
クラスタ分析の結果，7 個の木本群落を 3 個の群落クラスタに統合した（図 4.8b）．草
本群落と同様に，区分するレベル（図 4.8b の横軸）をさらに大きくし，攪乱域，安定域，
陸域に区分した．攪乱域はヤナギ類，安定域と陸域は，落葉広葉樹林で構成され，攪乱
域のグループをヤナギ林，安定域のグループを河畔林，陸域のグループを陸性樹林とし
た． 
 
(a)自然裸地と草本群落 
 
(b)木本群落 
 
図 4.8 クラスタ分析結果 
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3) 群落クラスタの分布範囲 
群落クラスタ別に比高，水際からの距離，無次元掃流力を集計し，その 25%値～75%
値の範囲を示したものが図 4.9，図 4.10 である．群落クラスタは，草本群落と木本群落
別に，比高と水際からの距離，無次元掃流力に応じて，区分されていた．  
 
 
図 4.9 群落クラスタ「比高～水際距離」分布範囲（25%値～75%値） 
 
 
図 4.10 群落クラスタ「無次元掃流力～水際距離」分布範囲（25%値～75%値） 
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(2) 群落クラスタによる遷移過程分析 
1) 平成 11 年から平成 16 年にかけての遷移過程 
植物群落による 15 系列の遷移過程（他の植物群落への変化）は，8 系列に集約された（図 
4.11）．大規模な出水がなかった当期間は，類似した立地環境の群落クラスタ間で変化が生
じていた．攪乱域ではヤナギ林へ，安定域～陸域では陸性樹林に向かう遷移過程が確認さ
れた．オギ系草地は陸性樹林へ，ヨシ系草地はヤナギ林へ遷移していた． 
 
2) 平成 16 年から平成 21 年にかけての遷移過程 
植物群落による 35 系列の遷移過程（他の植物群落への変化）は，19 系列に集約された
（図 4.12）．大規模な出水のあった当期間は，植物群落および群落クラスタともに，陸域・
安定域から攪乱域への変化が見られた． 
 
 
図 4.11 植物群落および群落クラスタによる遷移過程（平成 11 年⇒平成 16 年） 
 
 
図 4.12 植物群落および群落クラスタによる遷移過程（平成 16 年⇒平成 21 年） 
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4.3.3 考察 
(1) 群落クラスタの有効性 
1) 植物群落の生態的特性との連関性 
ウキヤガラ－マコモ群落とミゾソバ群落は，河川水際やワンド・たまりなどの湿性的
な環境下で生育する 98)．これらの群落は，同じ群落クラスタに含まれた（図 4.8a）．木
本群落では，ヤナギ類が全て同じ群落クラスタに統合された（図 4.8b）．本研究で与え
た物理環境のうち，比高や水際からの距離は，生物学的な研究においても植物群落との
関係性が指摘されており，同じく既往研究で関係性が指摘される表層土壌の粒径も
52)91)92)93)，本研究で与えた掃流力と一定の関係があると考える．これらが，類似した生
態的特性を有する植物群落同士が統合された要因であり，本手法の一定の有効性を示せ
たと考える．  
ただし，本研究では，比高，水際からの距離，掃流力で植物群落の物理環境を説明し
ており，これらに該当しない環境条件が支配的な場合は，類似性が低い植物群落同士が
統合される可能性があると言える．例えば，オオイヌタデ－オオクサキビ群落とオオブ
タクサ群落が該当する（図 4.8a）．植物群落による遷移過程（図 4.12）から，洪水後の
裸地部に侵入したオオイヌタデ－オオクサキビ群落の一部が，オオブタクサ群落に短期
的に置き換わったと推察できる．これは，両群落が，空間的な棲み分けではなく，時間
的な棲み分けが行われていると考えられ，このような一過性の植物群落とそうではない
植物群落の区分は，現在の手法では十分ではないと考える． 
 
2) 物理環境との連関性 
図 4.13 は，図 4.9 と同じ方法を用いて，植物群落と群落クラスタの分布範囲を示した 
 
 
図 4.13 植物群落と群落クラスタの分布範囲（25%値～75%値） 
草本群落 木本群落
植物群落
群落クラスタ
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ものである．図 4.13 では，植物群落ごとの分布範囲が広く重複している．これは，植物
群落の生育条件は，本研究で設定した物理環境では，十分説明できないことを意味する．
本研究で与えた物理環境指標は，現在の土砂水理学の技術で一般的に予測可能な指標を
設定した．本研究で対象としたスケールを想定した場合，土砂水理学で予測し得る物理
環境から，植物群落の動態予測を行うことは難しいことを示唆すると考える．一方，群
落クラスタは，類似する物理環境を有する植物群落を統合するため，群落クラスタと物
理環境の連関性が高くなっている．ただし，攪乱性草地については，他の群落クラスタ
と異なり，広い範囲に生育地が分布していた（図 4.8，図 4.9）．これは出水による攪乱
に乗じて生育する植物群落の生育地が広いためと思われ，このような群落クラスタにつ
いては，連関性が低くなることがわかった． 
 
(2) 群落クラスタによる遷移過程の簡略化 
群落クラスタを導入することで，植物群落の遷移過程が，平成 11 年から平成 16 年では，
15 系列から 8 系列に（図 4.11），平成 16 年から平成 21 年では，35 系列から 19 系列に（図 
4.12）減少した．2 時期のヤナギ類への変化や，平成 16 年から平成 21 年のオギ群落への
変化など主要な遷移過程は，群落クラスタを用いても正しく表現されたと考える（図 4.11，
図 4.12）．なお，平成 16 年から平成 21 年の水域から裸地草地への遷移過程のように，群
落クラスタのみで抽出された系列もあった（図 4.12）．これは，分析期間よりも実際の遷
移が短期間で生じ，植物群落のスケールでは抽出されなかったためと考える． 
次に，系列が減少した要因を整理すると，①同一群落クラスタ内への遷移，②群落クラ
スタ統合による系列の集約，③群落クラスタ統合による系列の消失であった（図 4.14）．3
つの要因のうち，①と②では，遷移系列としては，他の系列や群落クラスタ内に統合され
るため，情報は消失していない．遷移系列の情報が消失するのは，③である．③は，対象
とする植物群落の面積が小さく，面積が大きい他の植物群落と統合された場合に，相対的
に割合が小さくなることで発生する．各期間の遷移系列減少要因の内訳は，表 4.1 のとお 
 
 
 
図 4.14 群落クラスタ導入による遷移系列減少要因 
  
①同一群落クラスタ内の遷移
②群落クラスタによる系列集約
③群落クラスタによる系列消失
変化割合10%未満の系列
の面積が小さいため，群落クラスタ
統合後に系列が消失
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りである．2 時期で減少した計 24 の遷移系列のうち，③の要因に該当するのは，8 系列で
あった．該当する植物群落の遷移前の面積が，全体面積（解析対象の全植物群落の遷移前
面積）に占める割合は，最大で平成 16 年のオオヨモギ－オオイタドリ群落の 0.91％であっ
た．以上のとおり，群落クラスタ導入によって消失した遷移系列の情報は少なく，かつ遷
移過程の簡略化が出来たと考える． 
 
(3) 河川管理への適用 
1) 河川環境評価 
群落クラスタを導入することで，物理環境との連関性を高めることができ（図 4.9，
図 4.10），今回用いた物理環境指標は，河川管理の管理対象として活用できると考える．
例えば，既に 4 巡目を終了した河川水辺の国勢調査の植生図を用いて，群落クラスタの
変遷から，河川環境の変化を物理環境と関連して分析できると考える．また，過去の物
理環境を横断測量等から再現することで，過去の群落クラスタの分布状況を推定するこ
とも可能である．ただし，本研究では，河道掘削や樹木伐採を行った箇所は解析対象外
であり，これらの範囲については適用範囲外となる． 
 
2) 樹林化や種の多様性に配慮した植生管理 
ヤナギ林など樹林化の原因となる群落クラスタと競合する他の群落クラスタを把握す
ることで，樹林化抑制に効果的な植生管理が期待できる．また，植物群落の生物学的情
報を蓄積することで，群落クラスタの生物学的な評価が可能になると考える．ただし，
同じ植物群落でも調査地点間では異なる種組成など生物学的な情報を有するため，これ
らの適用限界を示すことが重要と考える． 
 
 
 
表 4.1 遷移系列減少パターンの内訳 
遷移系列減少要因 H11～H16 H16～H21 
①同一群落クラスタ遷移 2 8 
②群落クラスタによる系列集約 2 4 
③群落クラスタによる系列消失 3 5 
合計 7 17 
※H16 年～H21 年は，35 系列から 19 系列に集約されているが，群落クラスタによ
り 1 系列増えているため，実際には 17 系列が減少している． 
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3) 植生動態の予測 
本研究では，土砂水理学で予測可能な物理環境を用いて，植物群落を統合する群落ク
ラスタを提案した．これは，土砂水理学的なアプローチで物理環境の将来変化が予測で
きれば，応答する群落クラスタの変化を予測可能なことを示唆する．ただし，群落クラ
スタと物理環境との関係は，植物群落と比較して連関性が高くなったと考えるが，その
分布範囲は依然重複する（図 4.9，図 4.10）．従って，群落クラスタによる将来予測は，
確率論的なモデルになると考えられる．また，群落クラスタは，複雑な遷移過程から主
要な遷移系列を抽出した．群落クラスタが抽出した主要な遷移系列は，植生動態のトレ
ンドを示し，中長期的な植生動態の予測，戦略的な植生管理への発展が期待される．た
だし，本研究では米代川のみを対象としており，今後他河川への適用を行い，本手法の
汎用性について検証することが必要である． 
 
 
4.4 群落クラスタの実用性の検証 
4.4.1 研究の方法 
(1) 調査地の概要  
調査地は，米代川と河道特性の異なる千曲川（長野県境から 67 ㎞～82 ㎞の区間，セグ
メント 2-1，河床勾配 1/1060）を対象とした（図 4.15）．同区間は，群落クラスタを開発
した米代川と同じセグメント 2-1 である．  
対象区間内から，関崎橋付近（以下，「関崎地区」と記述する）と岩野橋付近（以下，「岩
野地区」と記述する）を，現地調査を行う検証サイトとして選定した（図 4.15）．関崎地
区は，67.5km 付近，河道幅約 500m，河床勾配 1/1,000，河床波形態は単列砂州，主に砂
礫で構成され，代表粒径(d50)は約 50mm である．岩野地区は，78km 付近，河道幅約 600m，
河床勾配 1/1,060，河床波形態は単列砂州，主に砂で構成され，代表粒径(d50)は約 40mm
である． 
 
(2) 千曲川における群落クラスタの作成 
群落クラスタは，「4.3 群落クラスタ」で実施した方法と同じとした．植物群落は，水
国の植生図（平成 6 年，平成 11 年，平成 16 年，平成 20 年，平成 25 年）を用いた．これ
らの植生図を対象に，群落名の統一と極小植物群落（5 時期を通した植物群落の累計面積が
0.25ha 未満）を除外した．  
現地調査前に，千曲川における群落クラスタの作成を行い，関崎地区・岩野地区で観察
された植物群落に適用した．ただし，小面積のため除外対象としたシロバナシナガワハギ
群落が，後述する調査地点 L3（図 4.15）で確認されたため，現地で隣接して位置し，比
高も同程度であったオオイヌタデ－オオクサキビ群落と同じ群落クラスタに区分した． 
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(3) 景観境界の抽出と表層土壌材料の抽出 
1) 調査概要 
予め設定した群落クラスタと現地状況を検証するため，平成 26 年 6 月 18 日に，関崎
地区と岩野地区において，景観調査と表層土壌材料調査を実施した．調査は，横断方向
に調査測線（L1～L5）を設定して行った（図 4.15）．なお，両地区の植物群落と平成 25
年植生図との間には，平成 25 年の大出水とその後の植生遷移などによる不一致が散見さ
れたため，後述する評価者 A と，平成 25 年植生図を修正して，調査に必要な範囲の植生
図を作成した． 
 
2) 景観調査 
景観を把握する場合，視点の設定が重要となる 99)100)．本研究では，河川管理の実務（河
川巡視等）を考慮し，橋梁と砂州上の微高地とした．橋梁および砂州上の視点場に配置
した定点班と，高水敷および砂州上を横断方向に移動する移動班の 2 組に分かれて実施
した．定点班には，植物生態学者（評価者 A），河川計画と河川環境の実務に精通した河
川技術者（評価者 B），土砂水理を専門とする河川技術者（評価者 C）の計 3 名を配置し
た（図 4.16）． 
 
 
 
図 4.15 調査範囲および検証サイト 
  
 
岩野地区 
関崎地区 
70 ㎞ 
80 ㎞ 
75 ㎞ 
対象区間 
：調査測線 
（現地調査範囲） 
杭瀬下観測所 
犀川 
千曲川 
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関崎地区の砂州（L1，L2）と岩野地区の高水敷（L4，L5）は橋梁を視点場とし，橋
梁や堤防からの視野が確保できなかった岩野地区の砂州（L3）については，砂州の微高
地を視点場とした．定点班の 3 名の評価者は，視点場から調査対象の横断測線上で，各
自の目視判断で景観が変化する境界を決定し，その境界を移動班に無線で伝えた．移動
班は，定点班から伝えられた位置の座標と標高を RTK-GPS（Trimble 社，Trimble5800）
で記録した． 
 
3) 表層土壌材料調査 
景観調査で把握した景観区分の代表的な地点において，表層土壌の粒径を調査し，主
に土砂水理学で用いられている表 4.2 に示す粒径区分 101)に従って分類した．粒径が礫
（粒径 2 ㎜以上）の場合は，現地で代表的な礫約 20 個の中径を計測し，その平均値から
分類した．表層土壌の粒径が砂（粒径 2 ㎜未満）の場合は，現地で表層の土砂を採取し，
後日室内において，予め表 4.2 の粒径区分別に分類したサンプル 102)と比較し，該当する
粒径区分に分類した． 
 
(4) データ解析 
1) 景観調査 
RTK-GPS で計測した座標と標高から，調査測線の横断図を作成し，植物群落，群落ク
ラスタ，各評価者による景観区分の境界線を重ねあわせた．また，植物群落および群落 
 
 
図 4.16 景観調査のイメージ 
 
表 4.2 粒径区分 
 
定点班
（橋梁・砂州上の視点場）
移動班（砂州・高水敷）
景観境界の記録・粒径調査
景観境界を移動班に連絡
3名の評価者
景観境界を
個別に目視判読
中礫 4 ～ 64
細礫 2 ～ 4
極粗砂 1 ～ 2
粗砂 0.5 ～ 1
中砂 0.25 ～ 0.5
細砂 0.125 ～ 0.25
極細砂 0.062 ～ 0.125
泥 シルト以下 ～ 0.062
砂
礫
粒径区分 粒径(㎜)
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クラスタの境界（以下，実境界という．）と，評価者が区分した境界（以下，評価者境界
という．）の一致状況を整理した．実境界が，評価者境界と一致しない場合，評価者境界
の位置がずれている場合を不一致，評価者が境界自体を設定していない場合を未検出と
した． 
 
2) 表層土壌調査 
植物群落及び群落クラスタ別に，表層土壌材料の粒径区分の出現回数を集計した．ま
た，群落クラスタと表層土壌材料との関係性を把握するため，群落クラスタを攪乱域か
ら安定域に並べた順位と，表層土壌材料粒径区分の順位を用いて，スピアマンの順位相
関 103)を計算した． 
 
4.4.2 結果 
(1) 群落クラスタの設定 
図 4.17 に，植物群落と群落クラスタの対応関係を示す．自然裸地を含む 21 個の草本群
落は，5 個の群落クラスタに分類された．立地条件と構成する植物群落名を基に，水際側に
立地する群落クラスタから順に，裸地草地，攪乱性草地，ヨシ・オギ系草地，半攪乱性草
地，安定性草地とした（図 4.17a）．植林を除く 8 個の木本群落は，3 個の群落クラスタに
分類された．草本群落と同様に，水際側に立地する群落クラスタから順に，ヤナギ林，河
畔林，安定樹林とした（図 4.17b）． 
 
 
(a)草本群落 
 
(b)木本群落 
 
図 4.17 群落クラスタの作成結果 
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(2) 景観調査と群落クラスタの対応 
表 4.3 に，評価者境界と植物群落および群落クラスタの実境界との関係を示す．評価者
境界数は，評価者 A が最も多く，22 箇所であった．評価者 B・C は，それぞれ 12 箇所，
14 箇所であった． 
植物群落の実境界は，22 箇所であった．そのうち，評価者 B は，11 箇所で植物群落の
実境界と一致し，残り 11 箇所で実境界を検出できなかった．同様に，評価者 C は，12 箇
所で実境界と一致し，残り 10 箇所で実境界を検出できなかった．群落クラスタの実境界は，
13 箇所であり，評価者 B・C ともに，10 箇所で群落クラスタの実境界と一致し，残り 3 箇
所で実境界を検出できなかった（表 4.3）． 
関崎地区の L1 と岩野地区の L4・L5 を代表地点として，図 4.18～図 4.24 に，垂直方向
と視点場からみた植物群落と群落クラスタ，評価者の各境界を重ね合わせた図を示す． 
L1 では，水際側から順に，攪乱性草地，裸地草地，ヨシ・オギ系草地，半攪乱性草地が
抽出された．攪乱性草地と裸地草地の境界は，評価者 3 人の境界が一致した．裸地草地と
ヨシ・オギ系草地の境界は，評価者 C の境界がずれていた．評価者 B・C は，ヨシ・オギ
系草地と半攪乱性草地の境界を区分しなかった（図 4.18，図 4.19）． 
L4 では，水際側から順に，ヨシ・オギ系草地，半攪乱性草地，安定性草地，ヨシ・オギ
系草地が抽出された．ヨシ・オギ系草地と半攪乱性草地の境界は，評価者 3 人の境界区分
と一致した．半攪乱性草地と安定性草地の境界は，評価者 3 人のうち，評価者 B の境界と
一致しなかった．安定性草地とヨシ・オギ系草地の境界は，評価者 3 人のうち，評価者 B・
C の境界と一致しなかった．半攪乱性草地は，オオブタクサ群落，ヨモギ－メドハギ群落，
メヒシバ－エノコログサ群落で構成されるが，評価者 B・C は，これらの境界を区分しな
かった（図 4.22）． 
L5 では，水際側から順に，半攪乱性草地，ヨシ・オギ系草地，半攪乱性草地が抽出され
た．半攪乱性草地とヨシ・オギ系草地の 2 箇所の境界は，いずれも評価者 3 人の境界区分
と一致した．半攪乱性草地は，メヒシバ－エノコログサ群落，ヒメムカシヨモギ－オオア
レチノギク群落，オオブタクサ群落，ヨモギ－メドハギ群落で構成されるが，評価者 B・C
は，これらの境界を区分しなかった（図 4.23，図 4.24）． 
 
表 4.3 評価者が区分した境界と植物群落および群落クラスタ境界との関係 
 
  
植物群落 群落クラスタ 一致 不一致 未検出 一致 不一致 未検出
A 22 22 13 22 0 0 13 9 0
B 12 22 13 11 1 11 10 2 3
C 14 22 13 12 2 10 10 4 3
評価者－群落クラスタ境界評価者－植物群落境界評価者
境界数
評価者
実境界数
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図 4.18 関崎地区 L1（垂直写真） 
 
 
図 4.19 関崎地区 L1（視点場からの景観写真） 
  
 
ヨシ・オギ
系草地 
攪乱性 
草地 
裸地草地 半攪乱 
性草地 
 
景観区分の境界 
：評価者 A， ：評価者 B， ：評価者 C， ：調査境界 
：植物群落，   ：群落クラスタ， ：視点場 
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図 4.20 岩野地区 L2（垂直写真） 
 
 
図 4.21 岩野地区 L2（垂直写真） 
 
 
図 4.22 岩野地区 L4（垂直写真） 
 
景観区分の境界 
：評価者 A， ：評価者 B， ：評価者 C， ：調査境界 
：植物群落，   ：群落クラスタ， ：視点場 
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図 4.23 岩野地区 L5（垂直写真） 
 
 
図 4.24 岩野地区 L5（視点場からの景観写真） 
 
 
  
 
半攪乱性草地 ヨシ・オギ
系草地 
半攪乱性草地 
 
景観区分の境界 
：評価者 A， ：評価者 B， ：評価者 C， ：調査境界 
：植物群落，   ：群落クラスタ， ：視点場 
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(3) 表層土壌材料調査と群落クラスタの対応 
表 4.4 に群落クラスタおよび植物群落と表層土壌材料の対応関係を示す．群落クラスタ
が，撹乱域を示す指標から安定域を示す指標へ移行するにつれて，中礫の出現する回数が
減少し，極細砂およびシルト以下の出現回数が増加する傾向があった．群落クラスタ別の
主な粒径区分をみると，裸地草地および攪乱性草地は，中礫および中礫＋砂，ヨシ・オギ
系草地は極細砂およびシルト以下，半攪乱性草地および安定草地はシルト以下であった．
群落クラスタと粒径区分を用いた順位相関係数は 0.68 となり，群落クラスタが攪乱域に近
づくほど，粒径が粗くなる傾向を示した． 
 
4.4.3 考察 
(1) 景観境界と群落クラスタ境界の関係 
人は，対象物の色の違いや大きさなどの視覚特性が同じ場合，近接する対象をまとまっ
て認識する 99)．これを本研究にあてはめると，植物生態学者の評価者 A は，植物の詳細な
違いを認識して植物群落を判別し，河川技術者の評価者 B・C は，植物の被度や色相など
大きな変化を抽出し，景観境界を設定したと考えられる．群落クラスタは，評価者 B・C
が抽出する景観境界と概ね一致した（表 4.3，図 4.18～図 4.24）．評価者 B・C が，群落
クラスタ境界を検出できなかった箇所は，L1 の半攪乱性草地－ヨシ・オギ系草地と L4 の
ヨシ・オギ系草地－安定性草地であった（図 4.18，図 4.22）．これは，安定域の草地は，
植物が繁茂し，視覚的な区別が困難であったことによるものと考えられた（図 4.19，図 
4.24）．これらの結果は，群落クラスタが，河川技術者でも視認できる植生の大きな変化を
表す空間単位と，概ね合致することを示すと考える． 
 
表 4.4 群落クラスタ・植物群落別 表層土壌の粒径区分 出現回数 
 
群落クラスタ 泥
植物群落 中礫 細礫
中礫＋
粗粒砂
中礫＋
中粒砂
中礫＋
細粒砂
極粗
粒砂
粗粒
砂
中粒
砂
細粒
砂
極細
粒砂
シルト
以下
裸地草地 1 1
自然裸地 1
ツルヨシ群集 1
撹乱性草地 1 1 2
オオイヌタデ-オオクサキビ群落 1 1 1
シロバナシナガワハギ群落 1
ヨシ・オギ系草地 1 3 4
セリークサヨシ群落 1 2 4
オギ群落 1
半撹乱性草地 1 2 9
オオブタクサ群落 1 1 2
ヨモギ―メドハギ群落 1 3
メヒシバーエノコログサ群落 3
ヒメムカシヨモギーオオアレチノギク群落 1
安定性草地 1
オニウシノケグサ群落 1
砂
安
定
域
　
　
　
　
　
 　
　
　
　
　
　
　
　
攪
乱
域
礫 礫＋砂
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また，評価者 C は，植物群落に関する知見が評価者 B よりも乏しい．両者の評価者境界
と群落クラスタの実境界との一致率をみると，評価者 B の 83%（=10/12）に対して，評価
者 C は 71%（=10/14）と低かった（表 4.3）．これは，群落クラスタ境界の判別は，評価
者の植物群落に関する知見に依存する可能性を示唆するものと考える． 
 
(2) 植生管理における群落クラスタの実用性 
本研究の結果より，群落クラスタは，河川技術者が認識できる景観と概ね一致すること
が確認された（表 4.3）．これは，植生管理の実務において，実用性が高い事を示す．通常
の植生図は，植物群落を主とした多数の凡例で描かれ，河川技術者には，非常に複雑なも
のとなる．群落クラスタの導入により，凡例数の削減と，複雑な植物群落の遷移過程の簡
略化を可能とし，河川技術者にも理解しやすくなる．さらに，現場で判読可能であるため，
主要な植生変化を捉えやすく，ヤナギ林化しやすい群落クラスタが確認された場合は実生
の確認や除去を行うなど植生変化に応じた迅速な対策を可能にすると考える． 
 
(3) 群落クラスタと表層土壌材料の対応関係，植生動態予測への展開 
群落クラスタの設定には，表層土壌材料の情報は使用していない．それにも関わらず，
群落クラスタと表層土壌材料の粒径区分の順位相関係数は 0.68 を示し，一般的に相関があ
るとされる 0.4～0.7 の範囲 103)であった．また，同一群落クラスタ内の植物群落の表層土
壌材料は，概ね同じ粒径区分に偏っていた（表 4.4）．表層土壌材料は，植物の成立に影響
を及ぼすと指摘され 52)91)92)93)，これらの結果は，群落クラスタが，植物の生育場の類似性
を基にした空間単位であることを強く支持する結果であり，植物群落と物理環境（比高，
水際からの距離，掃流力）を基に作成した群落クラスタを介することで，表層土壌材料を
ある程度推定できる可能性を示すと考える．表層土壌材料は，植生動態予測に重要な物理
環境指標になり得るが，精度よく予測することは難しい．群落クラスタの導入は，表層土
壌材料の必要性を低くし，植生動態予測への展開を容易にする可能性を示唆するものと考
える． 
ただし，オオブタクサ群落は，極細砂以下で 3 地点確認されたが，中礫＋中砂でも 1 地
点確認された（表 4.4）．これは，一年生草本のオオブタクサが，出水後に，砂礫地の堆積
箇所に侵入したためと考えられる．このような時間的要因が関係する場合は，草丈や植被
率など成長・拡大といった時間的要因を考慮することで，表層土壌材料との関係性がより
高まる可能性が考えられる． 
 
(4) 群落クラスタの課題と今後の展望 
1) 植生図の精度および物理環境との同期性 
群落クラスタは，植生図と物理環境を基に作成するため，これらのデータの精度に影
響される．本研究でも，現地と平成 25 年植生図との不一致が見られた．これらの改善の
ためには，横断測量，空中写真撮影，植生図作成を同時期に実施し，植生凡例の正確性
や位置精度，物理環境との同期性の向上を図ることが望ましい． 
第 4 章 空間的階層性を考慮した新たな空間指標「群落クラスタ」の開発 
59 
 
2) 被験者数を増やした景観調査の実施 
本研究は，群落クラスタの実用性を幅広く検証することを目的としたため，景観調査
の被験者数は必ずしも十分とは言えない．しかし，本研究の評価対象は，きれい・汚い
などと言った主観的な統合イメージではなく，色相など視覚特性に基づく景観境界の識
別，すなわち対象物の判読である．対象物の判読は，主観などが関与する統合イメージ
と比べ個人差が小さいとされる 100)．また，被験者数により景観評価が変化する事例でも，
明るい・暗いといった視覚特性に依存する項目は，被験者数による変化が小さい 104)．以
上を踏まえると，被験者属性を，植物群落への知見が同程度の河川技術者に限定した条
件下では，著しい個人差が生じる可能性は低いと考えられ，本研究の結果は，一定の傾
向を示したと考える．ただし，本研究の結果では，植物群落の知識の違いにより，識別
可能な景観境界が異なる可能性が示唆されており，今後，被験者数を増やした調査を行
う必要がある． 
 
3) 植物群落の統合レベルの定量化と複数河川での比較 
本研究で示した手法は，植物群落間の類似性を定量的に表すが，どのレベルまでを同
一の群落クラスタとみなすかは，分析者の主観に依存する（図 4.17）．簡略化のために
は，少数の群落クラスタが良いが，統合により個々の特性は消失する．これを群落クラ
スタと関連付けた物理環境で表現すると，群落クラスタ数を減じても，群落クラスタの
物理環境の分布範囲は出来るだけ密集していることが望ましい．これら相反する視点か
ら，最適な統合レベルを検出し，統一した手法で作成された群落クラスタを，複数河川
で比較することで，河川特性との関係や群落クラスタの適用範囲が明らかになると考え
る． 
 
4) 群落クラスタと物理環境の関係性把握（比高，水際からの距離，掃流力） 
群落クラスタの成立には，水際に近い場所では，比高や掃流力の違いが影響し，逆に
水際から遠い場所では，比高や掃流力に差異が生じないため，水際からの距離が影響す
る傾向を示す．これらは，植生動態を規定する要因であるほか，準二次元計算の横断方
向の適切な区間分割などにも有用と考えられ，本研究では論じていないが，今後詳細に
検討していく必要があるだろう． 
 
5) 植生図がない中小河川への展開 
多くの中小河川では，植生図や横断データがなく，本手法の適用が難しい．しかし，
群落クラスタは，植物群落という生態的特性を表す空間単位に，物理環境を関連付けた
所に最大の特徴がある．中小河川は，単調な河道が多く，比高などの物理環境を既存資
料から推定できる可能性が高い．これらを応用すれば，空中写真等から得た景観タイプ
を，物理環境を基に細区分し，物理環境と生態特性を組み合わせた空間単位の設定が可
能であろう． 
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4.5 群落クラスタ類型化の定量化手法の開発と複数河川での比較 
4.5.1 研究の方法 
(1) 調査地および対象データ 
調査地は，米代川，千曲川，吉野川の 3 河川とし，表 4.5 に示す区間と水国の植生調査
を対象とした．水国の植生図は，人為的改変地，植林地，タケ・ササ類，沈水植物，海浜
性植物，解放水面を除く凡例を分析対象とした．タケ・ササ類は，地下茎で拡大する特性
をもっており本研究で対象とする物理環境と関係が低いと考えられたため除外した．沈水
植物，海浜性植物についても，たまりや海浜など特殊な生育環境に依存していることから，
対象データから除外した．  
 
(2) 類型レベルの定量化手法の開発 
植物群落を，クラスタ分析を用いて物理環境で類型化する場合，類型レベルによって，
群落クラスタ数が異なるという問題がある（図 4.25）．統合が進むに従い，個々の群落ク
ラスタ間の物理環境の分布範囲の重複は減少する．一方，全ての群落クラスタを含む分布
範囲は縮小していく．すなわち，群落クラスタの統合が進むと，群落クラスタ間の違いが
明瞭になるが，過度の統合は元々の植物群落が有する情報を損失させる（図 4.26）．ここ
で，群落クラスタ間の分布範囲（25%値～75%値）の重複量の累計値を「情報重複量」，全
植物群落の分布範囲（25%値～75%値）と全群落クラスタの分布範囲（25%値～75%値）と
の差分を「情報損失量」と呼び，これら 2 つの相反する指標（情報重複量と情報損失量）
を用いて類型レベルの定量化を検討した．群落クラスタが，確認された植物群落の代表性
を確保するためには，それぞれのグループの独立性は高く，元の植物群落がもつ情報量を
維持していることが理想となる．情報重複量は前者を，情報損失量は後者を表す．両者は
ともに，予測精度の低下要因であり，これらが平衡する類型レベルを，最適類型レベルと
した． 
 
 
表 4.5 対象河川および対象データの一覧 
対象河川 対象区間 河道特性 水国 植生調査 
米代川 
（米代川水系） 
河口から 
10km～23km 
セグメント 2-1 
河床勾配 1/2,300～1/1,800 
1999 年，2004 年， 
2009 年 
千曲川 
（信濃川水系） 
長野県境から 
67km～82km 
セグメント 2-1 
河床勾配 1/1060 
1994 年，1999 年，2004 年，
2008 年，2013 年 
吉野川 
（吉野川水系） 
河口から 
17km～24km 
セグメント 2-1 
河床勾配 1/1,160～1/950 
1995 年，2000 年， 
2005 年，2010 年 
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具体的には，次のとおりとした．（イ）群落クラスタ設定に用いた 3 つの物理環境（比高，
水際からの距離，掃流力）から 2 つの指標を抽出し，各指標を x 軸と y 軸に与える．植物
群落の物理環境の分布範囲を 25%値～75%値の範囲でグラフ化する．（ロ）群落クラスタを
統合するごとに，群落クラスタの物理環境の分布範囲を（イ）の方法によりグラフ化する．
（ハ）（ロ）で作成した分布範囲を 100×100 グリッドに離散化する（図 4.27）．（ニ）類型
レベルごとに，情報重複量と，情報損失量を算出する（図 4.26）．重複量と損失量は，そ
の面積を離散化したグリッド数で算出する．（ホ）（イ）～（ハ）を物理環境の 3 通りの組
合せ（比高～水際からの距離，水際からの距離～掃流力，比高～掃流力）で実施し，情報
重複量と情報損失量を合計する．（へ）類型レベルごとに，合計した情報重複量と情報損失
量を比較し，2 つの値が平衡するレベルを最適な類型レベルとする． 
 
 
図 4.25 デンドログラムの類型レベルの設定イメージ 
 
 
図 4.26 類型レベルと物理環境分布範囲（情報重複量・情報損失量）の変化 
 
 
図 4.27 植物群落の物理環境分布範囲の離散化イメージ 
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(3) 対象 3 河川の群落クラスタの比較 
「(2) 類型レベルの定量化手法の開発」で設定した手法を用いて，米代川，千曲川およ
び吉野川において，群落クラスタを作成した．小面積の植物群落は，本来の生育地を代表
していない可能性があることから，各年代の累計面積が 0.25ha 未満となる植物群落は除い
て，群落クラスタを作成した． 
作成した群落クラスタおよび群落クラスタを構成する植物群落を比較した．群落クラス
タには，構成する植物群落の複数河川における共通性や立地特性の類似性を勘案し，でき
る限り統一した群落クラスタ名を与えた． 
 
4.5.2 結果 
(1) 類型レベルの定量化手法 
対象 3 河川における情報重複量と情報損失量の関係を図 4.28～図 4.30 に示す．図 4.28
～図 4.30 は，横軸に，クラスタ分析における各クラスタの非類似度距離（ユークリッド距
離）を，縦軸に，情報重複量と情報損失量のグリッド数を示す． 
対象 3 河川全てにおいて，情報重複量と情報損失量は，反比例の関係を示した．情報重
複量は，群落クラスタの類型化が進むに従って減少し，逆に情報損失量は増大し，各河川
の最大の非類似度距離の 1/2～1/4 程度で 2 つの指標値が交差した．2 つの指標値が交差す
る点から最も近く，群落クラスタ数が最小となる類型レベルを最適類型レベルとした．具
体的には，交差する点が群落クラスタ数 7 と 8 の間で交差する場合は，群落クラスタ数が
7 となる． 
最適類型レベルで区分された群落クラスタ数は，植物群落数が最も多い吉野川が最も多
く 12 区分であった．米代川と千曲川は，ともに 10 区分であった．各河川の草本と木本の
内訳は，米代川の草本群落が 7 区分，木本群落が 3 区分，千曲川の草本群落が 6 区分，木
本群落が 4 区分，吉野川の草本群落が 8 区分，木本群落 4 区分であった． 
 
(2) 対象 3 河川の群落クラスタの比較 
「4.5.1 (2) 類型レベルの定量化手法の開発」で設定した類型レベルで類型化した対象
3 河川の群落クラスタを，図 4.31～図 4.33 に示す．図 4.31～図 4.33 のデンドログラム
の横軸の値は，植物群落間の非類似度を示している．非類似度が小さい範囲では，僅かな
値の上昇で多くの統合が起きるが，非類似度が大きい範囲では，値が大きく上昇しないと
新たな統合は生じない．最適レベルと設定した類型レベルは，この両者の中間的なレベル
に位置していた． 
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(a)草本群落 
 
(b)木本群落 
 
図 4.28 米代川における情報重複量と情報損失量の関係 
 
(a)草本群落 
 
(b)木本群落 
 
図 4.29 千曲川における情報重複量と情報損失量の関係 
 
(a)草本群落 
 
(b)木本群落 
 
図 4.30 吉野川における情報重複量と情報損失量の関係 
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次に，設定した対象 3 河川の群落クラスタを比較した結果を表 4.6 に示す．草本系では，
対象 3 河川で延べ 10 区分が抽出された．その内訳は，裸地，攪乱性草地，河原系草地，ヨ
シ系草地，オギ系草地，半安定草地，安定草地，高地草地，堤防草地，陸域草地である．
このうち，吉野川の裸地と攪乱性草地は，米代川と千曲川では統合され，裸地草地となっ
た．同様に，米代川と千曲川では，ヨシ群落とオギ群落は，ヨシ・オギ系草地として区分
されたが，吉野川ではヨシ群落とオギ群落を主とする 2 区分に分類された． 
木本系は，延べ 5 区分が抽出された．そのうち，3 区分はヤナギ類が主となる群落クラ
スタであり，攪乱の程度に応じて，ヤナギ林（強攪乱），ヤナギ林，ヤナギ林（弱攪乱）と
した．残りは，オニグルミ群落やムクノキ－エノキ群集などを主とした河畔林と，山地等
でも多くみられる群落で構成される陸域樹林となった． 
 
 
 
(a)草本群落 
 
(b)木本群落 
 
図 4.31 最適な類型レベルで類型化した区分（米代川） 
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(a)草本群落 
 
(b)木本群落 
 
図 4.32 最適な類型レベルで類型化した区分（千曲川） 
 
(a)草本群落 
 
(b)木本群落 
 
図 4.33 最適な類型レベルで類型化した区分（吉野川） 
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表 4.6 複数河川における群落クラスタの比較 
 
  
米代川
植物群落 植物群落 植物群落
自然裸地 自然裸地 自然裸地
ﾂﾙﾖｼ群集 ﾂﾙﾖｼ群集 ﾔﾅｷﾞﾀﾃﾞ群落
ｼﾅﾀﾞﾚｽｽﾞﾒｶﾞﾔ群落 ﾂﾙﾖｼ群集
ｼﾅﾀﾞﾚｽｽﾞﾒｶﾞﾔ群落
ｾﾘ-ｸｻﾖｼ群落
ﾖﾓｷﾞ-ﾒﾄﾞﾊｷﾞ群落
ｵｵｲﾇﾀﾃﾞ-ｵｵｸｻｷﾋﾞ群落 ｵｵｲﾇﾀﾃﾞ-ｵｵｸｻｷﾋﾞ群落 （該当なし）
ｵｵﾌﾞﾀｸｻ群落 ｶﾜﾗﾖﾓｷﾞ-ｶﾜﾗﾊﾊｺ群落
ﾐｿﾞｿﾊﾞ群落
ﾔﾅｷﾞﾀﾃﾞ群落
ﾖｼ群落 ﾖｼ群落 ﾖｼ群落
ｵｷﾞ群落 ｵｷﾞ群落 ﾐｿﾞｿﾊﾞ群落
ｸｻﾖｼ群落 ｾﾘ-ｸｻﾖｼ群落 ｵｷﾞ群落
ｶﾅﾑｸﾞﾗ群落 ｶﾅﾑｸﾞﾗ群落
ｸｽﾞ群落 ｾｲﾀｶﾖｼ群落
ﾖﾓｷﾞ-ﾒﾄﾞﾊｷﾞ群落 ﾖﾓｷﾞ-ﾒﾄﾞﾊｷﾞ群落 ｵｵｲﾇﾀﾃﾞ-ｵｵｸｻｷﾋﾞ群落
ｶﾅﾑｸﾞﾗ群落 ｶﾓｶﾞﾔ-ｵｵｱﾜｶﾞｴﾘ群落 ﾒﾋｼﾊﾞ-ｴﾉｺﾛｸﾞｻ群落
ﾒﾋｼﾊﾞ-ｴﾉｺﾛｸﾞｻ群落 ｱﾒﾘｶｽｽﾞﾒﾉﾋｴ群落
ﾔﾌﾞｶﾞﾗｼ群落
（該当なし） ﾋﾒﾑｶｼﾖﾓｷﾞ-ｵｵｱﾚﾁﾉｷﾞｸ群落 ﾋﾒﾑｶｼﾖﾓｷﾞ-ｵｵｱﾚﾁﾉｷﾞｸ群落
ｾｲﾀｶｱﾜﾀﾞﾁｿｳ群落 ｾｲﾀｶｱﾜﾀﾞﾁｿｳ群落
ｱﾚﾁｳﾘ群落 ｱﾚﾁｳﾘ群落
ﾒﾏﾂﾖｲｸﾞｻ-ﾏﾙﾊﾞﾔﾊｽﾞｿｳ群落 ｶｾﾞｸｻ-ｵｵﾊﾞｺ群集
ｵｵﾌﾞﾀｸｻ群落 ﾈｽﾞﾐﾑｷﾞ群落
ｷｼｭｳｽｽﾞﾒﾉﾋｴ群落
ｺｾﾝﾀﾞﾝｸﾞｻ群落
ｾｲﾊﾞﾝﾓﾛｺｼ群落
ｽｽｷ群落 （該当なし） ｽｽｷ群落
ｵｵﾖﾓｷﾞ-ｵｵｲﾀﾄﾞﾘ群落 ｶﾗﾑｼ群落
ｵｵﾊﾝｺﾞﾝｿｳ群落 ｵｵｵﾅﾓﾐ群落
ｸﾛﾊﾞﾅｴﾝｼﾞｭ-ｵｷﾞ群落 ｼﾊﾞ群落
ﾁｶﾞﾔ群落 ﾁｶﾞﾔ群落 ﾁｶﾞﾔ群落
ｵﾆｳｼﾉｹｸﾞｻ群落 ｵﾋｼﾊﾞ-ｱｷﾉﾒﾋｼﾊﾞ群落
ｼﾊﾞ群落 ｸｽﾞ群落
ｼﾏｽｽﾞﾒﾉﾋｴ群落
ｵｵｱﾜﾀﾞﾁｿｳ群落 （該当なし）
ﾋﾒﾑｶｼﾖﾓｷﾞ-ｵｵｱﾚﾁﾉｷﾞｸ群落
ｵｷﾞ群落(低木侵入型)
（該当なし） （該当なし） ﾈｺﾔﾅｷﾞ群集
ﾀﾁﾔﾅｷﾞ群集(低木林) ﾀﾁﾔﾅｷﾞ群集 ｼﾞｬﾔﾅｷﾞ-ｱｶﾒﾔﾅｷﾞ群集
ｵﾉｴﾔﾅｷﾞ群集(低木林) ｶﾜﾔﾅｷﾞ群落 ﾏｸﾞﾜ群落
ｼﾛﾔﾅｷﾞ群集
（該当なし） ｺｺﾞﾒﾔﾅｷﾞ群集 ﾀﾁﾔﾅｷﾞ群集(低木林)
ｼﾝｼﾞｭ群落
ｵﾆｸﾞﾙﾐ群落 ｵﾆｸﾞﾙﾐ群落 ﾑｸﾉｷ-ｴﾉｷ群集
ﾊﾘｴﾝｼﾞｭ群落 ﾊﾘｴﾝｼﾞｭ群落 ﾉｲﾊﾞﾗ群落
ﾑｸﾉｷ-ｴﾉｷ群集 ｱｷﾆﾚ群落
ﾖｼﾉﾔﾅｷﾞ群落
陸域樹林 ｸﾛﾊﾞﾅｴﾝｼﾞｭ群落 ﾔﾏｸﾞﾜ群落 （該当なし）
注1：米代川と千曲川では，裸地と攪乱性草地が統合され，裸地草地となる
注2：米代川と千曲川では，ヨシ系草地とオギ系草地が統合され，ヨシ・オギ系草地となる
注3：太字は，複数河川で共通してみられる植物群落
区分
ヤナギ林
（強攪乱）
木本
河畔林
千曲川 吉野川
陸域草地
ヤナギ林
ヤナギ林
（弱攪乱）
高地草地
（近水辺）
堤防草地
（陸域）
草本
裸地
攪乱性
草地
安定草地
半安定
草地
河原系
草地
群落
クラスタ
ヨシ系
草地
オギ系
草地
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(a)草本群落 (b)木本群落 
  
  
  
上段：比高～水際からの距離，中段：掃流力～水際からの距離，下段：比高～掃流力 
草本群落と木本群落で同色のものは，同じ群落クラスタを示す 
図 4.34 群落クラスタの分布範囲（米代川） 
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(a)草本群落 (b)木本群落 
  
  
  
上段：比高～水際からの距離，中段：掃流力～水際からの距離，下段：比高～掃流力 
草本群落と木本群落で同色のものは，同じ群落クラスタを示す 
図 4.35 群落クラスタの分布範囲（千曲川） 
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(a)草本群落 (b)木本群落 
  
  
  
上段：比高～水際からの距離，中段：掃流力～水際からの距離，下段：比高～掃流力 
草本群落と木本群落で同色のものは，同じ群落クラスタを示す 
図 4.36 群落クラスタの分布範囲（吉野川） 
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4.5.3 考察 
(1) 類型レベルの定量化手法 
定量化手法を用いて区分された群落クラスタは，分析者の主観に基づく結果と概ね一致
する区分となっていた（表 4.7）．河道特性の異なる河川に適用しても，抽出される区分数
は大きく違いはなかった．分析者が定性的に群落クラスタを決定する場合，できるだけ植
物群落を少数のグループに区分しようとするが，これ以上統合すると，各グループのもつ
生態的特性が失われると思われる限界点を最適な類型レベルと考える．今回開発した定量
化手法においても，できるだけ少数の群落クラスタにした方が情報重複量は減少する．し
かし，大きく異なる立地環境の植物群落を統合すると，元の植物群落がもつ情報からの損
失量が大きくなる．定量化手法による結果が，分析者の主観と類似し，各河川で区分数等
の傾向が大きく変わらないことから，分析者は，2 つの指標，すなわち情報重複量と情報損
失量が平衡する点を定性的に判断していたと思われる． 
以上から，本手法は，複数河川で群落クラスタを比較する場合や，河川環境解析などに
より群落クラスタを設定する際に有用な手法の一つと考える．群落クラスタを設定する際
に，必ずしも本手法に従って行う必要はないが，一つの目安となるであろう．  
 
(2) 対象 3 河川の群落クラスタの比較 
本検討で開発した定量化手法を用いて，3 河川の群落クラスタを設定した結果，各河川の
群落クラスタ数は 10～12 区分となり，河川ごとに大きな違いはなかった．米代川と千曲川
の 10 区分に対して，吉野川が 12 区分と多かったが，これは，吉野川の植物群落数が多い
こと（表 4.6），分析対象となる植物群落が生育する範囲，すなわち比高や水際からの距離
が他の 2 河川よりも広く（図 4.36），多様な環境が存在していたことが要因と考えられる． 
今回開発した定量化手法で区分した群落クラスタを，対象 3 河川で比較すると，共通性
と相違性がわかる．草本系では，裸地草地や河原系草地からなる水際近くの草地，半安定
草地や安定草地からなる高水敷の草地，それらの中間的な空間に生育範囲をもつヨシ・オ
ギ系草地で構成されていた（表 4.6）． 
 
 
表 4.7 分析者主観と定量化手法による群落クラスタ数 
河川名 
草本と木本 
の区分 
群落クラスタ数 
分析者主観 定量化手法 
米代川 
草本群落 8 7 
木本群落 3 3 
千曲川 
草本群落 5 6 
木本群落 3 4 
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水際の草地は，吉野川では，裸地と攪乱性草地に分かれ，米代川と千曲川では，これら
は統合されていた（表 4.6）．これは，攪乱の大きい吉野川では裸地域に侵入できなかった
ツルヨシ群集やシナダレスズメガヤ群落が，攪乱の程度が小さい米代川と千曲川では裸地
域に侵入できたためと考えられる． 
水際の草地と同様に，吉野川では，ヨシ系草地とオギ系草地は区分されるものの，米代川と
千曲川では混在していた．吉野川のヨシ系草地の分布範囲をみると，水際近くの掃流力の小
さい箇所に生育していることがわかる（図 4.36）．つまり，吉野川では攪乱が大きく，ヨシ
系草地とオギ系草地の棲み分けが鮮明となり，米代川と千曲川では，攪乱の程度が比較的小
さく，両者が混在可能であったと推定される．これらの群落クラスタは，いずれの河川でも，
高水敷と水際の中間的な空間に位置し，裸地・攪乱性草地と安定草地の間に位置する．半安
定草地は，千曲川と吉野川は，ヨシ系草地・オギ系草地と安定草地の間に位置するが，米代
川では，ヨシ系草地・オギ系草地よりも水際近くに位置していた（図 4.34，草本群落と木本群
落で同色のものは，同じ群落クラスタを示す 
図 4.35，図 4.36）．これは，対象 3 河川で最も攪乱の程度が小さい故に，より水際近く
の空間に侵入できたことが要因の一つではないかと思われる．  
高水敷の草地は，水辺で比高が高い箇所がある米代川と吉野川では，ススキ群落に代表され
る高地草地が確認された．米代川では，水際から離れているものの比高が比較的低い箇所に
生育する陸域草地が抽出された．これらは，高水敷の地形の特徴が反映されたものと考えら
れる（図 4.34，草本群落と木本群落で同色のものは，同じ群落クラスタを示す 
図 4.35，図 4.36）． 
次に，木本系では，水際に生育するヤナギ林，高水敷に生育する河畔林，水際から遠い
箇所に生育する陸域樹林の 3 つに大きく分類された．そのうち，ヤナギ林については，攪
乱の程度の違いによってさらに 3 つに細分された．河畔林は，オニグルミ群落，ハリエン
ジュ群落，ムクノキ－エノキ群集などで構成され，陸域樹林は，山地でも多くみられる種
で構成された．攪乱の程度が大きい順，すなわち，米代川，千曲川，吉野川の順で，ヤナ
ギ林の種類が増加していた（表 4.6）．これは，攪乱の程度が小さく，発生期間にばらつき
の少ない融雪洪水が主となる米代川では，ヤナギ林の生育範囲が集約されたのに対して，
出水の影響が大きい吉野川では，攪乱の大きさに応じた棲み分けが生じているためと考え
られた．これらを反映し，米代川の木本類は，比高と水際距離という地形要因で棲み分け
をしているのに対して，吉野川の木本類は，比高と掃流力という洪水時の攪乱の程度で棲
み分けをしていた（図 4.34，図 4.36）． 
以上のとおり，群落クラスタは，対象 3 河川の河道特性や地形特性を反映したものとな
っていた．草本系では，水際は攪乱の程度の違いが影響し，高水敷は，地形的な特徴が影
響していると考えられる．木本系では，出水の状況に応じて，地形的要因又は洪水時の攪
乱の程度で棲み分けがなされていることが示唆された．これらの特徴を把握することは，
今後の植生動態モデルの開発や，植生管理を行っていく上で重要と考える．群落クラスタ
は，植物群落がもつ生態的特徴を集約する機能をもち，河道特性と植生の関係分析などに
おいて，わかりやすい分析が可能になるものと考えられる． 
一方，本研究では，比較しやすいようにできる限り統一した群落クラスタ名を付したが，
同じ群落クラスタ名であっても，構成される植物群落は異なることに留意する必要がある．
同じ群落クラスタ名であっても，必ずしも同質のものではない．同じ群落クラスタでも，
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外来種が多く占有する場合とそうではない場合では，出水などへの応答が異なる可能性も
考えられる． 
 
(3) 今後の課題と展望 
今後は，より適用する河川を増やし，その変動を観察することで，群落クラスタと河道
特性の関係や，植生動態に及ぼす機能を把握することができると考える．例えば，今回は，
気候の違いによって河道特性が大きく異なる河川を対象としているが，気候が類似してセ
グメントが違う河川や，気候やセグメントも同じ河川に適用した場合に，どのような群落
クラスタが形成されるのかを把握することで，群落クラスタと河道特性の関係の理解がよ
り深まるであろう．また，その変動を整理することで，気候やセグメントの違いが，どの
ように樹林化プロセスに影響を及ぼしているのかが把握できると思われる．従来の研究で
は，単一の河川を対象に樹林化現象が検討されることが多かったが，水国の植生調査が蓄
積されつつある現状では，全国的な解析を可能とする．全国的な解析は，樹林化の機構や
プロセスの理解を深めると思われ，その解析には，植物群落よりも空間スケールの大きい
群落クラスタのような空間指標が有用と考える．一方，群落クラスタを環境面の評価に用
いる場合は，4.3 節でも考察しているとおり，種組成など生物学的な情報との関連性を明ら
かにすることが重要と考える． 
 
 
4.6 結語 
本章では，植生動態の解析に適する新たな空間指標「群落クラスタ（PCC：Plant 
Community Cluster）」を開発し，その機能や特性を明らかにした．群落クラスタは，植生動
態モデル開発に向けて有用な空間指標であるとともに，実用面においても，高い識別精度や
表層土壌材料との関係があることを示した．また，群落クラスタを類型化する際の定量化手
法を示し，河道特性の異なる 3 河川における群落クラスタ比較から，河道特性と河川植生解
析に有効であることを示した． 
群落クラスタは，植物群落を，立地する場の物理環境（比高，水際からの距離，掃流力）
の類似性を基に，類型化した空間指標であり，植物群落と景観の中間的な空間スケールをも
つ（4.2 節）．4.3 節では，米代川において，前述した物理環境を説明変数に，クラスタ分析（Ward
法）を用いた群落クラスタの設定手法を示した（図 4.7）．作成した群落クラスタは，類似し
た環境下で生育している植物群落が統合されていた（図 4.8）．群落クラスタは，物理環境と
の連関性を高め（図 4.13），主要な遷移系列は維持しつつ，複雑な植物群落の遷移過程を簡
略化した（図 4.11，図 4.12，表 4.1）．これらは，土砂水理学的なアプローチで物理環境の
将来変化が予測できれば，応答する群落クラスタの変化を予測可能なことを示唆する．ただ
し，群落クラスタと物理環境の関係は，植物群落と比較して連関性が高くなったものの，そ
の分布範囲は依然重複するため（図 4.9，図 4.10），決定論的なモデルでは限界があることも
示唆された． 
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4.4 節では，米代川で開発した群落クラスタの設定手法を千曲川に適用して，本手法の一般
性を確認した．さらに，現地調査において，群落クラスタの実用性を検証した．実用性の検
証は，「群落クラスタは，(i)景観のように人が認識できる空間指標であるか，(ii)植物の成立に
影響を及ぼす表層土壌材料 52)91)92)93)と関係性があるか」を明らかにすることで評価した．千
曲川においても，群落クラスタは問題なく作成できることが確認されたこと，群落クラスタ
の作成に用いるデータは，全国 109 水系の直轄管理区間では整備されていることから，本手
法の一般性は高いと考えられた．また，現地調査から，植物の専門家ではない河川技術者の
景観境界と群落クラスタ境界が概ね一致することを明らかにした．さらに，表層土壌材料の
粒径区分と群落クラスタは，一定の関係性があることが示された（スピアマンの順位相関係
数は 0.68，表 4.4）．以上のとおり，植物の専門家ではない河川技術者が群落クラスタの境界
を識別できたこと，表層土壌の粒径区分と一定の関係性が確認されたことから，群落クラス
タの実用性は高いと判断される． 
4.5 節では，群落クラスタを，対象 3 河川（米代川，千曲川，吉野川）に適用し，群落クラ
スタの比較検討から，河道特性と群落クラスタの関係を考察した．その際に，分析者の主観
や経験に依存していた植物群落の類型レベルの決定を定量的に行う手法を併せて検討した．
類型レベルは，個々の群落クラスタ間の物理環境の分布範囲の重複（情報重複量）と，元の
植物群落の分布範囲と全群落クラスタの分布範囲の差分（情報損失量）を用いた．これら 2
つの指標は，統合が進むと，情報重複量は低下し，情報損失量は増加する．両者は植生動態
予測における精度低下の要因であり，両者が平衡するレベルを，群落クラスタの設定に最適
な類型レベルとすることで定量化した（図 4.26）．定量化手法を用いて区分された群落クラ
スタは，分析者の主観に基づく結果と概ね一致する区分となっていた（表 4.7）．河道特性の
異なる河川に適用しても，抽出される区分数は 10～12 であり大きく違いはなかった．定量化
手法による結果が分析者の主観と類似し，各河川で区分数等の傾向が大きく変わらないこと
から，本手法は，複数河川で群落クラスタを比較する場合や，河川環境解析などにより群落
クラスタを設定する際の有用な手法の一つとして考えられた． 
次に，今回開発した定量化手法で区分した群落クラスタを，対象 3 河川で比較した結果を
述べる．草本系では，裸地草地や河原系草地からなる水際近くの草地，半安定草地や安定草
地からなる高水敷の草地，それらの中間的な空間に生育範囲をもつヨシ系草地・オギ系草地
で構成されていた．木本系では，水際に生育するヤナギ林，高水敷に生育する河畔林，水際
から遠い箇所に生育する陸域樹林の 3 つに大きく分類された（表 4.6）．群落クラスタは，対
象 3 河川の河道特性や地形特性を反映したものとなっていた．例えば，草本系では，攪乱の
大きい吉野川では水際やヨシ・オギ系草地で，攪乱の大きさに応じた棲み分けがなされてお
り，水辺で比高が高い箇所がある米代川と吉野川では，ススキ群落に代表される高地草地が
確認された．木本系では，融雪洪水が主となる米代川では，比高と水際距離という地形要因
で棲み分けをしているのに対して，攪乱の大きい吉野川の木本類は，比高と掃流力という洪
水時の攪乱の程度で棲み分けをしていた（図 4.34，図 4.36）．これらの特徴を把握すること
は，今後の植生動態モデルの開発や，植生管理を行っていく上で重要と考える．群落クラス
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タは，植物群落がもつ生態的特徴を集約する機能をもち，河道特性と植生の関係分析などに
おいて，わかりやすい分析が可能になるものと考えられる． 
今後は，より適用する河川を増やし，その変動を観察することで，群落クラスタと河道特
性の関係や，植生動態に及ぼす機能を把握することができると考える．例えば，セグメント
が違う河川や，気候やセグメントが同じ河川に適用した場合の群落クラスタを把握すること
で，群落クラスタと河道特性の関係の理解がより深まるであろう．また，その変動を整理す
ることで，気候やセグメントの違いが，どのように樹林化プロセスに影響を及ぼしているの
かが把握できると思われる．水国の植生調査が蓄積されつつある現状では，全国的な解析を
可能とする．全国的な解析は，樹林化の機構やプロセスの理解を深めると思われ，その解析
には，植物群落よりも空間スケールの大きい群落クラスタのような空間指標が有用と考える．
一方，群落クラスタを環境面の評価に用いる場合は，種組成など生物学的な情報との関連性
を明らかにすることが重要と考える． 
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第5章 遷移確率を考慮した PCC 動態モデルの開発 
5.1 序論 
植生動態のモデル化には，（課題 1）植物群落の形成を規定する微細な環境条件の再現，（課
題 2）生物間相互作用による不確実性を伴う植生遷移という 2 つの課題がある．また，植生動
態モデルを含む野生生物の生息地モデルは，モデル構築に，通常現地データを用いるため，（問
題 1）モデル構築対象区域外に適用することが難しい，（問題 2）モデルの挙動はモデル作成
に用いた現地データに依存するという 2 つの実用面の問題がある（表 5.1）．本章では，これ
らの課題や実用面の問題に対応した植生動態モデルの開発を行うことを目的とする． 
課題 1 への対応として，CASiMiR-vegetation47)（以下，「CA-V」という）および藤田ら 46)
の研究を除く研究モデルは，特定の砂州や横断など限定された植物群落のみを対象とする
43)44)45)，あるいは裸地，草地，樹林といった景観（以下，「景観」という）などより広域スケ
ールの空間指標を用いてモデルを構築している 40)41)42)．CA-V47)および藤田ら 46)のモデルは，
植物群落を遷移段階ごとにまとめた空間指標を用いているが，藤田ら 46)のモデルが水際部を
対象とするため，3 凡例であるのに対して，CA-V は，高水敷も含めた範囲を対象として，11
凡例の vegetation type という空間指標を用いて，他のモデルよりも縦断方向及び横断方向に
広域な範囲に適用できるモデルとなっている．本研究では，課題 1 に対して，空間的階層性
を考慮した新たな空間指標「群落クラスタ（PCC：Plant Community Cluster）」を用いて対
応している（第 4 章）．群落クラスタは，植物群落を統合した指標であり，CA-V と類似した
空間スケールをもつ． 
 
表 5.1 植生動態モデルの課題と生息地モデルの問題 
項目 植生動態モデルの課題と生息地モデルの問題 
植生動態のモデ
ル化にあたって
の課題 
課題 1 植物群落を規定する微細な環境条件（細粒土砂の堆積厚など）を
土砂水理学で精度よく予測することが難しい． 
課題 2 植生遷移は，物理環境に加え，生物間相互作用（種間競争や共生
等）に影響を受けるため，同一の条件下でも確率論的に決定され，
不確実性を伴う． 
野生生物の生息
地モデルに関す
る問題 
問題 1 モデル構築対象区域外には，前提条件が同一ではない限り，適用
することができない． 
問題 2 モデルの挙動は，モデル構築に用いた現地データに依存するが，
現地データは調査年によって変動する． 
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課題 2 に対応する既往研究モデルは，現状ではほとんどない．遷移条件は，中村ら 105)のモ
デルのように統計モデルによって遷移を決定するか，あるいは閾値をもつ判定基準で決定論
的なアルゴリズムを採用する 40)41)42)45)46)47)場合が多い．一方，岡部ら 43)・古東ら 44)58)の一連
の研究では，植物群落の生育適地を物理生息場モデルのアプローチを用いて確率分布で表現
するが，頻度分布の分割数が予測精度に影響することが指摘される 58)． 
植生動態モデルにおいて，問題 1 が当てはまるのは，他河川への適用である．既往の植生
動態モデルで，他河川へ適用した事例はほとんどない．他河川に適用した数少ない事例とし
て，杉尾ら 40)のモデルと CA-V47)がある．これらのモデルは，いずれも基本的なモデルの考え
方を用いて，モデルのパラメータ等を適用河川の現地データで補正している．特に，CA-V47)
は，米国の Kootenai 川で構築され，欧州（オーストリア，ポルトガル，スペイン）65)やアジ
ア（韓国）66)など多くの河川に適用されている．基本的な枠組みは維持し，適用河川の現地デ
ータを用いて，vegetation type の種類や，遷移・更新時の変化ルールを修正し，河道特性の
異なる他河川への適用を可能としている．また，問題 2 の影響を検証するためには，モデル
構築に用いる現地データを複数用意する必要があるが，一般的に，現地データは乏しく，問
題 2 の影響を検証した研究事例はみあたらない． 
本研究では，課題 2：植生遷移の不確実性へ対応するため，植生遷移の生起確率を考慮した
植生動態モデルを開発した．開発した植生動態モデルは，第 4 章で開発した「群落クラスタ
（PCC）」を空間指標として用いている．既往モデルと区別するため「PCC 動態モデル」と称
し，その概要を 5.2 節に示す．次に，開発した PCC 動態モデルを用いて，生息地モデルに付
帯する問題 1 と問題 2 へ対応するため，それぞれ 5.3 節でモデルの予測精度と一般性につい
て検証し，5.4 節でモデル構築に用いた現地データが PCC 動態モデルに及ぼす影響を検証す
る．5.3 節は，河道特性の異なる 2 河川（千曲川と吉野川）で検討し，5.4 節は，対象 3 河川
の中で，河川水辺の国勢調査 83)（以下，「水国」という）による現地データが最も多く存在す
る千曲川を対象とした．  
なお，本章では，モデル作成に用いたデータに含まれる調査年の群落クラスタをモデルで
推定することを「再現」といい，モデル作成に用いたデータを含まない調査年の群落クラス
タをモデルで推定することを「予測」という．また，観測された水国の植生調査等に基づく
データを観測データ，モデルによって推定されたデータを計算データという（図 5.1）．本来
の将来予測には，将来の流量や河床変動も予測値を用いる必要があるが，本章の検討では，
流量と河床変動については，観測された流量データおよび横断測量を用いて検討した． 
 
 
 
図 5.1 本章における再現と予測，観測データと計算データのイメージ 
予測再現
モデル作成に用いたデータ
：観測データ（水国） ：モデルによる計算データ
年
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5.2 群落クラスタを用いた植生動態モデルの概要 
5.2.1 PCC 動態モデルに必要な要件 
PCC 動態モデルは，将来植生を予測し，戦略的で効率的な河川管理を支援することが求め
られる．河道内植生は，治水面では，洪水時の水位を算定の際の粗度係数の設定のため用い
られるため，景観レベルで十分であるが，環境面では，洪水攪乱による多様性の維持や希少
植物の保全が目的となるため，植物群落レベルで評価することが望ましい．さらに，治水面
では，水位の計算のために用いる横断測量線（縦断方向に 200m～500m 間隔）上における景
観面積の増減が把握できれば十分であるが，環境面では，保全対策の検討を行うためには，
平面上の概ねの位置を把握する必要がある． 
以上を踏まえ，開発する PCC 動態モデルは，以下の要件を満たす事を目標とした．  
・河道内の物理環境変化に応答して，植生が時系列的に変化する動態を記述する 
・植生分布を平面的に記述する 
・予測する空間指標は，植物群落や景観と階層性があるものとする 
 
5.2.2 PCC 動態モデルの基本的な構造 
(1) 基本的な仕組み 
PCC 動態モデルは，第 4 章で開発した群落クラスタを空間指標として，その動態を記
述する．計算ステップを 5 年とし，現在のステップの群落クラスタと物理環境を基に，
次のステップの群落クラスタを予測する．予測計算は，解析対象範囲をカバーする 5m×
5m の解析グリッドごとに行われる． 
 
(2) 2 方向の植生変化過程を再現 
植生は，一般的に，物理環境の緩やかな変化や時間経過に応じて，裸地，一年生草本，
多年生草本，陽樹，陰樹の順に能動的に遷移する 95)．一方，河道内は洪水攪乱によって，
生育する植生が剥離（裸地化），もしくは他の植生に受動的に変化する．本モデルでは，
前者を遷移，後者を更新と称している．植生の変化過程を更新と遷移に分けてモデル化し，
それぞれを更新モデル，遷移モデルとしている（図 5.2）． 
 
 
図 5.2 遷移と更新に分けた状態変化のイメージ 
t1 t2
時間t
解析グリッド
（5m×5m）
群落クラスタA
群落クラスタB
群落クラスタC
遷移モデル
更新モデル
比高，水際からの距離，
掃流力
更新年から次ステップ
までの経過年数
年最大流量
平水流量
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(3) PCC 動態モデルの計算フロー 
計算フローは，図 5.3 に示すとおりである．5m×5m の解析グリッドごとに，時間ステ
ップ t の群落クラスタ(t)に，更新モデル，遷移モデルの順に計算して，時間ステップ t+1
の群落クラスタ(t+1)を計算する．更新モデルには，攪乱強度を示す掃流力を，遷移モデル
には比高，水際からの距離，掃流力を用いて計算する．裸地からの遷移については，更新
年からの経過年数（図 5.2）も用いる．遷移モデルでは，複数の変数による確率の合計値を
遷移確率とし，遷移確率が最大となる系列に遷移する．更新モデルでは，更新確率が 0.5 以
上となる場合に，更新（＝裸地化）する． 
 
 
 
 
 
 
図 5.3 計算フロー 
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5.2.3 遷移モデル 
(1) 遷移過程の設定 
遷移過程の抽出は，2 時期の群落クラスタを重ね合わせ，同一解析グリッド（5m×5m）
の経年変化をクロス集計し，その変化過程を抽出する（図 5.4）． 
遷移方向の植生変化は，クロス集計から抽出した遷移方向の植生変化に，更新後に遷移し
た植生変化を加えたものとなる．更新後に遷移した植生変化は，更新方向の植生変化を，
裸地への更新と裸地からの遷移に分割して抽出している（図 5.5）．洪水攪乱による受動的
な植生変化には様々な形態があるが，モデル構築に用いる水国データは 5 年間隔であるた
め，様々な更新形態を観察できない．従って，本モデルでは，必ず一度裸地になるという
極端な変化過程を仮定している（図 5.6）．具体的には，河畔林からヨシへの変化は，1 ス
テップ（5 年）経過する間に，一旦裸地化し，その後ヨシへ遷移したものと考え，河畔林か
ら裸地への変化（更新方向）と，裸地からヨシへの変化（遷移方向）に分割される． 
 
 
 
図 5.4 クロス集計のイメージ（2000 年と 2005 年の 2 時期を例として） 
 
 
図 5.5 更新方向の植生変化の分割イメージ 
 
 
図 5.6 更新方向の変化過程イメージ 
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なお，遷移と更新の区分は，群落クラスタが変化しない場合を含め前述した遷移の順番（裸
地，一年生草本，多年生草本，陽樹，陰樹）に合致するか否かで判断される．ただし，変
化前後が同じカテゴリー（例えば，多年生草本など）の場合は，掃流力の小さい群落クラ
スタへの変化を遷移方向としている． 
また，微細な遷移系列を除くため，各群落クラスタをごとに，その群落クラスタの遷移系
列全体の 3%未満となる遷移系列は棄却する． 
 
 
(2) 遷移確率の設定 
遷移モデルは，群落クラスタごとに作成されたサブモデルの集合体で構成される．各サ
ブモデルは，ある群落クラスタから，複数の遷移方向の群落クラスタへ変化する 1 対多
の系列で規定される． 
遷移確率の設定イメージを図 5.7 に示す．遷移確率は，系列別，変数別の確率を算出
し，系列 iで変数別確率を合計した値を系列 iの遷移確率とする．変数別の確率は，系列
別に整理した変数（比高など）の観測頻度を理論分布（確率密度関数）で表し，変数 X=x1
の時の系列 i=1,2…kの理論分布による頻度 nx1iを算出する．系列 i＝1 における変数 X=x1
の確率 px11は，px11＝nx11 / Σnx1iから求める． 
 
 
 
 
図 5.7 観測データの頻度分布に基づく遷移確率の設定イメージ 
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(3) 理論分布へのあてはめ 
比高，水際からの距離，掃流力は，頻度分布の形状が右裾広がりとなる場合が多いこと，
比高など負の値をとり得ることから，連続型の確率密度関数のうち，確率変数の上限と下
限に制約のない正規分布と ex-Gaussian 分布を用いている（図 5.8）．ex-Gaussian 分布
は，正規分布と指数分布を畳み込み積分したものである（式 5.1）．右裾広がりの分布を
表し（図 5.9），反応時間の解析などに用いられる 106)．式 5.1 の指数分布の形状を決める
パラメータであるτが小さくなると，正規分布に近づくため，正規分布との親和性も高い． 
𝑓(x |μ, σ, τ) =
1
𝜏√2𝜋
𝑒𝑥𝑝 (
𝜎2
2𝜏2
−
𝑥 − 𝜇
𝜏
) ∙ ∫ 𝑒𝑥𝑝 (−
𝑦2
2
) 𝑑𝑦           (式 5.1)
𝑥−𝜇
𝜎
−
𝜎
𝜏
−∞
 
μ，σ，τ：分布形状を規定するパラメータ 
ex-Gaussian 分布 f(x+y|μ,σ,τ)は，正規分布 f(x|μ,σ)と指数分布 f(y|τ)からなる 
 
正規分布あるいは ex-Gaussian 分布のどちらをあてはめるかは，頻度分布の歪度で判
断している．右裾広がり（歪度>0）の場合は ex-Gaussian 分布を，それ以外は正規分布
を適用している．これらの確率密度関数のパラメータは，観測データの頻度分布を基に，
最尤法を用いて推定している． 
更新年からの経過年数は，離散型の確率密度関数であること，変数の上限を計算ステッ
プの 5 年とする二項分布を適用している． 
 
 
図 5.8 主要な確率密度関数 
 
図 5.9 ex-Gaussian 分布と正規分布・指数分布の関係 
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5.2.4 更新モデル 
(1) 更新過程の設定 
更新過程の抽出は，遷移過程と同様に，2 時期の群落クラスタの重ね合わせとクロス集計
により抽出する． 
更新方向の植生変化は，裸地化の有・無の 2 系列で与えられる．変化後の群落クラスタ
が裸地であった場合と，2 時期の群落クラスタが同一であった場合を，それぞれ裸地化の
有・無としている．  
 
(2) 更新確率の設定 
更新確率は，掃流力を変数に遷移確率と同様に設定するが，遷移確率のように実データの
頻度ではなく，確率密度で表している．遷移確率の時と同じように実データの頻度にしな
い理由は，出水直後のデータを観測していないため，裸地化している観測データが少ない
ためである．また，データが少ない範囲（確率分布の両端の裾の部分で，掃流力が極端に
小さい又は大きい範囲）で，掃流力と更新確率に負の関係が見られる場合があったため，
そのように場合は，更新確率と掃流力が正の関係になるよう補正した（図 5.10）．  
 
 
 
図 5.10 更新確率が掃流力と非負の関係にならないよう補正したイメージ 
 
  
非更新
更新
非更新
更新
更
新
確
率
無次元掃流力
無次元掃流力 無次元掃流力
更
新
確
率
変数と正の関係に
なるよう補正 
第 5 章 遷移確率を考慮した PCC 動態モデルの開発 
83 
 
5.3 PCC 動態モデルの予測精度および一般性の検証 
5.3.1 研究の方法 
(1) 調査地 
調査地は，信濃川水系千曲川の長野県境から 67 ㎞～82 ㎞の区間（河床勾配 1/1060）と，
吉野川水系吉野川の河口から 17 ㎞～24 ㎞の区間（河床勾配 1/1,160～1/950）とした．両
区間は，澪筋の変化などが比較的小さいセグメント 2-1 区間である．区間の上流端に流量観
測所（杭瀬下：千曲川 82.5km 付近，中央橋：吉野川 25.3km 付近）があり，支川流入がな
く対象区間を同一流量で評価できる． 
千曲川は，降雨量が少なく，台風や前線による洪水を除き，流量が安定している．一方，
吉野川は，台風や前線による降雨が激しく，平常時の流量に対して，洪水時の流量が非常
に大きい攪乱強度の高い河川と位置づけられる．出現する植物群落も，千曲川の 29 群落に
対して，吉野川は 34 群落と多い． 
 
(2) PCC 動態モデルの作成 
PCC 動態モデルの構築は，水国の植生データと同時期の横断測量および流量データを用
いた．千曲川では，1994 年，1999 年，2004 年，2008 年，2013 年に水国の植生調査が実
施されており，1994 年～2004 年を群落クラスタ及び PCC 動態モデル作成用に，2004 年
～2013 年を PCC 動態モデルの予測結果の検証用とした．吉野川では，1995 年，2000 年，
2005 年，2010 年に水国植生調査が実施されており，1995 年～2005 年の水国データをモデ
ル作成に，2005 年～2010 年を予測結果の検証用とした． 
また，あてはめた理論分布への適合状況を検証するため，吉野川において，観測データか
ら無作為に 100 個を抽出し，コルゴモルースミルノフ検定を行った 107)． 
 
(3) PCC 動態モデルの予測精度の検証 
1) 評価対象年 
PCC 動態モデルの予測精度の検証は，予測検証期間の予測対象年の群落クラスタを用
いて実施した．図 5.11 に示す予測対象年における観測データ（水国）と，PCC 動態モデ
ルによる計算結果を比較検証した．千曲川では，2004 年を基準に 2008 年を予測した期
間Ⅰと，2008 年を基準に 2013 年を予測した期間Ⅱを用いて実施した．吉野川では，2005
年を基準に 2010 年を予測した． 
 
 
 
図 5.11 PCC 動態モデルの比較検証に用いた観測データと計算データ 
予測基準年 予測対象年
：観測データ（水国）
：モデルによる計算データ
比較検証
PCC動態モデル
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2) 評価基準 
PCC 動態モデルの評価基準を表 5.2 に示す．治水面からは，景観レベルの植生動態を
把握することで十分であるため，基準 1 が必要となる．環境面からは，典型性の視点か
ら基準 1 が必要となり，希少性の視点から基準 2 が必要となる．  
 
3) 検証方法 
基準 1 については，裸地，草地，樹林面積（以下，「景観面積」という）の百分率に，
観測データと計算データに相違があるか x2検定により比較した． 
基準 2 については，観測データと計算データの群落クラスタ面積を比較した．計算結
果による面積と観測データによる面積の差分を，観測データの面積で除して，割合に応じ
て 4 段階で評価（◎：0～25%，○：25～50%，△：50～75%，×：75%以上）した． 
また，一般的なモデルの予測精度を算出するため，観測データと計算データの一致する
グリッド数を全グリッド数で除したグリッド適合率も算出した．グリッド適合率は，群落
クラスタが一致する場合と，景観（裸地，草地，樹林）が一致する場合の 2 通りを算出
した． 
 
(4) PCC 動態モデル構築手法の一般性の検証 
千曲川と吉野川で作成した PCC 動態モデルを踏まえ，PCC 動態モデル構築手法の一般性
を考察した． 
 
(5) 物理環境の算出方法 
PCC 動態モデル作成に必要な物理環境（比高，水際からの距離，掃流力）の算出は，「第
4 章 群落クラスタの開発」と同じとした．具体的には，横断測量を内挿して作成した地形
データを用いて，平面二次元流計算により計算した．また，河床変動などの誤差を極力低
減し，モデルによる群落クラスタの動態再現に着目するため，河床変動と流量は，再現お
よび予測計算ともに，観測データを使用した．具体的には，河床変動は，計算年近傍の横
断測量を用いた．流量は，近傍の流量観測所である杭瀬下（千曲川）と中央橋（吉野川）
で観測された流量を用いた．掃流力は現地の表層土壌の粒径を勘案して，粒径 20mm で無
次元化した 
 
表 5.2 PCC 動態モデルの評価基準 
評価基準 治水面 環境面 
基準 1 河川でみられる典型的な植生（裸地，草地，樹林）の動
態再現 
✔ ✔ 
基準 2 成立要件が脆弱な希少植物群落の動態再現  ✔ 
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5.3.2 結果 
(1) PCC 動態モデルの作成 
1) 群落クラスタの設定 
千曲川では，裸地と草本群落は 5 個の群落クラスタに，木本群落は 2 個の群落クラス
タに類型化された．吉野川では，裸地と草本群落は，10 個の群落クラスタに，木本群落
は，3 個の群落クラスタに類型化された． 
 
図 5.12 千曲川の群落クラスタ 
 
図 5.13 吉野川の群落クラスタ 
堤防草地
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河原系草地
安定草地
ヨシ・オギ
系草地
ヤナギ林
河畔林
ヨシ系草地
陸域草地
堤防草地
裸地
攪乱性草地
半安定草地
オギ系草地
湿性草地
ススキ系草地
安定草地
攪乱性
ヤナギ林
ヤナギ林
河畔林
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2) 遷移過程の抽出 
遷移過程は，図 5.14 および図 5.15 に示すとおり抽出された．千曲川は，ヤナギ林へ
の遷移系列，ヨシ・オギ系への遷移系列，河畔林への遷移系列が多かった．吉野川もヤナ
ギ林への遷移系列が多かったが，オギ系草地を中心に複数の草本系の群落クラスタが複雑
な遷移過程を示していた．なお，吉野川の群落クラスタのうち，攪乱性ヤナギ林，堤防草
地，陸域草地は，2005 年以降に新たに検出された凡例のため過去データがない．従って，
2 時期のクロス集計ができないため，遷移過程から除外している．これらの群落クラスタ
の全体に対する面積割合は最大でも陸域草地の 0.2%であり，全体の分析には影響しない．  
 
 
図 5.14 千曲川の遷移過程 
 
 
図 5.15 吉野川の遷移過程 
木本類に至る系列草本類に至る系列
比
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3) 遷移・更新確率の設定 
右裾広がりの分布形状を示す観測データは，ex-Gaussian 分布をあてはめることで，確
率分布との適合状況が向上した（図 5.16）．千曲川における遷移系列別の理論分布へのあ
てはめ状況を表 5.3 に示す．多くの遷移系列で歪度＞0 となる右裾広がりの分布形状を示
し，ex-Gaussian 分布が適用された． 
全系列数に対して，コルゴモルースミルノフ検定により理論分布へ適合していない
（p<0.05）と判断された系列数が多いのは，半安定草地からの遷移などデータ数が少な
い系列と，更新年からの経過年数であった（表 5.4，図 5.17）． 
千曲川における各変数別の遷移確率の設定状況を図 5.18～図 5.19 に，更新確率を図 
5.20 に示す．吉野川における各変数別の遷移確率の設定状況を図 5.21～図 5.22 に，更
新確率を図 5.23 に示す． 
 
 
 
 
  
図 5.16 ex-Gaussian 分布による頻度分布の再現状況（千曲川の例） 
  
正規分布 ex-Gaussian 分布 
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表 5.3 確率密度関数のあてはめ状況（千曲川の例） 
 
遷移前PCC 変数 遷移後PCC 確率密度関数
裸地草地 ex-Gaussian分布
河原系草地 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
ヤナギ林 ex-Gaussian分布
裸地草地 ex-Gaussian分布
河原系草地 正規分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
ヤナギ林 ex-Gaussian分布
裸地草地 ex-Gaussian分布
河原系草地 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
ヤナギ林 ex-Gaussian分布
裸地草地 二項分布
河原系草地 二項分布
ヨシ・オギ系草地 二項分布
ヤナギ林 二項分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
安定草地 正規分布
ヤナギ林 ex-Gaussian分布
河畔林 正規分布
ヨシ・オギ系草地 正規分布
安定草地 ex-Gaussian分布
ヤナギ林 正規分布
河畔林 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
安定草地 ex-Gaussian分布
ヤナギ林 ex-Gaussian分布
河畔林 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
安定草地 ex-Gaussian分布
河畔林 正規分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
安定草地 ex-Gaussian分布
河畔林 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
安定草地 ex-Gaussian分布
河畔林 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
安定草地 正規分布
河畔林 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
安定草地 ex-Gaussian分布
河畔林 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
安定草地 ex-Gaussian分布
河畔林 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
堤防草地 正規分布
河畔林 正規分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
堤防草地 ex-Gaussian分布
河畔林 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
堤防草地 ex-Gaussian分布
河畔林 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
ヤナギ林 ex-Gaussian分布
河畔林 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 正規分布
ヤナギ林 正規分布
河畔林 ex-Gaussian分布
ヨシ・オギ系草地 ex-Gaussian分布
ヤナギ林 ex-Gaussian分布
河畔林 ex-Gaussian分布
比高 河畔林 正規分布
水際からの距離 河畔林 ex-Gaussian分布
掃流力 河畔林 ex-Gaussian分布
比高
水際からの距離
掃流力
裸地草地
更新年からの経過年数
比高
水際からの距離
掃流力
比高
水際からの距離
掃流力
河畔林
比高
水際からの距離
掃流力
比高
水際からの距離
掃流力
比高
水際からの距離
掃流力
河原系草地
ヨシ・オギ系草地
安定草地
堤防草地
ヤナギ林
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表 5.4 確率密度関数（理論分布）に適合した系列数（吉野川の例） 
 
 
 
 
図 5.17 適合状況の良い例（左）と悪い例（中・右） 吉野川 
  
比高
水際からの
距離
掃流力
更新
経過年数
裸地草地 0 0 0 0 4 117,852
攪乱性草地 3 3 3 - 5 412
湿性草地 0 2 2 - 2 70
オギ系草地 0 0 1 - 4 32,080
半安定草地 2 2 0 - 2 745
安定草地 0 0 1 - 4 29,153
ススキ系草地 0 0 0 - 1 78
ヨシ系草地 2 2 1 - 3 583
ヤナギ林 0 0 0 - 1 14,002
河畔林 1 1 1 - 1 177
　*コルゴモルースミルノフ検定
遷移前
群落クラスタ
理論分布に適合していない系列数* 全系
列数
解析
グリッド数
p=1.00 
R2=1.00
p=1.00 
R2=0.98
p=0.83 
R2=0.96
p=1.00 
R2=0.99
p=0.00 
R2=0.39
p=0.00 
R2=0.63
p=0.00 
R2=0.61
p=0.00 
R2=0.50
p=0.00
R2=0.66
p=0.00
R2=0.85
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図 5.18 遷移確率（千曲川） 1/2 
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図 5.19 遷移確率（千曲川） 2/2 
 
 
図 5.20 更新確率（千曲川） 
 
 
 
図 5.21 遷移確率（吉野川） 1/2 
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図 5.22 遷移確率（吉野川） 2/2 
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図 5.23 更新確率（吉野川） 
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(2) PCC 動態モデルの予測精度の検証（千曲川） 
1) 景観面積の x2検定 
景観面積の百分率の x2 検定の結果，予測対象年の観測データとモデルによる計算結果
には，期間Ⅰ（予測対象年2008年，p=0.529）および期間Ⅱ（予測対象年2013年，p=0.274）
ともに有意な差は見られなかった． 
一方，予測基準年（期間Ⅰ：2004 年，期間Ⅱ：2008 年）と予測対象年（期間Ⅰ：2008
年，期間Ⅱ：2013 年）の観測データを用いて，景観面積の百分率の x2検定を行った結果，
期間Ⅱ（p=0.038）については，有意な差があると判断された．期間Ⅰ（p=0.058）につ
いては，p 値が 0.05 を僅かに上回る程度であった． 
 
2) 群落クラスタ面積の面積比 
河川の典型的な植生である裸地，ヨシ・オギ系草地，ヤナギ林，河畔林は，期間Ⅰの河
畔林と期間Ⅱのヤナギ林を除き，計算データと観測データの面積差分は，観測データ面積
の 50%未満であった．一方，減少が続く河原系草地については，期間Ⅰおよび期間Ⅱと
もに観測データと計算データの差が大きかった（図 5.24，表 5.5）． 
 
 
 
 
図 5.24 観測データと計算データの面積比較（千曲川） 
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3) グリッド適合率 
群落クラスタの観測データと計算データのグリッド適合率は，期間Ⅰ（2004 年～2008
年）が 54.9%（表 5.6），期間Ⅱ（2008 年～2013 年）が 41.4%（表 5.7）であった．景
観のグリッド適合率は，期間Ⅰが 69.7%，期間Ⅱが 54.7%であった．モデルによる群落
クラスタの予測結果の一部を図 5.25 に示す．観測データでは，2004 年に，裸地草地や
ヤナギ林が分布しているが，2008 年には，ヨシ・オギ系草地が分布する．モデルによる
計算データでも，2008 年に，ヨシ・オギ系草地の分布が確認された．ただし，河原系草
地やまばらに分布するヤナギ林などは，再現出来ていなかった． 
 
表 5.5 予測対象年の観測データと計算結果の群落クラスタ面積比較（千曲川） 
群落クラスタ 
期間Ⅰ(2004 年～2008 年) 期間Ⅱ(2008 年～2013 年) 
評価 面積(ha) 評価 面積(ha) 
裸地草地 ○ 18.3 ◎ 46.4 
河原系草地 × 4.4 × 6.6 
ヨシ・オギ系草地 ◎ 121.1 ○ 96.7 
安定草地 △ 24.1 ○ 28.4 
堤防草地 ○ 20.4 ○ 24.0 
ヤナギ林 ○ 15.0 △ 22.3 
河畔林 × 14.1 ◎ 18.6 
（計算データの PCC 面積－観測データの PCC面積）／観測データの PCC面積 
◎：0～25%，○：25～50%，△：50～75%，×：75%以上 
 
表 5.6 予測結果別グリッド数（千曲川 期間Ⅰ：2004 年～2008 年） 
 
  
裸地草地
河原系
草地
ヨシ・オ
ギ系草地
安定草地 堤防草地 ヤナギ林 河畔林
裸地草地 2972 415 70 358 3 471 344 4633
河原系草地 76 47 5 128
ﾖｼ・ｵｷﾞ系草地 1443 653 2312 5232 567 1732 1464 13403
安定草地 112 225 2492 440 65 46 126 3506
堤防草地 5 186 1180 893 4140 48 76 6528
ヤナギ林 1456 216 1521 570 31 2081 301 6176
河畔林 209 50 2135 445 63 757 1179 4838
小計 6273 1745 9710 7985 4869 5140 3490 39212
裸地草地 239 3128 2 3369
河原系草地 229 229
ﾖｼ・ｵｷﾞ系草地 665 29509 18 30192
安定草地 7 1292 1639 2938
堤防草地 165 3282 40 3487
ヤナギ林 144 3408 851 4403
河畔林 8 980 2099 3087
小計 1063 38711 1639 3282 871 2139 47705
7336 1745 48421 9624 8151 6011 5629 86917
適合率：47705/86917=54.9%
2008年の群落クラスタ（観測データ）
合計
計算データ
と観測デー
タが不一致
計算データ
と観測デー
タが一致
合計
2004年の
群落クラスタ
（観測データ）
ケース
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表 5.7 予測結果別グリッド数（千曲川 期間Ⅱ：2008 年～2013 年） 
 
 
 
 
観測：観測データ（水国），計算：PCC動態モデルによる計算データ 
図 5.25 期間Ⅰの予測結果（千曲川） 
 
 
  
裸地草地
河原系
草地
ヨシ・オ
ギ系草地
安定草地 堤防草地 ヤナギ林 河畔林
裸地草地 4285 719 316 124 2043 176 7663
河原系草地 600 486 237 216 1 415 12 1967
ﾖｼ・ｵｷﾞ系草地 7249 913 7728 5701 652 3014 2318 27575
安定草地 904 246 3478 759 585 203 480 6655
堤防草地 79 210 592 784 3938 7 80 5690
ヤナギ林 1685 40 355 253 4 1524 485 4346
河畔林 147 27 429 447 88 423 1493 3054
小計 14949 2641 13135 8284 5268 7629 5044 56950
裸地草地 704 2620 76 3400
河原系草地 133 900 96 28 1157
ﾖｼ・ｵｷﾞ系草地 2424 19902 85 22411
安定草地 238 970 2988 2 4198
堤防草地 6 15 4314 16 4351
ヤナギ林 68 994 1119 2181
河畔林 52 135 2385 2572
小計 3625 25536 3084 4314 1310 2401 40270
18574 2641 38671 11368 9582 8939 7445 97220合計
適合率：40270/97220=41.4%
ケース
2008年の
群落クラスタ
（観測データ）
2013年の群落クラスタ（観測データ）
合計
計算データ
と観測デー
タが不一致
計算データ
と観測デー
タが一致
観測 
観測 計算 
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(3) PCC 動態モデルの予測精度の検証（吉野川） 
1) 景観面積の x2検定 
景観面積の百分率の x2 検定の結果，予測対象年の観測データとモデルによる計算結果
には，有意な差は見られなかった（予測対象年 2010 年，p=0.120）． 
一方，予測基準年（2005 年）と予測対象年（2010 年）の観測データを用いて，景観面
積の百分率の x2検定を行った結果，有意な差があると判断された（p=0.001）． 
 
2) 群落クラスタ面積の面積比 
河川の典型的な植生である裸地，オギ系草地，ヤナギ林，河畔林は，ヤナギ林を除き，
計算データと観測データの面積差分は，観測データ面積の 50%未満であった．一方，面
積が小さい湿性草地は観測データと計算データの差が大きかった（図 5.26，表 5.8）． 
 
3) グリッド適合率 
群落クラスタの観測データと計算データのグリッド適合率は，51.0%（表 5.9），景観
のグリッド適合率は 69.3%であった．モデルによる群落クラスタの予測結果の一部を図 
5.27 に示す．観測データでは，2005 年に裸地や半安定草地Ⅱであった箇所が，2010 年
には、オギ系草地やヤナギ林等によるモザイク状の植生景観となっている．一方，計算デ
ータでは，ヤナギ林の侵入状況やモザイク状の状態は再現できていない．ただし，右岸上
流の砂州におけるオギ系草地から半安定草地Ⅱへの遷移など，同一の群落クラスタがまと
まっている箇所は，観測データのとおり再現されていた． 
 
 
 
図 5.26 観測データと計算データの面積比較（吉野川） 
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第 5 章 遷移確率を考慮した PCC 動態モデルの開発 
98 
 
 
表 5.8 予測対象年の観測データと計算結果の群落クラスタ面積比較（吉野川） 
群落クラスタ 
2005 年～2010 年 
評価 面積(ha) 
裸地 ○ 70.4 
攪乱性草地 × 0.4 
湿性草地 × 0.2 
オギ系草地 ○ 60.4 
半安定草地 △ 4.9 
安定草地 ○ 54.0 
ススキ系草地 × 0.1 
ヨシ系草地 × 20.3 
ヤナギ林 ○ 39.6 
河畔林 ◎ 1.0 
（計算データの PCC 面積－観測データの PCC 面積）／観測データの PCC面積 
◎：0～25%，○：25～50%，△：50～75%，×：75%以上 
 
 
 
表 5.9 予測結果別グリッド数（吉野川 2005 年～2010 年） 
 
  
裸地
攪乱性
草地
湿性
草地
オギ系
草地
半安定
草地
安定
草地
ススキ
系草地
ヨシ系
草地
ヤナ
ギ林
河畔
林
裸地 1101 56 1 10489 97 1417 5 179 2567 15912
攪乱性草地 519 2 316 163 60 194 1254
湿性草地 24 4 22 9 59
オギ系草地 175 25 35 2419 724 2375 1 3327 4362 57 13500
半安定草地 259 45 2 1278 333 1448 2 800 768 4935
安定草地 9 10 12 1502 446 70 17 2727 2400 189 7382
ススキ系草地 6 81 87
ヨシ系草地 19 39 33 466 2 115 11 685
ヤナギ林 251 8 45 1573 165 1965 759 406 33 5205
河畔林 19 56 83 34 192
小計 2314 165 95 17646 1821 8063 25 7937 10855 290 49211
裸地 25194 3214 28408
攪乱性草地 2 9 11
湿性草地
オギ系草地 78 3302 3753 41 7174
半安定草地 135 1535 1670
安定草地 83 1 8248 8332
ススキ系草地
ヨシ系草地 196 196
ヤナギ林 475 4917 5392
河畔林 124 124
小計 25830 6517 137 13536 196 4967 124 51307
28144 165 95 24163 1958 21599 25 8133 15822 414 100518
2010年の群落クラスタ（観測データ）
合計
適合率：51307/100518=51.0%
ケース
2005年の
群落クラスタ
（観測データ）
合計
計算データ
と観測デー
タが不一致
計算データ
と観測デー
タが一致
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図 5.27 予測結果（吉野川） 
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5.3.3 考察 
(1) PCC 動態モデルの予測精度 
1) 景観面積 
景観面積の百分率の x2 検定の結果，千曲川および吉野川いずれも，予測対象年におけ
る PCC 動態モデルの計算結果と観測データには，有意な差は見られなかった．植生動態
は，前年の植生に影響を受ける．そこで，予測基準年と予測対象年の観測データ間でも，
同様に x2検定を行った結果，観測データ間の景観面積は，千曲川の期間Ⅰ（2004 年～2008
年）を除き，有意な差が確認された．有意な差が見られなかった千曲川の期間Ⅰも p 値
は，僅かに 0.05 を上回る状況であり（p=0.058），期間Ⅰの予測対象年の計算データと観
測データの p 値（p=0.274）を大きく下回る． 
以上を踏まえると，PCC 動態モデルは，河道内の物理環境変化に応答して，景観レベ
ルでは，観測データを適切に追従できていると考える．これは，治水面と環境面の典型性
に関しては，現在のPCC動態モデルで十分に河川管理に適用可能であることを示唆する．
治水面の管理では，一般的に，洪水時の水位を，準二次元不等流計算モデル 108)で計算す
る．準二次元不等流計算では，横断上に樹林地を死水域（洪水が流れない範囲）として設
定する必要がある．また，洪水時の流速に影響する粗度係数（河床の粗さを示す指標）は，
裸地，草地，樹林地で異なるため，景観面積の増減を踏まえてこれらの配置を横断上で調
整することで，将来想定される洪水に対する水位を算定することができるであろう．次に
環境面の管理では，景観面積の増減は，河道内の洪水攪乱状況を示す 1 つの指標となる．
多くの種を保全することを目的とする典型性の保全には，河川がもつ攪乱のプロセスを健
全な状態で維持することが重要となる 109)．従って，将来の景観面積の変動が，これまで
の変動と同程度維持されているかを把握することで，環境面の評価ができるであろう． 
 
2) 典型的な群落クラスタの面積比 
河川で典型的に見られる植生（裸地，イネ科の草本，樹林で面積の大きい植生）は，千
曲川では，裸地草地，ヨシ・オギ系草地，ヤナギ林，河畔林，吉野川では，裸地，オギ系
草地，ヤナギ林，河畔林が該当する．これらのうち，裸地と草本に関わる群落クラスタ（千
曲川の裸地草地，ヨシ・オギ系草地，吉野川の裸地，オギ系草地）は，計算データと観測
データの面積差分が，観測データ面積の 50%未満であった（表 5.5，表 5.8）．これらの
群落クラスタについては，観測データを概ね追従出来ていると考える． 
ヤナギ林と河畔林については，計算データと観測データの面積差分が，観測データ面積
の 50%を超えるケースがみられた（表 5.5，表 5.8）．これらの原因となる観測データと
の不一致グリッド数が多い系列は，表 5.10 のとおりであり，その植生変化は，（イ）樹
林から裸地，（ロ）樹林から草地，（ハ）裸地から樹林，（ニ）草地から樹林の 4 つに分類
される．  
（イ）樹林から裸地への植生変化は，更新確率に問題があったと考えられる．千曲川の
更新確率の設定に使用した実データは，図 5.28 のとおりである．更新（裸地化）した観
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測データが少なく，ヤナギ林の更新実態を十分に把握出来ていない可能性がみられる．ヤ
ナギ林の更新確率は，掃流力等を確率変数としたロジスティック曲線で表現されると考え
られるため，UAV 撮影による詳細なデータを基に精度を高める必要がある． 
（ロ）樹林から草地への植生変化は，更新モデルの仮定に問題があると考えられる．遷
移過程では，これらの遷移系列は設定されない（図 5.14，図 5.15）．従って，モデル上
では，更新モデルによって，ヤナギ林もしくは河畔林から一旦裸地化し，その後にオギ系
草地などに遷移しなければならないが，実現象では，洪水攪乱によって裸地化しないもの
の草地に変化する場合が想定される．観測データの間隔にあわせて計算ステップを 5 年
単位としている現状においては，より柔軟に植生変化が生起する遷移過程に修正する必要
が示唆される． 
 
表 5.10 観測データと不一致となる解析グリッド数が多い系列 
 
 
 
 
図 5.28 ヤナギ林の更新確率設定に用いた実データ（千曲川） 
  
予測基準年 予測対象年 不一致 一致
ヤナギ林 裸地草地 1685 68 ●
裸地草地 ヤナギ林 2043 76 ●
ヨシ・オギ
系草地
ヤナギ林 3014 85 ●
河畔林
ヨシ・オギ
系草地
2135 980 ●
ヨシ・オギ
系草地
河畔林 1464 0 ●
不一致：観測データと計算データのが不一致，一致：観測データと計算データが一致
観測データとの
乖離が大きい
群落クラスタ
河川
群落クラスタ
（観測データ）
グリッド数
植生変化パターン
樹林
→裸地
樹林
→草地
裸地
→樹林
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(期間Ⅰ)
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（ハ）裸地から樹林への植生変化は，裸地への植生侵入過程のモデル化手法に問題があ
る可能性を示唆する．裸地へ侵入する植生は数が多く，種子等の漂着など物理環境以外の
要因が影響している可能性が高い．一方，本モデルでは，最大遷移確率となる系列に遷移
するルールとなっているため，千曲川ではヨシ・オギ系草地に遷移するパターンが支配し，
吉野川では裸地が維持されるパターンが圧倒的に多くを占める結果となった（表 5.6，表 
5.7，表 5.9）．裸地への植生侵入を遷移確率の大きさに応じて実施する，あるいは現在の
変数以外の影響要因を用いて詳細にモデル化するなどの対策を講じる必要があると思わ
れる． 
（ニ）草地から樹林への植生変化は，（ハ）裸地から樹林への植生変化と同様に，遷移
ルールに問題があると考えられる．通常，草地から樹林に遷移する割合は，草地から草地
に遷移する割合と比べて多くない．このような場合，例えば草地の維持が優勢となり，遷
移確率が小さい草地から樹林への変化が反映されないことが考えられる．従って，遷移確
率の大きさに応じた遷移を実施する必要がある．また，周辺にヤナギ林等がある場合は，
遷移する確率が高まると考えられるため，境界条件のような指標を用いて詳細にモデル化
するなどの対策も有効と思われる． 
 
3) 希少な群落クラスタの面積比 
河川でみられる希少な植生（一年生草本や湿地など河川特有の植生）は，千曲川では，
河原系草地，吉野川では，攪乱性草地，湿性草地が該当する．これらは，いずれも計算デ
ータと観測データの面積差分が，観測データ面積の 50%を大きく超えた（表 5.5，表 5.8）．
これらの群落クラスタは，いずれも植生面積が小さい．そのため，他の系列に比べて遷移
確率が小さくなるため，植生変化が反映されない．これらに対応するためには，遷移確率
の大きさに応じた遷移を実施する必要がある． 
 
4) グリッド適合率 
群落クラスタのグリッド単位の適合率は，千曲川の期間Ⅰが 54.9%，期間Ⅱが 41.4%，
吉野川が 51.0%であった．空間指標を景観まで解像度をあげて，適合率を算出すると，
それぞれ 69.7%，54.7%，69.3%となり，いずれも群落クラスタのグリッド適合率を上回
る．さらに，千曲川（期間Ⅰ）と吉野川の景観のグリッド適合率は，ほぼ同じであるにも
関わらず，群落クラスタのグリッド適合率は，千曲川（期間Ⅰ）の方が 3.9%高い．これ
は，吉野川の群落クラスタ数（=10 個）が，千曲川の群落クラスタ数（=7 個）よりも多
いことが要因の一つである可能性がある．これらは，グリッド適合率を評価する際は，空
間指標の数や解像度を考慮する必要があることを示唆する． 
千曲川（期間Ⅱ）は，群落クラスタおよび景観ともに，グリッド適合率が他の予測期間
を大きく下回る結果となった．各予測期間の景観面積と年最大流量の経年変化をみると，
千曲川（期間Ⅰ）は，予測対象年（2008 年）の 1～2 年前に出水があり（図 5.29），そ
の後は出水がなかったため，回復の遅い樹林面積は減少し，草地面積が拡大したものと考
えられる（図 5.30）．吉野川は，予測対象年（2010 年）の前に大きな出水がなかったた
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め（図 5.29），裸地面積が減少し，樹林面積が増加したものと考えられる（図 5.30）．一
方，千曲川（期間Ⅱ）は，予測対象年（2013 年）の前には出水がなく，予測対象年に大
きな出水がある．景観面積は，樹林と裸地が両方増加している．これらから，出水のない
期間に樹林地が拡大・定着が強固なものとなり，大出水はあったものの樹林は裸地化せず，
水際部のみ裸地化したものと推定される．本モデルは，更新の有無を，ある年の掃流力で
判断しているが，それ以前に継続して発生した渇水年の影響は考慮していない．渇水年に
よって樹林地の定着が強固になったことが，樹林と裸地が両方増加した要因であれば，今
後モデル改善に向けて，樹林地が受けた攪乱の累積値や樹木の生長などを考慮する必要が
あるだろう． 
 
 
 
図 5.29 年最大流量の経年変化（左：千曲川，右：吉野川） 
 
 
図 5.30 予測期間の景観面積割合 経年変化 
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(2) PCC 動態モデルの一般性 
河道特性の異なる千曲川と吉野川で PCC 動態モデルを作成した結果，群落クラスタおよ
び群落クラスタの遷移過程は，いずれも異なるものとなった（図 5.12，図 5.13，図 5.14，
図 5.15）．従って，今回適用した河川のように，気候等が大きく異なる河川においては，各
河川の現地データで作成した PCC 動態モデルを適用する必要がある． 
一方，今回の PCC 動態モデル構築に用いた横断測量，流量，水国の植生調査は，全国 109
の一級水系の直轄管理区間であれば，全て整備されているデータである．横断測量は，河
床形状が大きく変化する出水を勘案して，5 年程度の間隔で実施される．流量観測は，固定
された観測所で連続的に測定されている．水国の植生調査は，1990 年（平成 2 年）頃より，
概ね 5 年間隔で調査が実施されている．これらのデータは，今後も継続的に調査，蓄積さ
れていくデータである． 
千曲川と吉野川の PCC 動態モデルは，いずれも景観面積レベルでは，観測データを追従
できていること，PCC 動態モデル構築に必要なデータは，全国の河川で整備されているこ
とから，本モデルの一般性は高いと考える． 
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5.4 モデル作成用データが PCC 動態モデルに与える影響の検証 
5.4.1 研究の方法 
(1) 調査地および対象データ 
調査地は，信濃川水系千曲川の長野県境から 67 ㎞～82 ㎞の区間（河床勾配 1/1060）と
した．千曲川では，1994 年，1999 年，2004 年，2008 年，2013 年に水国の植生調査が実
施され，対象 3 河川で最も多く植生データが存在することから対象とした．また，当該区
間は，澪筋の変化などが比較的小さいセグメント 2-1 区間であり，植生遷移に着目できるこ
と，区間の上流端に杭瀬下観測所（82.5km 付近）があり，支川流入がなく対象区間を同一
流量で評価できることから対象とした．また，地形および流量は，上記のの植生データと
同年代の横断測量および流量データを用いた． 
対象データを，1994 年～2004 年と 2004 年～2013 年に分割し，前者を群落クラスタ及
び PCC 動態モデル作成用，後者を PCC 動態モデルの再現結果の検証用とした．変化ルー
ル作成のため，群落クラスタ及び PCC 動態モデル作成用データは，2 時期以上のデータを
基本とし，表 5.11 に示す 4 ケースとした．作成した 4 つの PCC 動態モデルを用いて，2004
年～2008 年，2008 年～2013 年の植生動態を予測した．なお，モデル作成用データの違い
に着目するため，基本物理指標を算出する際の平面二次元流計算では，河床変動は計算せ
ず，計算年近傍の横断測量を用いた．また，掃流力は粒径 20mm で無次元化した． 
 
(2) モデル作成用データの影響検証 
1) 群落クラスタ 
5 時期（1994 年～2013 年）の植生データで作成した群落クラスタ（以下，「5 時期 PCC」
という．）を正とし，4 つのモデルで作成される群落クラスタの種類と植物群落の構成に
ついて，その相違を比較した．なお，筆者らは，5 時期 PCC を現地確認し，表層土壌材
料の類似性等の視点からその妥当性を確認している 110)． 
 
2) 群落クラスタの変化ルール 
変化ルールに用いる遷移系列は，主要な系列が抽出され，かつ段階的に遷移する過程が
表現されることが望ましい．従って，モデル別に，遷移系列数と 1 系列あたりの平均遷
移値を比較した．平均遷移値は，遷移先までの最短経路（隣接する群落クラスタへの遷移）
を経由した場合の経路数（例えば，2 つ隣りの群落クラスタへの遷移は 2 とする）の累計
値を系列数で除して算出した． 
表 5.11 モデル別使用データ一覧 
 
1994 1999 2004 2008 2013
(H6) (H11) (H16) (H20) (H25)
A ● ● ○ ○
B ● ● ○ ○
C ● ● ○ ○
D ● ● ● ○ ○
model
●：PCC及びPCC動態モデル作成用，○：予測結果検証用
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3) PCC 動態モデル 
モデル別の 2008 年及び 2013 年の予測結果と，同年の水国の観測データを比較検証し
た．具体的には，観測データと計算データの群落クラスタの面積を，景観面積に換算し，
x
2検定を行った．また，モデル別に，群落クラスタ面積について，観測データ（水国）と
計算データの差分を算出し，観測データの面積で除して，割合に応じてスコア化し（0～
25%：1 点，25～50%：0.5 点，50～75%：0.25 点，75%以上：0 点），比較した． 
 
5.4.2 結果 
(1) モデル作成用データが群落クラスタに及ぼす影響 
モデル別の群落クラスタを表 5.12 に示す．5 時期 PCC と同じ種類の群落クラスタが作
成されたのは，モデル C と D であり，モデル A は堤防草地が，モデル B は河原系草地が作
成されなかった．各群落クラスタを構成する植物群落について比較すると，5 時期 PCC と
構成植物群落の相違数が最も少なかったのは，モデル D，B，C，A の順であった． 
 
 
表 5.12 モデル別群落クラスタ作成状況 
 
A B C D
自然裸地 G1 G1 G1 G1
ﾂﾙﾖｼ群集
ｼﾅﾀﾞﾚｽｽﾞﾒｶﾞﾔ群落 G3 G3 G3 G3
ｶﾜﾗﾖﾓｷﾞ-ｶﾜﾗﾊﾊｺ群落 G2 G5 G2 G2
ｵｵｲﾇﾀﾃﾞ-ｵｵｸｻｷﾋﾞ群落 G3 G3
ﾖｼ群落 G3 G3
ｾﾘ-ｸｻﾖｼ群集
ｸｽﾞ群落
ｵｷﾞ群落
ｶﾅﾑｸﾞﾗ群落 G4
ｾｲﾀｶｱﾜﾀﾞﾁｿｳ群落
ﾒﾋｼﾊﾞ-ｴﾉｺﾛｸﾞｻ群落 G4
ﾖﾓｷﾞ-ﾒﾄﾞﾊｷﾞ群落 G2 G2 G2
ｱﾚﾁｳﾘ群落 G4 G4
ｶﾓｶﾞﾔ-ｵｵｱﾜｶﾞｴﾘ群落 G3 －
ﾋﾒﾑｶｼﾖﾓｷﾞ-ｵｵｱﾚﾁﾉｷﾞｸ群落 G4 G4
ｵｵﾌﾞﾀｸｻ群落
ﾒﾏﾂﾖｲｸﾞｻ-ﾏﾙﾊﾞﾔﾊｽﾞｿｳ群落
ｵﾆｳｼﾉｹｸﾞｻ群落 G3 G5 G5 G5
ﾀﾁﾔﾅｷﾞ群集 F1 F1 F1 F1
ｶﾜﾔﾅｷﾞ群落
ｺｺﾞﾒﾔﾅｷﾞ群集 F2 F2 F2
ｵﾆｸﾞﾙﾐ群落 F2
ﾊﾘｴﾝｼﾞｭ群落
7 4 6 3
G1：裸地草地，G2：河原系草地，G3：ﾖｼ・ｵｷﾞ系草地，G4：安定草地
G5：堤防草地，F1：ヤナギ系樹林，F2：河畔林，－：出現なし
※点線区分は，5時期PCCの区分を示す
5時期PCCとの相違数
大区分 群落名 model
草本群落
木本群落
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(2) モデル作成用データが群落クラスタの変化ルールに及ぼす影響 
1) 遷移系列 
モデル別の遷移系列を図 5.31 に示す．系列数は，モデル C と D が多く，平均遷移値
は，モデル A と D が少なかった． 
 
2) 遷移・更新確率 
頻度分布と遷移確率の一例として，裸地草地を始点とする系列の遷移確率を図 5.32 に
示す．全モデルで，比高及び水際からの距離と，自然裸地の遷移確率が負，ヨシ・オギ系 
 
 
図 5.31 モデル別遷移系列 
 
図 5.32 観測データの頻度分布と遷移確率（例：裸地草地からの遷移） 
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草地への遷移確率が正の関係を示した．掃流力は，ヤナギ林への遷移確率と正の関係を示
した．経過年数は，モデル C 以外は，ヨシ・オギ系草地と正の関係を示したが，モデル
C は，裸地草地と正の関係がみられた． 
次に，ヨシ・オギ系草地，安定草地，ヤナギ林，河畔林の更新確率を図 5.33 に示す．
安定草地を除く群落クラスタでは，無次元掃流力が大きくなっても更新確率が 1 になら
ない場合が見られた．また，モデル C のヤナギ林は，他のモデルと比較して，更新する
確率が高い結果となった． 
 
(3) モデル作成用データが PCC 動態モデルに及ぼす影響 
1) 景観面積の構成比 
観測データと計算データの景観の面積比（百分率）を，x2検定で比較した結果を表 5.13
に示す．モデル A と C は，p 値が 0.05 未満となり，観測データとモデルによる計算デー
タとの間に有意な差が認められたが，モデル B と D は，p 値が 0.05 を上回り，観測デー
タと計算データの間に有意な差は認められなかった．  
 
 
 
 
図 5.33 主要群落クラスタの更新確率 
 
表 5.13 景観面積の観測データと計算データの x2検定 
  
  
A B C D
2008年 <0.001** 0.154 <0.001** 0.529
2013年 <0.001** 0.544 <0.001** 0.274
**：p<0.01，*：p<0.05
model予測
対象年
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2) 群落クラスタの構成比 
モデル別群落クラスタの予測結果を図 5.34 に示す．モデル A では，裸地草地と予測し
た面積が観測データよりも大きかった．モデル B では，ヨシ・オギ系草地と予測した面
積が観測データよりも大きかった．モデル C では，ヤナギ林と予測した面積が観測デー
タよりも多かった．モデル D では，ヨシ・オギ系草地と予測した面積が観測データより
も多かった．  
群落クラスタ別の観測データと計算データの乖離を表 5.14 に示す．群落クラスタ別で
は，河原系草地がモデルで適切に予測されず，観測データの面積との乖離が大きかった．
モデル別では，モデル B と D のスコアが良かった．年代別では，2008 年～2013 年の方
が，平均スコアが高かった． 
 
 
 
図 5.34 群落クラスタ構成比 
 
表 5.14 群落クラスタ別面積の観測データと計算データの乖離 
 
A B C D A B C D
裸地草地 × △ × ○ × ◎ ◎ ◎
河原系草地 × - × × × - × ×
ﾖｼ・ｵｷﾞ系草地 ○ × ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ○
安定草地 △ △ × △ ○ ◎ × ○
堤防草地 - ○ ○ ○ - ○ △ ○
ヤナギ林 △ ◎ × ○ × ○ × △
河畔林 ◎ ○ ◎ × ○ ◎ ○ ◎
モデル別スコア 2.0 2.5 2.0 2.8 2.0 5.0 2.8 3.8
年代別スコア
（計算データの面積-観測データの面積）／観測データの面積
◎：0%～25%・1点，      ○：25%～50%・0.5点，
△：50%～75%・0.25点，×：75%以上・0点，－：PCC未検出
群落クラスタ
期間Ⅰ(2004～2008年) 期間Ⅱ(2008年～2013年)
2.3 3.4
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5.4.3 考察 
(1) モデル作成用データが群落クラスタに及ぼす影響 
モデル B は，河原系草地が類型化されなかった（表 5.12）．これは，モデル B が，河原
系草地が多く残存していた 1994 年データを含んでいないためと考えられる．また，モデル
A は，堤防草地が類型化されなかった．これは，調査年が古いモデル A のデータは，調査
範囲が狭く，堤防草地が十分調査されていないためと思われる． 
 
(2) モデル作成用データが群落クラスタの変化ルールに及ぼす影響 
1) 遷移系列 
モデル A と B は，系列数が他のモデルよりも少なかった（図 5.31）．これは，モデル
作成用データが 2 時期であったことが要因と思われる．一方，同じ 2 時期のデータを用
いたモデル C は，3 時期のデータを用いたモデル D と同じ 14 系列数が抽出されたが，平
均遷移値はモデル D よりも高かった．これは，モデル作成用データの調査間隔が 10 年と
長いことが要因と思われる． 
 
2) 遷移・更新確率 
裸地草地からの遷移確率は，比高が高く，水際から遠くなるほど裸地化する確率が低下
し，ヨシ・オギ系草地となる確率が上昇するなど，全体的に実態と合致する傾向を示した
（図 5.32）．しかし，モデル C の経過年数に応じた遷移確率が他のモデルと大きく異な
っていた．これは，モデル C に用いたデータが 10 年間隔であるため，更新が発生した現
象を適切に捉えられず，更新年からの経過年数が実態と乖離していた可能性が考えられる．  
また，モデル C のヤナギ林の更新確率が他のモデルより高い傾向を示した（図 5.33）．
これは，モデル C に用いたデータが 10 年間隔であるため，攪乱域に生育するヤナギ林の
更新実態を十分把握できていない事が考えられる． 
 
(3) モデル作成用データが PCC 動態モデルに及ぼす影響 
モデル A と C の予測精度が低かった（表 5.13，表 5.14）．モデル A は，経過年数によ
る裸地草地への遷移確率がモデル B や D よりも高く（図 5.32），実際よりも裸地草地箇所
が多くなったことが精度低下の要因と考えられる．モデル C は，モデル作成用データの間
隔が 10 年であるため，遷移確率及び更新確率の精度が悪かったことが要因と考えられる．
モデル B と D の予測精度は，モデル A と C に比べて良かったが，モデル B は 2008 年と
2013 年で予測精度の差が大きかった（表 5.14）．これは，群落クラスタの精度によると考
えられる．モデル B では，他のモデルでヨシ・オギ系草地に属する一部の植物群落が安定
草地に属するため（表 5.12），ヨシ・オギ系草地が拡大する傾向にある 2008 年は，適切な
予測がなされなかったと思われる．モデル D は，他のモデルと比較して予測精度が良かっ
たが，2008 年と 2013 年の予測において，実績よりもヨシ・オギ系草地が過大，ヤナギ林
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と堤防草地が過小という共通の傾向を示し，これらの遷移系列の状態遷移に改良の余地が
あることが示唆される． 
 
(4) 総合評価 
遷移については，水国データから作成した群落クラスタの変化系列を使用し，実態に合致
した遷移確率の傾向が得られ，遷移方向の変化ルールを定義することに対し，本研究で用
いた水国データは有効と考える．一方，更新については，水国データ等から得られた更新
確率は，更新確率と掃流力に負の関係がみられるなど実態と合致しない部分があった．こ
れは，5 年間隔の水国データでは，洪水による植生破壊状況を十分に観察できていないこと
が理由の一つと考えられ，更新方向の変化ルールの定義に水国データを用いる際は留意す
る必要があると思われる． 
次に，モデル作成用データの違いが PCC 動態モデルに及ぼす影響について述べる．モデ
ル作成用の水国データが異なる 4 つのモデルの総合評価結果を表 5.15 に示す．古い年代か
ら 2 時期のデータを用いたモデル A は，群落クラスタ，変化ルール，PCC 動態モデル全て
の項目において精度が悪かった．水国データの精度が良い新しい年代から 2 時期のデータ
を用いたモデル B は，PCC 動態モデルの再現結果は良かった．しかし，過去の希少なデー
タがなく，群落クラスタに河原系草地が再現されなかった．10 年間隔のデータを用いたモ
デル C は，平均遷移値が大きい，すなわち大きな変化を捉えてしまい，PCC 動態モデルの
再現結果が良くなかった．3 時期のデータを用いたモデル D が最も総合評価が高かった．
これらは，水国データを用いて，群落クラスタおよび PCC 動態モデルの精度を向上させる
ためには，過去のデータや近年のデータのみならず，過去から近年のデータを 5 年間隔で
蓄積し用いることが重要であることを示唆するものと考える． 
 
 
表 5.15 モデル間の総合評価 
 
  
1994 1999 2004 種類
植物群落
構成
系列
数
平均
遷移値
景観面積
構成比
PCC別
面積比
A ● ● × × × ○ × ×
B ● ● × ○ × × ○ ○
C ● ● ○ × ○ × × ×
D ● ● ● ○ ○ ○ ○ ○ ○
　●：モデル作成に使用，○：上位2モデル，×：下位2モデル
model
データ調査年 PCC 変化ルール PCC動態モデル
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5.5 結語 
本章では，第 4 章で開発した群落クラスタを用いて，遷移確率を考慮した植生動態モデル
「PCC 動態モデル」の開発を行い，現地データを用いたモデルに付随する「問題 1：モデル
構築対象区域外に適用できない」，「問題 2：モデルの挙動はモデル作成に用いた現地データに
依存する」という 2 つの実用面の問題に対処する方策を検討した．問題 1 に対応するため，
河道特性の異なる千曲川と吉野川で PCC 動態モデルを作成し，モデルの予測精度及び一般性
の検証を行った．問題 2 に対応するため，水国の植生調査が既に 5 時期（1994 年，1999 年，
2004 年，2008 年，2013 年）実施されている千曲川を対象に，モデル作成用データがモデル
に与える影響を検証した． 
PCC 動態モデルは，計算ステップを 5 年とし，現在ステップの群落クラスタと物理環境を
基に，次のステップの群落クラスタを予測する．予測計算は，解析対象範囲をカバーする 5m
×5m の解析グリッドごとに行われる．遷移モデルと更新モデルから構成され，これらは，時
間経過に応じた能動的な植生変化と，洪水攪乱による受動的な植生変化に対応している（図 
5.2）．遷移モデルは，群落クラスタごとに構成され，ある群落クラスタから，複数の遷移方向
の群落クラスタへ変化する 1 対多の系列で規定される．遷移モデルは，比高，水際からの距
離，掃流力，更新（洪水による裸地化）年からの経過年数を変数として遷移確率を算出し，
最大の遷移確率となる系列に変化する．ただし，更新年からの経過年数は，裸地からの遷移
のみ用いる．遷移確率は，系列別，変数別の確率を算出し，系列 iで変数別確率を合計した値
を系列 iの遷移確率とする．変数別の確率は，系列別に整理した変数（比高など）の観測頻度
を理論分布（確率密度関数）で表し，変数 X=x1 の時の系列 i=1,2…k の理論分布による頻度
nx1iを算出する．系列 i＝1 における変数 X=x1 の確率 px11は，px11＝nx11 / Σnx1iから求める（図 
5.7）．更新モデルは，掃流力を変数として更新確率を算出し，0.5 以上となる場合に更新する．
更新確率も遷移確率と同様に算出するが，裸地化した観測データが少ないため，頻度ではな
く確率密度で計算している点が異なる．理論分布へのあてはめは，比高，水際からの距離，
掃流力は，頻度分布の形状が右裾広がりとなる場合が多いこと，比高などマイナス値をとり
得ることから，連続型の確率密度関数のうち，確率変数の上限と下限に制約のない正規分布
と ex-Gaussian 分布を用いている（図 5.8，図 5.9）．更新年からの経過年数は，離散型の確
率密度関数であることから，変数の上限を計算ステップの 5 年とする二項分布を適用してい
る． 
以上の考え方を，河道特性の異なる千曲川と吉野川に適用し，各河川の PCC 動態モデルを
作成した．千曲川では，1994 年，1999 年，2004 年の水国植生図をモデル作成に使用し，2004
年～2008 年（期間Ⅰ）と 2008 年～2013 年（期間Ⅱ）を予測検証用とした．吉野川では，1995
年，2000 年，2005 年の水国植生図をモデル作成に使用し，2005 年～2010 年を予測結果の検
証用とした．コルゴモルースミルノフ検定の結果，遷移確率設定の際に，遷移系列別にあて
はめた観測頻度の理論分布は，データ数が少ない場合と更新年からの経過年数を除き，概ね
適合していた．予測結果の検証は，予測対象年（例えば，吉野川では 2010 年となる）の水国
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による観測データと，モデルによる計算データを比較した．モデルの評価基準は，治水面及
び環境面（典型性）から基準 1，環境面（希少性）から基準 2 を設定した．  
・基準 1：河川でみられる典型的な植生（裸地，草地，樹林）の動態再現 
・基準 2：成立要件が脆弱な希少植物群落の動態再現 
これらの基準を評価するため，景観面積（裸地，草地，樹林）と群落クラスタ面積，グリ
ッド適合率（解析グリッドごとの一致率）の 3 つの視点で検証した．予測対象年の景観面積
は，千曲川及び吉野川ともに観測データと計算データに有意な差（x2検定）は見られなかった．
群落クラスタ別面積のうち，河川でみられる典型的な植生（裸地，ヨシ・オギ系草地，ヤナ
ギ林，河畔林）の動態を比較した結果，裸地と草本に関わる群落クラスタは，概ね観測デー
タに追従していたが，樹林に関わる群落クラスタは，観測データとの乖離がみられた．樹林
に関わる植生変化は，草地に比べて変化速度が遅く，生物間相互作用の影響が大きく影響し
ている可能性が考えられた．さらに，乖離の大きい系列の要因分析から，乖離が生じる理由
は次の 3 つに集約された． 
要因 1：洪水攪乱後に裸地化した箇所の観測データが少なく，更新モデルが適切に記述でき
ていない． 
要因 2：更新モデルの極端な仮定，すなわち更新方向の植生変化は，一旦裸地化して，その
後遷移するという条件が，実現象とあっていない． 
要因 3：本モデルでは，最大遷移確率となる系列に遷移するルールとなっているため，優占
する遷移パターン以外の植生変化が起こりづらい． 
これらの対策として，要因 1 については，UAV などを用いて詳細な更新過程のデータを取
得し，その更新確率をロジスティック曲線などで表すことが考えられる．要因 2 については，
裸地を経由せずに樹林から草地になるような遷移系列を設定することが考えられる．要因 3
については，遷移確率の大きさに応じた確率論的な遷移を行うことのほか，裸地への植生侵
入や，草地の一部が樹林に変化する際の条件を詳細モデルとして組み込むことが有効と考え
られる． 
群落クラスタ別面積のうち，河川でみられる希少な植生（河原系草地，湿性草地）の計算
データと観測データを比較した結果，いずれも大きな乖離が生じていた．これらの群落クラ
スタは，いずれも面積が小さく，他の系列に比べて遷移確率が小さくなるため，植生変化が
反映されづらい．これは，前述した要因 3 と同じである．さらに，グリッド適合率が低かっ
た予測対象年の景観面積の変動は，樹林地と裸地の両方が増加する傾向を示す場合であった．
モデルは，裸地の増加について観測データを追従していたが，樹林地の増加はあまり再現で
きていなかった．これは，予測対象年の前に数年間の渇水年が継続し，渇水年により樹林地
の定着が強固になっていた可能性が考えられ，今後のモデル改良にあたっての考慮すべき事
項の一つとして挙げられた． 
以上のとおり，現状においては，治水面と環境面の典型性を目的とした河川管理では，開
発した PCC 動態モデルは有効と考える．しかし，環境面の希少性評価などを目的に適用する
場合は，今後の改良が必要となってくるであろう．また，本モデルの一般性については，河
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道特性の異なる千曲川と吉野川で作成した PCC 動態モデルが一定程度の精度が確保されてい
ること，本モデルに使用するデータ（横断測量，流量，水国の植生図）は，全国 109 水系の
直轄管理区間では整備されていることから，一般性は高いと考える． 
次に，モデル形成用データが PCC 動態モデルに及ぼす影響について述べる．モデル形成用
データの影響検証は，群落クラスタの形成，群落クラスタの変化ルール，PCC 動態モデルの
予測精度の 3 つの視点で検討した．群落クラスタの形成では，減少している希少な植物群落
を群落クラスタとして抽出するためには，過去データが重要であるという結果が得られた．
遷移過程を抽出するためには，できるだけ長期間を，短い間隔で調査されたデータが有効で
あることがわかった．PCC 動態モデルの予測精度を向上させるためには，近年のデータが必
要であることを明らかにした． 
以上を踏まえると，治水面を目的とする場合は，近年のデータを重視して，PCC 動態モデ
ルを構築することが良いだろう．現状では，ほとんど確認されない植物群落を含まない方が，
PCC 動態モデルの精度は向上すると思われる．しかし，環境面，特に希少植物群落の評価を
行うためには，過去データが重要となる．その場合は，5 年間隔で蓄積された過去から近年の
データを用いることが重要であろう． 
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第6章 PCC 動態モデルの河川管理への適用に向けて 
6.1 序論 
第 1 章では，植生動態モデルの課題として，以下の 3 つを示した． 
課題 1：植物群落の形成を規定する微細な環境条件の再現 
課題 2：生物間相互作用による不確実性を伴う植生遷移の再現 
課題 3：不確実性を伴う将来流況への対応 
課題 1 と課題 2 については，それぞれ第 4 章および第 5 章において，群落クラスタおよび
PCC 動態モデルの開発とその導入により対応した．群落クラスタは，植物群落と景観の中間
的な空間スケールをもつ空間指標であり，物理環境との連関性向上と，複雑な植物群落な遷
移過程の簡略化に成功した．PCC 動態モデルは，変化ルールを，遷移確率で表現し，モデル
による予測結果は，裸地，草地，樹林といった景観（以下，「景観」という）レベルで観測デ
ータを追従するものであった．一方，これらの検討においては，今後の課題も見いだされた．
さらに，PCC 動態モデルを河川管理へ適用するためには，課題 3 への対応を行う必要がある．
以上を踏まえ，本章では，PCC 動態モデルを河川管理へ適用するにあたっての課題を整理し，
その対応策について議論する． 
6.2 節および 6.3 節では，それぞれ第 4 章の群落クラスタの開発と第 5 章の PCC 動態モデ
ルの開発において，抽出された課題を整理し，その対応策について考察を行う．次に，6.4 節
では，課題 3 である不確実性を伴う将来流況への対応方法について考察する． 
 
 
6.2 群落クラスタの課題と対応策 
6.2.1 群落クラスタの課題 
第 4 章における群落クラスタの開発に関する検討の中で，群落クラスタの課題として，次
の 2 つが挙げられた． 
（イ）群落クラスタの頑健性向上 
群落クラスタは，植物群落を類型化するものであるが，どのレベルで類型化するかは分
析者の主観に依存している．また，現地調査に基づき設定されるため，現地データの変動
の影響を受ける． 
（ロ）植物種との関係性把握 
今後，環境面の評価において群落クラスタを活用する場合，群落クラスタと構成される
植物種との関係性を把握しておく必要がある． 
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6.2.2 群落クラスタの課題に対する対応策 
(1) 群落クラスタの頑健性向上 
類型レベルの定量化については，4.5 節において，定量化手法を示した．分析者の主観と
の類似性が高く，対象 3 河川に適用した結果，群落クラスタ数に大きな違いは見られなか
った． 
現地データの変動の影響については，5.4 節において，千曲川を対象に，群落クラスタ作
成に用いる現地データを，過去データから複数パターン設定し，現地データの違いが群落
クラスタ形成に及ぼす影響を明らかにした．これらの結果から，減少する植物群落に関連
する群落クラスタを抽出するためには，過去データを用いることが重要であり，各群落ク
ラスタを構成する植物群落の妥当性向上には，近年のデータが含まれることが重要である
傾向が示された．これは，植物群落の希少性と典型性に関わっていると考えられる．すな
わち，希少性を評価するためには，過去データが重要であるが，典型性を評価するために
は，最新データが重要となる．千曲川の事例では，3 時期の河川水辺の国勢調査 83)（以下，
「水国」という）のデータを用いた群落クラスタは，5 時期の水国データを用いた群落クラ
スタと概ね一致した．全国 109 水系の直轄管理区間において 5 年間隔で調査が進む水国植
生調査は，現在，4 巡目が終了して 5 巡目が実施されている．千曲川の事例を踏まえると，
4 時期～5 時期の現地データを用いて，群落クラスタを作成すれば，頑健性の高い群落クラ
スタが作成できると想定されるが，外来種の侵入や降水現象が変化した場合に備えて，定
期的な群落クラスタの見直しを行う必要があるだろう． 
また，現在の群落クラスタ作成に用いる物理環境指標は，観測データの頻度分布から四
分位（25%値，50%値，75%値）を抽出して，クラスタ分析の説明変数としている．PCC
動態モデルの遷移確率の設定時と同様に，観測データの頻度分布を理論分布で表し，四分
位を設定することも，頑健性を高める方策の一つとして考えられる． 
 
(2) 植物群落との関連性把握 
生物多様性保全といった環境面から河川植生を評価する場合，典型性と希少性の 2 つの
視点が必要である．典型性については，主要な群落クラスタが変動するプロセスが確保さ
れ，変動幅が過去と比較して同程度で維持されているかが重要となる 109)．典型性について
は，現状の PCC 動態モデルにおいて，評価可能と考える．一方，希少性については，希少
植物の存在確率を求め，絶滅リスクを評価する必要がある．そのためには，群落クラスタ
が，植物群落や植物種と階層構造をなす利点に着目し，群落クラスタと希少な植物種の関
係を把握することが重要である．これらの関係が，現地調査等によって把握されれば，希
少種の存在確率は，式 6.1 に示す条件付き確率によって求めることができる． 
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𝑃(𝛼) =
𝑃(𝛼 | 𝐴) ∙ 𝑃(𝐴)
𝑃(𝐴 |𝛼)
                     (式 6.1) 
𝑃(𝛼)：希少種 α の存在確率， 𝑃(𝐴)：群落クラスタ A の存在確率， 
𝑃(𝛼|𝐴)：群落クラスタ A に希少種 α が存在する確率， 
𝑃(𝐴|𝛼)：希少種 α が群落クラスタ A で確認される確率 
P(A)は，PCC 動態モデルで把握することができる．P(α|A)は，群落クラスタ A を構成す
る植物群落の群落組成調査から把握することができる．P(A|α)は，希少種確認調査位置と同
時期の植生図から把握することができる． 
 
 
 
6.3 PCC 動態モデルの課題と対応策 
6.3.1 PCC 動態モデルの課題 
第 5 章における PCC 動態モデルの開発に関わる検討の中で，PCC 動態モデルの課題とし
て，次の 4 つが挙げられた． 
（イ）更新モデルの精度向上 
水国の植生調査は 5 年間隔であるため，更新状況を十分に観測できていない可能性があ
る． 
（ロ）更新過程における実現象の反映 
現行の PCC 動態モデルの更新過程は，洪水攪乱を受けて更新する場合は，一旦，裸地化
することを仮定している．しかし，実際には必ずしも裸地化していない場合も考えられ，
実態と不整合が生じている可能性がある． 
（ハ）非優占遷移系列の表現 
現行の PCC 動態モデルでは，最大遷移確率となる系列に遷移するルールとなっているた
め，優占する遷移パターン以外の植生変化が起こりづらくなっている．  
（二）樹木の生長過程の反映 
草本群落に比べて，木本群落の生長過程は長く，定着直後とある程度成長した後では，
洪水攪乱に対する耐性が異なる．千曲川の期間Ⅱ（2008 年～2013 年）の観測データは，
裸地と樹林地の両方が拡大したが，樹林面積の予測精度は低かった．予測対象年の前に継
続した渇水年は，樹林地の拡大・定着を強固なものとしたことが推定されるが，現状のモ
デルでは，樹木の生長過程は考慮されていない． 
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6.3.2 PCC 動態モデルの課題に対する対応策 
(1) 更新モデルの精度向上 
更新は，洪水の前後で不連続に発生する．5 年間間隔の水国では，更新状況を十分に観察
することが難しい．そこで，出水の前後において UAV などを用いて空中写真を撮影し，植
生の変化状況と，出水時の掃流力の分布状況を重ね合わせ，更新に関わる観測データを把
握することが考えられる． 
更新確率は，現行モデルでは，遷移確率と同様に，系列別に整理した変数（比高など）
の観測頻度を理論分布（確率密度関数）で表し，系列 iの理論分布の値の相対値から算出し
ている．しかし，更新系列は，本来，ロジスティック曲線で示されると考えられるため，
裸地化した箇所の観測データ数が十分に確保された場合は，ロジスティック回帰分析を行
い，更新確率を設定することが考えられる． 
また，更新状況については，藤田ら 46)，田中ら 59)の既往研究では，現地の河床材料の限
界掃流力を用いて植生破壊を定義している．群落クラスタは，表層土壌の河床材料と一定
の関係性があることが明らかになっており（4.4 節），これらを踏まえた更新確率の設定に
改善の余地があると考えられる． 
 
(2) 更新過程における実現象の反映 
現行の PCC 動態モデルの更新過程では，洪水攪乱を受けて更新方向の植生変化（例えば，
樹林から草地への植生変化が該当する）が観測された場合は，洪水によって樹林が一旦裸
地化し，その後に草地へ遷移することとなる．しかし，実際には，裸地化を経由せず，樹
林が洪水攪乱によって枯死し，草地化する場合も考えられる．また，倒伏後の幹等から再
繁茂する場合も想定される 111)112)．このような状態変化を考慮し，より柔軟に植生変化を規
定する遷移過程を設定することで，モデルの予測精度が向上する可能性が考えられる． 
 
(3) 非優占遷移系列の表現 
現行の PCC 動態モデルの遷移ルールでは，最大の遷移確率となるよう植生変化を決定す
る．従って，比高などの頻度分布が類似し遷移確率が拮抗する群落クラスタへの植生変化
や，遷移確率が小さい群落クラスタへの植生変化は，実態との乖離が大きくなる（図 6.1）．
例えば，遷移確率が拮抗する場合を具体的に示すと，変数 X=xiの場合，遷移系列 a の遷移
確率が 51%，遷移系列 b の遷移確率が 49%であった場合，変数 X=xiの場合は，遷移系列 a
に全て植生変化することとなる．植生変化が小面積の場合は，他の遷移系列よりも遷移確
率が小さくなるため，植生変化が生じない．これらの問題を解決するためには，遷移確率
の大きさに応じて，確率論的に状態変化を行うよう植生変化ルールを修正することに加え，
植生変化をさらに絞り込むための条件を見出し，詳細モデルとしてモデルに組み込むこと
も検討することが有効と考える． 
遷移確率の大きさに応じて確率論的に遷移させる場合，様々な群落クラスタが小パッチ
で点在し，ノイズのような状態となる（図 6.2）．解決方策の一つとして，リモートセンシ
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ングで用いられているオブジェクト指向型の画像分類の応用が考えられる．オブジェクト
指向型の画像分類では，画像のピクセル値を基にセグメンテーションと言われる同一オブ
ジェクトと判読できるパッチを事前に分類し，判読したパッチごとに画像分類を行う 113)．
この考え方を応用し，初めに，計算対象範囲を，物理環境の類似性から同一地域と思われ
るパッチに区分し，区分したパッチごとに植生遷移を確率論的に決定することが考えられ
る．ただし，これらの実施には，どの程度の類似性を同一パッチと判読するか，パッチ面
積の上限や下限を設けるかなどの課題がある． 
植生変化を絞り込むための詳細モデルについては，前述した 2 つのケース，すなわち，
比高などの頻度分布が類似し遷移確率が拮抗する群落クラスタへの植生変化と，遷移確率
が小さい群落クラスタへの植生変化（図 6.1）について，考える必要がある． 
遷移確率が拮抗する群落クラスタへの植生変化は，高水敷における草本系群落クラスタ
間の植生変化が該当する．高水敷は，水際よりも攪乱が小さく，生物間相互作用の影響が
強くなること，草本間では変化が生じやすいということが要因と考えられる．従って，周
辺植生の状況を踏まえることで，予測精度が向上する可能性がある． 
 
 
図 6.1 実態との乖離が生じる遷移パターン 
（左：小面積のため遷移確率が小さい場合，右：比高などの頻度分布が類似する場合） 
 
 
図 6.2 小パッチの群落クラスタがノイズ状に分布した場合のイメージ 
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遷移確率が小さい群落クラスタへの植生変化は，河原系草地など希少故に小面積な群落
クラスタへの植生変化と，変化速度が遅い木本系群落クラスタへの植生変化が該当する．
河原系草地の場合は，表層土壌材料の粒径や細粒土砂の堆積厚などが影響する．これらの
物理環境を予測することは難しいが，群落クラスタと表層土壌材料には一定の関係性があ
るため（4.4 節），その土地の過去の植生履歴などで代替できる可能性もある．次に，木本
系群落クラスタへの植生変化は，木本類の裸地または草地への侵入に区分される．前者は
種子の漂着を代替する種子散布期の比高，後者は周辺植生の木本の存在といった情報が，
植生変化の有無を絞り込むための有効な指標になると考えられる．  
 
(4) 樹木の生長過程の反映 
樹木が生長すると，洪水に対する耐性が変化するため，これらを反映するためには，樹
木生長モデルを本モデルに取り込む必要があるだろう．一方，治水面からも樹木伐採の概
算費用を算定する上で，樹高や密度が必要となる．これらを推定するモデルを構築し，PCC
動態モデルと連携する必要があると考えられる． 
 
 
6.4 将来流況への対応策 
6.4.1 将来流況に対する課題 
(1) 将来流量の不確実性への対応 
PCC 動態モデルを，河川管理の実務に適用するためには，河川整備や維持管理を長期に
計画した河川整備計画に反映する必要がある．そのためには，30 年程度の長期河道内植生
の動態を予測する必要がある．しかし，植生動態に大きく影響を及ぼす将来流量は，不確
実性が高く，決定論的には決まらない． 
 
(2) 将来流況の違いによる遷移確率変動への対応 
本来，流況が異なると，生物間相互作用も変化し，遷移確率そのものが変動する可能性
がある．例えば，渇水年が継続すると，裸地域が縮小し，植生が侵入できる範囲が拡大す
る．逆に，大出水が生じると，裸地域が拡大し，植生が侵入できる範囲は狭まる．このよ
うに環境条件が異なる2つの環境下においては，生物間相互作用も変化すると考えられる．  
 
6.4.2 将来流況に対する課題の対応策 
(1) 将来流量の不確実性への対応 
将来流量に対する不確実性への対応策としては，数値気象予報等で用いられているアン
サンブル（集団）予測手法の適用が考えられる．想定される複数の将来流量を与え，複数
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の予測結果から最頻値やその出現確率等を求めることで，不確実性を考慮した予測結果を
把握することができる（図 6.3）． 
 
(2) 将来流況の違いによる遷移確率変動への対応 
流況の違いが問題となるのは，年変動が大きい年最大流量である．年最大流量は掃流力
の算出に用いている．比高や水際からの距離の算出に用いる平水流量は，年変動は一般的
に小さい．従って，年最大流量の過去データから，主な変動パターンを抽出し，抽出した
変動パターンごとの遷移確率を設定することとなる． 
ここで，現行の遷移確率の設定の仕組みを改めて整理する．遷移系列ごとに，比高など
変数 X の実データの頻度分布を理論分布で表し，遷移系列別の相対的な大きさから設定し
ている．この場合，観測データと理論分布の総データ数（変数 X がとりうる範囲の理論分
布の曲線下の面積に該当）が合致するよう調整し，実データへのあてはめを行っている（図 
6.4）．従って，理論分布による頻度分布曲線は，確率密度関数（曲線下の面積の合計が 1
となる関数）と，総データ数に合わせるための調整係数から構成され，遷移確率は，理論
分布の大きさに影響を受けることなる．これらの関係性から，次のような仮説を立てるこ
とができる． 
 
 
 
 
図 6.3 アンサンブル予測のイメージ 
 
  
図 6.4 理論分布のあてはめ（左：確率密度関数，右：総データ数で調整した結果） 
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『群落クラスタの潜在的な生育範囲は，確率密度関数（曲線下の面積の合計が 1）で表現さ
れる．これに，調整係数を乗じた頻度分布の相対値から，遷移確率が決定される．調整係
数は，種間競争などの生物間相互作用を示し，攪乱強度に応じて，群落クラスタごとに独
立して変動する』 
上記の仮説が正しければ，出水によって裸地化した後の植生の侵入は，攪乱の大きさに
応じて次のように規定できる．攪乱が非常に大きい場合は，裸地が維持されやすく，植生
の侵入が遅れる．従って，裸地に関わる群落クラスタの調整係数は大きくなり，それ以外
の群落クラスタの調整係数は小さくなる．攪乱が中規模の場合，安定域の植生よりも，攪
乱域の植生が侵入しやすくなる．従って，攪乱域に関わる群落クラスタの調整係数は大き
くなり，それ以外は小さくなる．攪乱が小さい場合，安定域に関わる群落クラスタの調整
係数は大きくなり，それ以外は小さくなる． 
上記は，仮説の 1 つに過ぎないが，流況をパターン化し，パターン化された流況ごとに，
遷移確率が変動することで，将来流況の変動に柔軟に対応することができると考える． 
 
 
6.5 結語 
本章では，PCC 動態モデルを河川管理へ適用するにあたっての今後の課題を，群落クラス
タ，PCC 動態モデル，将来流況への対応の 3 つの視点で整理し，その対応策について議論し
た． 
群落クラスタの今度の課題として，（イ）群落クラスタの頑健性向上と，（ロ）植物群落と
の関係性把握が挙げられた． 
（イ）群落クラスタの頑健性については，類型レベルの定量化手法の開発し（4.5 節），現
地データの影響検証結果（5.4 節）から，必要な現地データを明らかにし，頑健性の向上方法
を示した．さらに一般性を高める手法として，群落クラスタ作成に必要な各植物群落の比高
などの四分位を理論分布から設定する方法を示した．（ロ）植物群落との関係性は，希少植物
の絶滅リスクを評価する場合に必要となる．群落クラスタと希少植物種の存在確率を示す式
を示し，必要な情報および現地調査を提示した． 
PCC 動態モデルの今後の課題として，（イ）更新モデルの精度向上，（ロ）更新過程におけ
る実現象の反映，（ハ）非優占遷移系列の表現，（ニ）樹木の生長過程の反映の 4 つが挙げら
れた． 
（イ）更新モデルの精度向上への対応策としては，UAV による空中写真撮影など，更新に
関わる観測データの補充，ロジスティック回帰分析による更新確率の設定，既往研究で用い
られている表層土壌材料を加味した指標（限界掃流力）の採用などを示した．（ロ）更新過程
における実現象の反映への対応策としては，樹林から草地，樹林倒伏後の再繁茂などの更新
系列を反映することを示した．（ハ）非優占遷移系列の表現への対応策としては，遷移確率の
大きさに応じて，確率論的に状態変化を行う植生変化ルールに修正することに加え，植生変
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化をさらに絞り込むための条件を見出し，詳細モデルとしてモデルに組み込むことを示した．
確率論的な状態変化を行う場合は，小さなパッチがノイズ状に分布する問題を解消する必要
があり，その手法の一つとして，オブジェクト指向型の画像分類で用いられている方法を応
用し，初めに計算対象範囲を物理環境の類似性で区分し，まとまりのあるパッチにする方法
を示した．詳細モデルの適用場面として，遷移確率が拮抗する場合と遷移確率が小さい場合
の 2 つを提示し，周辺植生の状況など想定される絞り込むための指標案を提示した．（ニ）樹
木の生長過程の反映への対応策としては，樹木生長モデルの開発と PCC 動態モデルとの連携
の必要性を示した． 
将来流況に対する対する今後の課題として，（イ）将来流量の不確実性への対応，（ロ）将
来流況の違いによる遷移確率変動への対応が挙げられた． 
（イ）将来流量の不確実性への対応策としては，数値気象予報等で用いられているアンサ
ンブル（集団）予測手法を示した．（ロ）将来流況の違いによる遷移確率変動への対応策とし
ては，流況のパターン化と攪乱の大きさに応じて遷移確率が変化する方法を示した．遷移確
率を変化させる方法は，比高などの頻度分布を，確率密度関数（当該群落クラスタの潜在的
な生息範囲）と調整係数（観測データ数）から構成されることを利用し，攪乱強度に応じて，
調整係数を可変させる方法を示した．  
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第7章 結論 
7.1 本研究で得られた成果 
本研究は，戦略的で効率的な植生管理を支援することを目的に，植生動態モデル開発に関
する基礎的研究を行った．ここでいう植生管理は，現在，我が国の河川において，治水面お
よび環境面から問題となっている樹林化（樹林地の過大な繁茂）の抑制およびそれに伴う生
物多様性の保全などを主眼としている． 
 
第１章では，本研究の背景，研究対象である河道内植生動態の再現・予測に係る課題を整
理し，本研究の目的を位置づけた． 
本研究の背景として，我が国を含め世界的に進行している生物多様性損失の実態について
整理した 2)12)．これらの世界情勢が，生物多様性保全に向けた国際的な取り組みを高め，我が
国の環境行政の強化や，1997 年（平成 9 年）の河川法改正による「河川環境の保全と整備の
内部目的化」につながっていくことを示した．また，治水や利水を目的とした河川改修は，
河川の攪乱強度を低下させ，多くの河川で樹林化が顕在化し 21)22)，治水機能の低下や生物多
様性の損失を招いていることを示した．これらの問題解決のためには，河道内の植生動態を
セグメントスケールで再現・予測する数値シミュレーションモデルおよびその手法が必要で
あることを提起した．さらに，植生動態を再現・予測するための課題として，「課題 1：植物
群落の形成を規定する微細な環境条件の再現」，「課題 2：生物間相互作用による不確実性を伴
う植生遷移の再現」，「課題 3：不確実性を伴う将来流況への対応」の 3 点を示した． 
これらを踏まえ，本研究は，主に課題 1 と課題 2 に対して，「空間の階層性を考慮した新た
な空間指標の開発」と「遷移確率を考慮した植生動態モデルの開発」を目的として位置づけ，
それぞれ第 4 章と第 5 章で対応策を検討した． 
 
第 2 章では，河道内の植生管理の重要性と植生動態モデルの必要性を，河川法 23)等を参考
に明らかにし，国内と海外の植生動態の機構解明とモデル化に関する既往研究成果を整理し
た．国内では 2000 年前後から河道内の樹林化が指摘され，その動態を記述する概念モデルが
提唱される 51)．その後，植生動態に関する研究は，①樹林地拡大を引き起こす機構を既存デ
ータや現地調査を通して分析する研究と，②樹林地拡大の機構解明とモデル化をより高度化
させる研究が行われている系譜を整理した．海外では，日本の研究系譜と類似するものの，
その開始は 1980 年代後半まで遡り，当時から樹木分布モデルの開発が着手され 62)，現在に
おいては，将来の気候変動に対応した予測や特定の植物種群の絶滅等の検討が行われる等 65)，
我が国よりも先行していることを確認した． 
我が国の今後の社会的要請を考慮すると，既往研究の成果に加え，①対象スケールの植生
動態の表現に適した新たな空間指標の導入，②植生動態の確率的変動の考慮，③植生動態を
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観測した長期データの活用，以上3点を植生動態モデルに取り込む必要があることを整理し，
本研究で開発する植生動態モデルの機能について必要事項を整理した． 
 
第 3 章では，本研究で対象とする 3 つの河川（米代川，千曲川，吉野川）の選定手順と各
河川の概要，選定の妥当性を示した． 
河川植生の規定要因として，気候的要因と土地的要因を挙げ 75)，その階層構造を明らかに
した上で，規定要因である気候区分から対象河川（米代川，千曲川，吉野川）を選定した．
一方，気候の違いに着目するため，調査地は，直轄管理区間の中で最も延長が長く 87)，出現
する植物群落数も多い 88)セグメント 2-1 の区間で統一した．対象区間の選定においては，流
量データの把握しやすさも考慮した．選定した調査地は，我が国の主な出水パターンである
融雪，台風，梅雨前線による出水パターンを表現し，河川に特有な植生をもち，我が国の主
な樹林化樹種を含んでいるため，対象河川として問題ないことを確認した．  
 
第 4 章では，空間的階層性を考慮した新たな空間指標「群落クラスタ（PCC：Plant 
Community Cluster）」を開発し，その機能や特性，実用性等を明らかにした． 
群落クラスタは，植物群落を，立地する場の物理環境（比高，水際からの距離，掃流力）
の類似性を基に類型化した空間指標であり，植物群落と景観の中間的な空間スケールをもつ
115)．植物群落数が対象 3 河川で最も少ない米代川を対象に，前述した物理環境とクラスタ分
析（Ward 法）を用いた群落クラスタ設定手法を開発した．作成した群落クラスタは，類似し
た環境下で生育する植物群落で構成された（図 4.8）．群落クラスタは，物理環境との連関性
を高め（図 4.13），主要な遷移系列は維持しつつ，複雑な植物群落の遷移過程を簡略化する
ことを明らかにした（図 4.11，図 4.12，表 4.1）． 
次に，群落クラスタの設定手法を河道特性の異なる千曲川に適用して，本手法の一般性を
確認し，現地調査により群落クラスタの実用性を検証した．現地調査の結果，植物の専門家
ではない河川技術者の景観境界と群落クラスタ境界が概ね一致すること，表層土壌材料の粒
径区分と群落クラスタは，一定の関係性があることが示されたこと（スピアマンの順位相関
係数は 0.68，表 4.4）から，河川管理の実務を行う上で，群落クラスタの実用性は高いこと
を示した 110)． 
また，分析者の主観や経験に依存していた植物群落の類型レベルの定量化手法を開発し，
定量化手法で設定した群落クラスタを対象 3 河川（米代川，千曲川，吉野川）で比較した．
開発した定量化手法は，分析者の主観に基づく結果と概ね一致する区分となったこと（表 
4.7），対象 3 河川で抽出される群落クラスタ数は 10～12 となり大きく違いはなかったことか
ら，群落クラスタを設定する際の有用な手法の一つとして考えられた．対象 3 河川の群落ク
ラスタは，草本系では，裸地草地や河原系草地からなる水際近くの草地，半安定草地や安定
草地からなる高水敷の草地，それらの中間的な空間に生育範囲をもつヨシ系草地・オギ系草
地で構成されていた．木本系では，水際に生育するヤナギ林，高水敷に生育する河畔林，水
際から遠い箇所に生育する陸域樹林の 3 つに大きく分類された（表 4.6）．群落クラスタは，
対象 3 河川の河道特性（攪乱の大きさや融雪洪水の有無）や地形特性（横断形状など）を反
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映したものとなっており，これらの特徴を把握することは，今後の植生動態モデルの開発や，
植生管理を行っていく上で重要と考える．特に，河川水辺の国勢調査 83)（以下，「水国」とい
う）の植生調査が蓄積されつつある現状では，全国的な解析を可能とする．全国的な解析は，
樹林化の機構やプロセスの理解を深めると思われ，その解析には，植物群落よりも空間スケ
ールの大きい群落クラスタのような空間指標が有用と考える． 
 
第 5 章では，第 4 章で開発した群落クラスタを用いて，遷移確率を考慮した植生動態モデ
ル「PCC 動態モデル」の開発を行った．さらに，現地データを用いて開発したモデルに付随
する「モデル構築対象区域外に適用することが難しい」，「モデルの挙動はモデル作成に用い
た現地データに依存する」という 2 つの実用面の問題に対処する方策を検討した． 
PCC 動態モデルは，計算ステップを 5 年とし，現在ステップの群落クラスタと物理環境を
基に，次のステップの群落クラスタを予測する．予測計算は，解析対象範囲をカバーする 5m
×5m の解析グリッドごとに行われる．遷移モデルと更新モデルから構成される（図 5.2）．
遷移モデルは，群落クラスタごとに 1 対多の系列で規定され，比高，水際からの距離，掃流
力，更新年（洪水による裸地化）からの経過年数（裸地からの遷移のみ適用）を変数として
遷移確率を算出し，最大の遷移確率となる系列に変化する．更新モデルは，掃流力を変数と
して更新確率を算出し，0.5 以上となる場合に更新する（図 5.3）． 
以上の考え方を，河道特性の異なる千曲川と吉野川に適用し，各河川の PCC 動態モデルを
作成した．千曲川では，1994 年，1999 年，2004 年の水国植生図をモデル作成に使用し，2004
年～2008 年（期間Ⅰ）と 2008 年～2013 年（期間Ⅱ）を予測検証用とした．吉野川では，1995
年，2000 年，2005 年の水国植生図をモデル作成に使用し，2005 年～2010 年を予測結果の
検証用とした．モデルの評価基準は，治水面及び環境面（典型性）から基準 1，環境面（希少
性）から基準 2 を設定し，景観面積（裸地，草地，樹林），群落クラスタ面積，グリッド適合
率（解析グリッドごとの一致率）の 3 つの視点で検証した． 
・基準 1：河川でみられる典型的な植生（裸地，草地，樹林）の動態再現 
・基準 2：成立要件が脆弱な希少植物群落の動態再現 
予測対象年の景観面積は，千曲川及び吉野川ともに観測データと計算データに有意な差（x2
検定）は見られなかった．群落クラスタ別面積のうち，裸地と草本に関わる群落クラスタは，
概ね観測データに追従していたが，植生変化の速度が遅い樹林に関わる群落クラスタは，観
測データとの乖離がみられた．乖離の大きい系列の要因分析から，乖離が生じる理由は次の 3
つに集約された． 
要因 1：洪水攪乱後に裸地化した箇所の観測データが少なく，更新モデルが適切に記述でき
ていない． 
要因 2：更新モデルの極端な仮定，すなわち更新方向の植生変化は，一旦裸地化して，その
後遷移するという条件が，実現象とあっていない． 
要因 3：本モデルでは，最大遷移確率となる系列に遷移するルールとなっているため，優占
する遷移パターン以外の植生変化が起こりづらい． 
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群落クラスタ別面積のうち，河川でみられる希少な植生（河原系草地，湿性草地）の計算
データと観測データを比較した結果，いずれも大きな乖離が生じていた．これらの群落クラ
スタは，いずれも面積が小さく，他の系列に比べて遷移確率が小さくなるため，植生変化が
反映されづらい．これは，前述した要因 3 と同じである．さらに，グリッド適合率が低かっ
た予測対象年の景観面積の変動は，樹林地と裸地の両方が増加する傾向を示す場合であった．
モデルは，裸地の増加について観測データを追従していたが，樹林地の増加はあまり再現で
きていなかった．これは，予測対象年の前に数年間の渇水年が継続し，渇水年により樹林地
の定着が強固になっていた可能性が考えられ，今後のモデル改良にあたっての考慮すべき事
項の一つとして挙げられた． 
以上のとおり，治水面と環境面の典型性を目的とした河川管理では，開発した PCC 動態モ
デルは有効と考える．しかし，環境面の希少性評価などを目的に適用する場合は，今後の改
良が必要となってくるであろう．また，河道特性の異なる千曲川と吉野川で作成した PCC 動
態モデルが一定程度の精度が確保されていること，本モデルに使用するデータ（横断測量，
流量，水国の植生図）は，全国 109 水系の直轄管理区間では整備されていることから，本モ
デルの一般性は高いと考える． 
次に，モデル形成用データの影響検証は，群落クラスタの形成，群落クラスタの変化ルー
ル，PCC 動態モデルの予測精度の 3 つの視点で検討した．群落クラスタの形成では，減少し
ている希少な植物群落を群落クラスタとして抽出するためには，過去データが重要であると
いう結果が得られた．遷移過程を抽出するためには，できるだけ長期間を，短い間隔で調査
されたデータが有効であることがわかった．PCC 動態モデルの予測精度を向上させるために
は，近年のデータが必要であることを明らかにした 116)． 
以上を踏まえると，治水面を目的とする場合は，近年のデータを重視して，PCC 動態モデ
ルを構築することが良いと考えられる．現状では，ほとんど確認されない植物群落を含まな
い方が，PCC 動態モデルの精度は向上すると思われる．しかし，環境面，特に希少植物群落
の評価を行うためには，過去データが重要となる．その場合は，5 年間隔で蓄積された過去か
ら近年のデータを用いることが重要となる． 
 
第 6 章では，PCC 動態モデルを河川管理へ適用するにあたっての今後の課題を，群落クラ
スタ，PCC 動態モデル，将来流況への対応の 3 つの視点で整理し，その対応策について議論
した． 
群落クラスタの今度の課題として，（イ）群落クラスタの頑健性向上と，（ロ）植物群落と
の関係性把握の 2 点が挙げられた．（イ）群落クラスタの頑健性については，類型レベルの定
量化手法および必要な現地データを明らかにし，さらに一般性を高める手法として，群落ク
ラスタ作成に必要な各植物群落の比高などの四分位を理論分布から設定する方法を示した．
（ロ）植物群落との関係性は，希少植物の絶滅リスクを評価に必要な希少植物種の存在確率
を示す式を示し，算定に必要な情報および現地調査を提示した． 
PCC 動態モデルの今後の課題として，（イ）更新モデルの精度向上，（ロ）更新過程におけ
る実現象の反映，（ハ）非優占遷移系列の表現，（ニ）樹木の生長過程の反映の 4 つが挙げら
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れた．（イ）更新モデルの精度向上への対応策としては，UAV による空中写真撮影など，更
新に関わる観測データの補充，ロジスティック回帰分析による更新確率の設定，既往研究で
用いられている表層土壌材料を加味した指標（限界掃流力）の採用などを示した．（ロ）更新
過程における実現象の反映への対応策としては，樹林から草地，樹林倒伏後の再繁茂などの
更新系列を反映することを示した．（ハ）非優占遷移系列の表現への対応策としては，遷移確
率の大きさに応じて，確率論的に状態変化を行う植生変化ルールに修正することに加え，植
生変化を絞り込むための条件を見出し，詳細モデルとしてモデルに組み込むことを示した．
（ニ）樹木の生長過程の反映への対応策としては，樹木生長モデルの開発と PCC 動態モデル
との連携の必要性を示した． 
将来流況に対する対する今後の課題として，（イ）将来流量の不確実性への対応，（ロ）将
来流況の違いによる遷移確率変動への対応が挙げられた．（ロ）は，流況が異なった場合，生
物間相互作用も変化すると考えられるため，遷移確率そのものが一定ではなく変動すること
をイメージしている．（イ）将来流量の不確実性への対応策として，気象分野における数値予
報等で用いられているアンサンブル（集団）予測手法が応用可能であることを示した．（ロ）
将来流況の違いによる遷移確率変動への対応策としては，流況のパターン化と攪乱の大きさ
に応じて遷移確率が変化する考え方を示した．  
 
 
7.2 本研究の意義 
7.2.1 植生動態モデルの課題の抽出と対応策の提示 
本研究で対象とする河道内植生の立地形成は，土壌水分や洪水攪乱といった物理環境と，
植物間の競争や共生といった生物間相互作用に影響を受ける．河川は洪水による攪乱が卓越
するため，その挙動は極めて複雑なものとなる．数値モデルにより，これらの挙動を記述す
る場合，土砂水理学で，流水の再現は可能であるが，土壌の水分条件や粒径などの物理環境
を精緻に再現することは難しく，生物間相互作用の数式化も容易ではない．  
本研究では，これら 2 つの課題，すなわち「植物群落の形成を規定する微細な環境条件の
再現」と「生物間相互作用による不確実性を伴う植生遷移の再現」を示し，植生動態モデル
における「空間的階層性」と「不確実性」として位置づけた．空間的階層性への対応策とし
て，植物群落を，土砂水理学で再現可能な物理環境で統合した空間指標「群落クラスタ（PCC：
Plant Community Cluster）」を提案した．不確実性への対応策として，植生動態を規定する
変化ルールに確率分布を導入した PCC 動態モデルの開発を行った．群落クラスタは，物理環
境との親和性を高め，複雑な植物群落の遷移過程を簡略化した．PCC 動態モデルは，物理環
境に応答した植生変化を予測し，裸地，草地，樹林といった景観（以下，「景観」という）レ
ベルで観測データを追従した．次項以降に，これら 2 つの方策と本研究で開発した PCC 動態
モデルの意義を整理する． 
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7.2.2 群落クラスタの導入 
群落クラスタは，植物群落と物理環境を内包する．各群落クラスタの植物は，河川内の類
似した環境資源を共有し，植物群落に比べて広域なスケールの生物間相互作用を内包した群
集と捉えることができる．すなわち，群落クラスタは空間の階層性のみならず，不確実性に
も対応した空間指標である．この特性を活用すれば，植生動態モデル以外にも適用範囲は広
い．例えば，従来の植物群落による植生図を用いた変化分析においても，群落クラスタは有
効と考える．具体的には，群落クラスタは，生物間相互作用の不確実性を一定程度取り除い
た状態であり，群落クラスタの分布を示したマップは，従来の植生図よりも植生変化を捉え
やすくなるであろう．さらに，植物群落との階層性は，植物種と植物群落の関係をスケール
アップさせることができ，希少植物の動態を推定することが可能となる．4.3 節では，対象 3
河川に群落クラスタを適用し，河道特性と河川植生の関係について，群落クラスタを用いて
議論した．このように，群落クラスタは，植生動態を分析していく場面で広く活用すること
が可能であり，本研究の最大の成果と考える． 
 
7.2.3 確率分布の導入 
本研究で構築した PCC 動態モデルは，植生動態を規定する変化ルールに確率分布を導入し
た．確率分布を導入したことに対する意義を述べる．EU 等で先行する CASiMiR-vegetation
モデル 47)90)も含め，従来の植生動態モデルの多くは，ある閾値を設定し，その閾値を超える
と遷移するという変化ルールを設定している．これに対して，本研究では，遷移条件を，物
理環境を変数とした確率分布として与えた．遷移確率は，比高などの観測データの頻度分布
を理論分布にあてはめて，その相対値から求めている．データ数の多い遷移系列は，いずれ
も理論分布との適合率は高い．確率分布を導入したことで，草本間の植生変化は，生育条件
が類似し遷移確率が拮抗すること，希少な植物群落への植生変化や，他の植生への樹林の侵
入は遷移確率が小さくなることを示した．これらは，群落クラスタという生物間相互作用を
内包した空間指標であっても，現在の土砂水理学で予測可能な変数では，決定論的な状態遷
移にはならないことを示唆する．特に，多くの植物群落が生育する高水敷についてはこの傾
向が高く，生物多様性の高い我が国では 7)8)，植生動態予測において重要な視点になるであろ
う．この問題に対処するためには，確率論的な状態変化を行う必要があり，植生変化ルール
を確率分布で表現する本モデルは対応しやすい． 
次に，6.4 節では，流況の違いによって遷移確率を示す確率分布が変化する可能性を指摘し
た．このような状況に対しても，本モデルは対応しやすい．本モデルの遷移確率は，遷移系
列ごとに，比高など変数 X の生育範囲（頻度分布）を理論分布で表し，他の系列との相対値
から求める．生育範囲を示す理論分布は，観測データ数と理論分布によるデータ数が等しく
なるよう確率密度関数（X のとりうる範囲の合計値が１）に調整係数（観測データ数）を乗
じて求める．従って，たとえ同じ確率密度関数であっても，調整係数が変化すると，各遷移
系列のデータ数が変化し，その相対値で表現される遷移確率に影響する（図 7.1）．一方，確
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率密度関数は，潜在的な生育範囲を示していると考えられ，さらに，これらの形状は，種間
競争などの生物間相互作用に影響を受けて形成されている可能性が考えられる．生態学では，
これを本来のニッチ（生息範囲）に対して，実現ニッチと呼ぶ 114)．このような確率密度関数
や調整係数を乗じた理論分布の変化は，生物間相互作用の機構解明および裸地への植生侵入
や樹林地拡大進行などのモデル化につながる可能性があると考える．また，過度な樹林化が
進行しレジームシフトが生じた場合や外来種の侵入が進行した場合，気候変動により降水現
象が変化した場合など，現在の対象河川では経験していない状況においても，他河川での事
例等を踏まえて，適切なパラメータの設定ができる可能性があると考える． 
本研究の PCC 動態モデルは，確率論的な挙動を十分に表現し得ていないが，遷移系列ごと
の生育条件を理論分布で表現し，遷移条件を確率分布で表したことは，従来モデルの問題点
と本モデルの発展性を示したと考える． 
 
 
 
 
図 7.1 調整係数の違いによる遷移確率 
（上：群落クラスタ Aが優勢，下：群落クラスタ Bが優勢） 
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7.2.4 PCC 動態モデルの開発 
本研究で開発した PCC 動態モデルは，空間スケールを意識した植生動態モデルを示せた点
に新規性があると考える．現実の河道内植生は，植物種，植物群落，植物群落が集合した群
集といった階層性をもっているが，従来の植生動態モデルは，土砂水理学的なアプローチに
よるものが多く，空間スケールという概念が乏しい．そのため，特定の砂州など限定された
範囲の植物群落を対象とする研究 43)44)45)，あるいは流域スケールでの樹林のみを対象とする
研究 39)が多くなる傾向を示す．一方，本研究で開発した PCC 動態モデルは，従来の研究では
十分ではなかった複数リーチからセグメントスケールを対象とした植生動態モデルを示した
（図 7.2）．さらに，生物間相互作用など不確実性が高く，グリッド適合率が低下する植生変
化を定量的に示した．このような空間では，確率論的な推定や，さらに植生変化の有無を絞
り込む詳細モデルの導入をすることで対応する必要があることを示した．生態系は，時空間
スケールが異なる様々な要因が絡み合った複雑な関係性から成立している．このような状態
をモデルで再現・予測する場合，詳細スケールでモデル化することは現実的ではない．本研
究で示したように，広域スケールから詳細スケールへ，実現象を階層的に捉え，必要な空間
のみ詳細スケールのモデルを適用することが望ましい．本モデルでは，その手法やアプロー
チを具体的に示せたと考える． 
 
 
図 7.2 PCC 動態モデルの空間スケール 
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7.3 今後の課題と展望 
群落クラスタは，植生動態分析に広く適用できる手法であるが，その頑健性が問題となる．
用いる現地データの違いや，河道特性の異なる河川に適用することで，PCC の様態が変化す
る．本研究では，群落クラスタの頑健性の問題の一つである植物群落の統合レベルの定量化
に成功した．蓄積されたデータおよび定量化手法を用いることで，測定誤差や分析者の主観
の違いなどのバイアスは除くことができる．4.3 節では，対象 3 河川の群落クラスタを比較し
た．蓄積された現地データと定量化手法を用いて作成した群落クラスタの配置には共通性が
見られた．今後，さらに様々な河川で群落クラスタを作成することで，河道特性や地域特性
と植生の関係の理解が深まると考える．我が国の一級水系の直轄管理区間では，1990 年頃よ
り水国が実施され，横断測量や流量観測も継続的に実施されており，全国河川への適用は十
分可能であろう．一方，群落クラスタの頑健性を問題として取り上げたが，生態系を多様な
もの，変動するものと捉えた場合，群落クラスタが時空間の違いに応じて変化することが本
来の姿であるともいえる．このような視点での変化分析も重要であると考える． 
PCC 動態モデルについては，河道内で優占する主要な植生の動態の再現には成功し，治水
面および環境面の典型性の評価には活用できると考える．ただし，環境面の希少性を評価す
るためには，更なる精度向上が必要と判断される．精度を向上させるため，更新モデルにつ
いては，更新過程の観測データの蓄積，木本類の生長過程の考慮が挙げられた．近年では，
観測範囲を限定すれば，UAV などで簡易に空中写真撮影等が可能となっているため，観測デ
ータの補充は可能と考える．遷移モデルについては，確率論的な状態遷移の実現，より詳細
な指標を用いたサブモデルの構築が挙げられた．確率論的な状態遷移を実現する場合は，小
パッチの群落クラスタがノイズ状に分布する問題を解消する必要があるが，植生変化ルール
を確率分布で規定する本モデルでは対応可能と考える．また，本モデルで導入した「観測デ
ータを理論分布で表現し，それらの相対的な関係から植生変化ルールを確率分布で表現する」
という一連の手法は，理論分布の形状パラメータを通して，生物間相互作用を定量化する可
能性を示唆する．これらの知見の蓄積が進めば，気候変動に伴う降水現象の変化や，外来種
の侵入による生態系の変化にも対応可能なモデルへの発展につながると考える． 
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